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序章､本論文の目的と構成

第1節　本論文の目的

本論文では,発展途上国における人材育成の必要性と課題について考察することを目的

とする｡研究の対象として,外国直接投資に伴う技術移転とその過程で必要な現地従業員

の人材育成がどのように進んでいるか,またそこでの課題等を検討する｡事例として現地

日系製造業での現場監督者の育成に焦点を当て,企業における人材育成の実践を調査し,

日本のそれとの比較から現地での課題を考えたい｡

具体的に札タイに進出した日系自動車組立メーカーと日本国内の親企業における｢聴

長｣クラスの養成過程を比較検討し,途上国における人材育成の諸課題を研究する｡ ｢職長｣

は,現場監督者の核となる職種であり,とくに日本企業の生産現場で人材育成･生産管理･

労務管理等,幅広い範朗で重要な役割を果たしてきた｡ ｢職長｣に注目したのは,職長自ら

が長年企業内訓練を受けて育ち,また現場作業者の括導や作業管理を行う任務を担ってお

り,現場の人材育成過程で重要な役割を果たしているからである｡

これらの諸課題を実証的に研究することによって,途上国の人材育成の方向や教育方法,

そこでの諸問題を考察したい｡

第2節　本論文の構成

まず,本研究の問題意識を明確にしておきたい｡本研尭は,高度成長を続けてきたAS

EAN4(タイ,マレーシア,インドネシア,フィリピン)の発展潜在力を評価する一方で,

通貨危機などの外的な要因により大きな影響を受ける構造的な問題を抱えていることに注

目し,中でも人材育成の遅れによる諸変化への対応の差を考察するための1つのステップ

としたい｡

ASEAN4の経済発展の経験軌その高い経済成長率や工業品輸出の増加,工業化の

進展と同時に･要素投入に依存した成長であり総要素生産性の伸びは低い(Young 1994a ;

1994b)｡すそ野産業の育成が遅れているため中間財･資本財の輸入依存度が高いことなど

が問題視されてきた｡

こうした基盤の萌さの1つの原因として,工業化を担う人材が十分に育っていなかった

ことが考えられる｡輸出向け製品の場合,自動化設備機械を導入することで輸出市場で通

用する国際競争力を得ることができた.長期的視点から国際競争力の向上を図るためには,

1



生産ラインの立ち上げや改善といった業務に携わることのできる人材の育成が求められる｡

国内市場向けの生産を行っている企業でも,自由化が進むにつれて競争力を高めること

が求められはじめた｡本論文で事例とするタイ自動車産業の場合も, 1980年代末までは国

内市場が保護措置に守られた中で発展を遂げてきたが, 1990年代に入って徐々に自由化が

進んでいる｡この結果,咽際競争力の向上｣のための人材育成が課題となっているl｡さ

らに, 1997年に始まる通貨危機とその後の経済危齢ま,深刻な国内市場不振をもたらした｡

過剰設備を抱えたタイの自動車産業は,当然のように輸出市場の開拓を余儀なくされてい

る｡輸出向けの製品は輸出先の安全や環境基準への対応が求められることから,高い品質

と生産性が要求される｡日系企業の場合･短期的には日本人駐在員が｢輸出シフト｣に伴

う生産管理水準の向上･維持で中心的役割を果たすことによって,こうした要求に応える

ことはできる｡長期的視点に立てば,現地の人材の能力を高めることが必要となる｡

ASEAN4での工業化過程において,日系企業の関わりは深い｡タイの例で考えると,

1962年に日産が進出して以来, 1970年代前半までに日系の主要な組み立てメーカーは全て

進出を終えている｡これら進出企業での人材育成問題を考察する際には,日本国内の親企業

での人材育成の方法を考慮に入れる必要がある.日本の生産方式の特徴を把握することも

不可欠であろう｡本論文では, r日本的生産方式｣q)特徴を,現場への権限委譲度の高いr日

本的分業システム｣に基づいて｢継続的な改善活軌を行い｢無駄を極限まで排除｣する

方式と考える｡このとき･生産管理関連の判断を要する業務の権限が生産現場に委譲され

る度合いが高い｡

日本企業の現場監督者は･企業内で長い期間の教育訓練を受けながら育成され,生産管乳

労務管理など広範朗の仕事で生産現場の中心的役割を果たすところに特徴がある｡直接作

業の経験を持ち,作業者時代から生産管理業務の一端を担い,職務･訓練経験を評価され

て昇進してきた｢選抜された人軌である｡現場監督者に責任が集まる状況を評して,喝

場監督者に過度に依存した体制｣とする見解もある(野村1993a, p.222)｡英米の大量生産

方式下の現場監督者が,狭い範軸の仕事に携わっているのと比較すると大きく異なってい

る｡

前述のように,製品輸出が必要になったタイ自動車産業では,改善を含む生産管理がよ

り重要になっている｡現場監督者は職場レベルの生産管理で中心になることが期待され

その能力養成も重要な課題となった｡こうして,日本の現場監督者が従来以上に長期的な

育成の目標として意識される状況が生まれている2｡

現場監督者に代表される｢たたき上げ｣人材の育成は,日本製造業の得意とするところ

である｡途上国の産業発展に大きな貢献が期待できる分野でもあると考えられる｡途上国

における現場監督者養成に焦点を絞った研究は数少ない.そこで本研究では,日本企業と

その現地法人における現場監督者の養成過程に焦点を合わせて比較検討し,途上国の人材

育成研究の一助としたい｡

2-



本論文の章別構成と内容は以下のとおりである｡

第1章では,関連する先行研究の内容を再検討する｡具体的には, ①分析枠組みの要素

として何を採用すべきか･とりわけ人材育成の成果を測定する揖標として何を用いるべき

か, ②現場監督者を研究対象とすることにはどのような意味があるかの2点に焦点を当て

る｡ ｢質の異なる能力が段階的に習得される｣過程を記述し,現場主導の日本的分業システ

ム移転を視角に収めるためには･ ｢教育訓練一仕事内容｣の枠組みを用いて現場監督者養成

を研究することに意義があると示す｡

第2章では,現場監督者に求められる能力の具体的な内容について考察したうえで,実

証研究に用いる分析枠組みを提示する｡まず,能力に関する研究の整理から, ｢問題解決

能力｣に焦点を当てるべきと考えた｡この問題解決能力をテーマにして,タイ日系製造業

機械加工部門に対する質問票調査と同時にヒヤリング調査を行った｡その結果から,現場

監督者に必要な能力を, ｢改善の構想を練る能力(以下,改善構想能力)｣と｢改善目標を

管理する能力(以下･管理能力)｣の2つにまとゅる｡さらに, 2つの能力の養成過程を評

価するための分析枠組みを提示する｡

第3章,第4章で札実証調査の結果について述べる｡このうち第3章では日本の自動

車メーカーA社での調査,第4章ではA社のタイ現地法人B社を中心に行った調査の結果

を明らかにする｡とくに, B社現場監督者の能力がA社を基準としてどの程度形成が進ん

でいるかという視点から整理する｡調査では,分析枠組みにしたがって｢職務経験(O J T)｣

｢研修経験(ofトJ T)｣の分析と① ｢改善構想能力｣ ② ｢管理能力｣の評価を行った｡

調査結果によると, A社では長い職務経験を持った従業員が, ①, ②の順で能力を高め

る長期研修を受けたうえで,現場監督者に昇進している｡その結果として,原価ベースの

目標を物理量ベース目標(不良率,稼働率等)に展開し,それを基に改善活動を計画する｡

また･個々の改善事例について問題点の把握,改善策の考案,標準化の各段階で役割を果

たす能力を習得していることが分かった｡

一方, B社の現場監督者は, A社と比べると聴務経験が短く,とくに作業者経掛こ乏し

い｡このため･日本での研修も問題解決ではなく,一般的な業務遂行関連の内容が中心を

占めていた｡その結果,原価に対する意識は薄く,物理量ベース目標の設定も日本人駐在

員やマネージャーに委ねられている｡個々の改善事例について, B社の現場監督者は自ら

が中心となってアイディアを出していると主賀していたが,実際には日本人駐在員の支援

がまだ必要な段階であると判断された｡ ①, ②関連のOJ Tも試みているが,まだ端緒に

ついたところで,ともにA社の能力水準には及ばない｡

第5章では,第3章･第4章での調査結果を検討した結果,日夕イの能力格差よりもむ

しろ,異なる企業間,同一企業内を問わず複数の人材育成経路が存在することに注目すべ

きであると述べる｡これを｢複線型人材育成経軌と呼び,仮説として提示することの有

効性を確認する｡この｢複線型人材育成軽軌の教育訓練プログラム開発に関連した政策
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的含意についても考察し･被教育訓練者の学歴や経験をはじめとする諸条件に応じて教育

訓練の手順を考える必要があることを示す.本研究で札きわめて限定された範囲で｢複

線型人材育成経路｣の存在を確認したにすぎない｡さらに一般的な教育訓練プログラム開

発への含意を考えるに駄本研究の分析枠組みを用いて,より一般的に人材育成過程を分

析する必要があることも揖揺する｡

補給で札マレーシア日系部品メーカーを事例として,小池(1991)の｢知的熟練｣を必

要とする作業に関する分業システムの実際とその決定過程について考察した｡まず関連す

る先行研究を検討し,分業システムを① ｢作業者担当方式｣, ② ｢内部昇進者担当方式｣,

③ ｢ライン未経験者担当方式Jの3類型に分類した｡筆者がマレーシアの日系部品メーカ

ーを対象に調査した結果によると,作業者の技能が不十分であるため,日系企業は実質的

に②, ③のどちらかを選んでいる｡その際,技能的要件が満たされる限り｢内部昇進者担

当方式｣を選好する傾向があるとの結論を得た｡本論のタイとは異なる国を事例とした調

査であるが,第1章の分業システムについての議論と関連するため加え,比較検討の材料

とにした｡

1990年代のタイ自動車産業における自由化については,池本(1994),北村(1992),佐藤

(1992)に詳しい｡

2先進国において札1980年代後半以降J I T(Just-in-time,ジャスト･イン･タイム),

T QM(Total Quality Management.全社的品質管理)に代表される｢日本的生産方式｣が,

｢リーン生産方式(leanproduction system)｣の名称で紹介された｡これに前後して,とく

にイギリスの現場監督者研究において,日本の現場監督者を1つのモデルとみなす例が目

立ちはじめた｡
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図序-1.本論文の構成

出所:筆者作成
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第1幸　先行研究の再検討

本章では,関連する先行研究の内容を再検討する｡具体的に札①分析枠組みの構成要素

として何を採用すべきか,とりわけ人材育成の成果を測定する指標として何を用いるべきか,

②現場監督者を研究対象とすることにはどのような意味があるかの2点に焦点を当てる｡

人材育成に関する研究を進めるに当たっては,育成の成果をどのように測定するかを前も

って考える必要がある｡というのは,成果の直接的な指標である｢能力｣を測定することが

困難なためである｡このため･本研究の目的に即した｢能力の代用変数｣を検討する(図1

- 1参照)1｡人的資本論アプローチでは, ｢生産物の増大｣や｢貸金増加｣を代用変数とおく

(第1節)｡技術移転の段階静2で札｢新たに担当可能となった仕事内容｣が用いられる｡現

場監督者の能力養成過程を分析するには,後者の方が望ましいと考える(第2節)｡しかし,

技術移転の段階論で札日本製造業の高い生産性を支える要因の1つ, ｢ライン職場への権限

委譲が進んだ分業システム3｣の移転状況を分析できない｡分業システムに関する研究として

は,小池(1991)に始まる一連の｢知的熟練｣論争がある4｡この議論の内容を考察することか

ら,現場監督者が分業システムの要の位置にあり,その養成過程の分析に意義があることを

示す(第3節)｡

続いて,日本と英米の現場監督者が,どのように生産管理業務に携わってきたかを比致す

る｡まず,日本の生産現場で現場監督者が重要な役割を果たしてきたことを示す｡具体的に

は, 1960年代前半までに起こった｢統計的品質管理｣導入の経験と,現在の｢計画的な改善｣

の実践を取り上げる(第4節)｡また,第4節に対応する英米の事例については, 1920年代ま

でに起こったr科学的管理法5｣の導入と, 1980年代以降盛んになった｢リーン生産方軒｣

の採用に注目する｡科学的管理法を導入する場面では,専門スタッフが大きな役割を果たし

た｡一方,リーン生産方式下で札現場監督者は管理者的職務に重点を置いていると考えら

れる(第5節)｡

最後に,先行研究の議論の到達点とそれを踏まえた本研究の位置づけについてまとめる｡

重要な職種である現場監督者について,その能力養成過程を体系的に説明した研究は見られ

ない｡このため, ｢教育訓練一仕事内容｣の枠組みを用いて日系製造業の現場監督者養成を研

究することには意義があると示す(第6節)｡

第1節　人的資本論アプローチ

人的資本論アプローチとは, ｢教育訓練によって能力が高まり,生産性が向上する｣という

関係を定量的に分析した一連の研究を持す｡教育訓練投資の経済的効果を測定する研究とも

言い換えられる｡本節では,このアプローチの特徴のうち,能力の代用変数として｢生産物
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の増大(-生産性の向上)｣を用いることに着目する｡次節の｢技術移転の段階論｣との間で,

方法的相違を検討するためである｡

人的資本論アプローチでは･育成の成果を｢生産物の増大｣,あるいはその代用変数である

｢貸金の上昇｣と捉える(図ト1参無ゝもちろん,教育訓練の目的を経済成長とする前提

に立てば･その成果を｢生産物の増大｣で測定するのは自然なことであろう｡

まず,マクロレベル分析の方法論を定式化したの札schultz(1963)であった｡この研究で

は･アメリカの1929年から1957年までの国民所得の増加のうち,物的資本と労働の寄与率

によって説明できない部分を･ ｢人間能力｣ 7の向上によるものとした｡この｢人間能力｣向

上を･教育水準の向上とその他の要因によるものに分け,前者による国民所得の増加分を教

育資本の収益率として計算した｡その結果,教育資本の投資効率,つまり教育投資の寄与率

は,国民所得の増加分の33%に相当すると推定された｡

1990年代に入っても,経済成長に対する要因別寄与率の研究は,盛んに行われている｡実

際には･研究の焦点が｢教育投資の寄与率｣に当てられているわけではない｡むしろ全要素

生産性(Total Factor Productivity, TFP)が議論の中心である｡

本論との関連でいうと･多くの研究で教育投資,あるいはその代用変数が, GDPや1人

当たり国民所得の説明変数とされていることが注目される｡例えばworld Bank(1993)と

Young(1994a ; 1994b)は,東アジア諸国･地域のTFPについて,前者は高い,後者は低い

という対立する見解を持つ｡しかし,両者とも教育の寄与をモデルに取り入れている｡ World

Bank札初等教育と中等教育の就学率を1人当たり国民所得の説明変数に用いている｡一

方youngは,独立した説明変数とはしていないが,労働投入の測定の際に,学歴による投入

の質の違いを考慮に入れている｡You甲を引用してWorld Bankを批判する払ugman(1994)

ち,人的資本形成が経済成長に寄与したことを認めている｡このように教育は,経済成長の

説明要因の1つとして広く認められている8｡

続いてもう1つの流れミクロレベルの分析について述べるo Mincer(1974)は,こうした

方法論をとった先駆的業績である9｡教育程度や仕事の経験年数を説明変数とし,被説明変数

である貸金や･それをもとに推計された稼得能力との関連を分析している｡また,近年の研

究では･教育程度や仕事年数の代わりに,教育訓練の時間数を説明変数に用いている例もあ
る10｡

これらの研究では,教育訓練によって個人の生産性が向上するとおく｡しかし,実際の企

業内の仕事は集団作業の性格を強く持フ｡このため,個人への教育訓練の結果として起こっ

た生産性変化を,直接測定することは難しい.そこで,生産性向上の成果が貸金上昇に反映

されるという仮定をおく｡実証研究で札教育訓練投資と貸金の関係を分析することになる｡

しかし,賃金額が生産性だけによって決まるわけではない｡例えばMincerの場合,仕事

の経験年数を説明変数に含んでいる｡年功貸金の傾向が強い場合には,その事実を確認して

いるだけに過ぎないという解釈も成り立つ.この仮定の妥当性には,疑問を持たざるを得な
い11｡

教育訓練と生産物増大を直接結びつけることに一朗fJO問壇もある｡実際の人材育成過掛こ
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は, ｢異なる性質を持つ諸能力が段階的に習得される｣という側面が存在する｡例えば馬

(1994)は,､製造業の現場作業者が｢基本的技能｣, r統合的技能｣, ｢組織的技能｣ 12の3段階

で能力を習得し,現場監督者に昇進すると主張する｡曽得が求められる諸能力間に異質性が

あることに注目している｡とくに,個人レベルの長期的な人材育成の問題を考えるには,こ

うした側面を分析枠組みに取り込むことが必要である｡

人的資本アプローチでは｢生産物の増大｣を指標として用いるため,こうした能力の異質

性を分析することが難しい｡一方で,前述のように｢能力｣そのものを測定することも難し

い｡以上のことから,育成の成果は｢新たに担当可能になった仕事の内容｣によって捉える

ことが望ましい(図1 - 1参照)｡この方法を採れば,育成の成果を異なる性質を持つ複数の

仕事の累積と捉えることができるためである｡

第2節　技術移転の段階論13

発展途上国の近代的工業部門における人材育成は,技術移転の一部分として行われてきた｡

むしろ,技術移転を実現するには人材育成が必要であったといった方が適当かもしれない｡

経済成長論には,技術を生産要素との関連で, ①労働体化型技術(人間の能力), ②資本体化

型技術(糞本設備), ③生産要素非体化型技術(文書化できる情報)の3種類に分類する考え方が

ある(ジョーンズ1980)｡ ②③は場所の移動が比較的容易で,移転にも困難が少ない｡これに

対して, ①は国際的な移動への制限が比較的大きい｡したがって,技術受け入れ先の国民が

自らの能力を高める必要がある｡この結果, ①は②診と比べると移転に時間がかかる｡以上

のような条件のもとで技術を定着させるには,人材育成を通じて労働体化型技術を一定の水

準に引き上げることが課題となる｡というのは, 3種類の技術が相互補完性を持つ場合が少

なくないためである｡例えば,生産性の高い機械設備があってもメンテナンス能力を持った

人材がいなければ有効利用は難しい｡あるいは,有用な情報を入手したとしても,その内容

を理解する人がいなければ宝の持ち腐れになる｡この点で,技術移転の研究は人材育成の問

題と密接に関連しているといえる｡

さて,技術移転過程の分析札技術移転の段階論の形でまとめられてきた.林尚志(1995)

札束･東南アジアを対象とした先行諸研究の議論を,以下のようにまとめている｡ ｢第一の

側面は,子会社で生産される製品の性格,および,子会社で分担される工程の性格である｡

仙川第二の側面は･子会社で行われる作業ないしは活動の内容である｣ (pp.356-357)｡

第一の側面については, rアジア子会社｣で生産される品目が,低付加価値,普及品レベル

から次第に高付加価値,中高級晶レベルへと如言っているとされる(日本開発銀行1993,日

本機械輸出組合1994)｡一方,第二の側面について札｢容易な作業,活動から困難な作業,

活動へと順を追って技術の移転が進み,究極的には子会社が独自で研究開発を行うようにな

る｣ (林尚志1995, p.357)と指摘されてきた(山下ほか1989,今野1990,小川1990)｡例え

ば山下棟か(1989)では,技術移転項目を9段階に整理している｡すなわち, ①操作技術, ②
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メンテナンス･ ③品質管理, ④生産管理, ⑤技術改良, ⑥金型, ⑦設計技術, ⑧製品開発,

⑨設備開発である｡他の研究でも,難易度の異なる数段階の作業,活動を示すことで技術移

転過程を提示している14｡

容易な内容から順を追って難易度の高い内容へと移転対義が移っていくという考え方は,

人材育成過程の分析に応用できる｡各段階の移転内容軌それぞれ｢新たに担当可能になっ

た仕事｣として読みかえることができる｡これを,育成の成果とおけばよい｡

ただし,技術移転の段階静はあくまでも企業レベルの分析である｡企業レベルで｢何が移

転されたか｣は分析できるが･企業内のどんな職位の人が技術を習得したか,すなわち｢誰

に移転されたか｣は分析の対象外である.この｢誰に移転されたか｣も,分析枠組みに取り

込む必要がある｡なぜなら･日本製造業にみられる｢ライン職場への権限委譲が進んだ分業

システム｣は,生産鹿の高さを説明する有力な要因とされるためである｡

とくに･技術移転の初期から中期の段階で札企業にとって分業システムの選択の余地が

比較的大きい｡例えば長期的視点に立つと,メンテナンスや品質管理は作業者,現場監督者,

専門工･技術者のいずれもが担当できる可能性を持つ｡これに対して,山下ほか(1989)0⑥

以降は,専門工,技術者中心にならざるを得ない｡このため,初･中期の段階では,分業シ

ステムの移転状況を分析枠組みに取り入れる必要性がより大きいと考える18｡

｢誰に移転されたか｣を明らかにするという点だけを取れば, ｢日本的経営の適用度｣研究

で用いられる手法が優れている｡日本多国籍企業研究グループ(1993)では, ｢日本型生産シス

テムを海外に移転する際に焦点となるであろう要素を2 3選び出し,それぞれ関連する項目

同士をまとめて6グループに分類し｣ (p.102),その適用度を計測している｡このうち, rメ

ンテナンス｣の評価ポイントとしては, ｢未経験者を採用して内部で要員を養成しているか｡

一般の作業員も予防保全や簡単なメンテには関与しているのか･･-･｣ 16, ｢品質管理｣につい

ては, ｢現場での品質の作り込み(作業標準に品質チェックの項目,一般作業長の品質への配

慮･見極め･ラインストップの権mi)｣といった項目が挙げられている｡これらに札｢何が

移転されたか｣と｢誰に移転されたか｣の両方を含まれている｡ただし,この種の研究では,

ある時点で｢適用が容易｣ ｢適用が困難｣といった具合に項目を分類する傾向が強い｡複数時

点間の適用度の変化については,比較的関心が薄い.このため,移転の順序を段階的に把握

する技術移転の段階論と比べ,人材育成過程の研究への応用には馴染まない｡

第3節　知的熟練論争:分業システムにおける現場監督者の位置づけ

分業システムに関する研究として札小池(1991)に始まる一連のr知的熟練論争｣が挙げ

られる｡この論争の意義は, ｢異なる組織間で同様の技術･ノウハウが用いられたとしても,

分業システムが違えば生産性に格差が生じる｣ことを明確に打ちだした点にある｡ただし,

現場監督者の果たす役割は,正当に位置づけられているとはいえない｡以下,具体的に議論

の流れをみてみたい｡
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知的熟練論は,その内容を以下のようにまとめられる17｡日本製造業では,作業者が主に

幅広い経験の形をとったOJ Tを通じて｢知的熟練｣を習得し,その結果として高い生産性

が実現されていると考える｡幅広い経験とは,職場内あるいは技術的に関連の深い他の職場

でのジョブ･ローブ-ションを通じて,関連する多数の作業を担当できるようになることを

指す｡知的熟練は, ①混流生産への対応や新製品の生産ライン立ち上げといった｢変化への

対応｣, ②不良や機械故障の発見原因究明,復旧を内容とする｢異常への対応｣からなる｡

その上で小池は･どの職位･淑種の従業員が知的熟練作業を担当するか,すなわち知的熟

練作業の｢分業システム｣に注目する｡現場作業者が担当している場合を｢統合方式｣ 18,

技術者など直接生産労働者以外の従業員が担当している場合を｢分離方式｣と名づけた｡こ

のうち,統合方式の方が生産性は高い.日本製造業が高い国際競争力を持つことができたの

ち,同方式を採用しているためであると主事する19｡

分離方式に対する統合方式のメリットとして札以下の3点が挙げられている｡すなわち,

①少数の専門工でなく,多数の作業者が現場で担当することによる対応スピードの向上効果,

②専門工の数を減らす効果･ ③専門工がより高度な作業に専念できる効果である｡このうち,

①は小池自身が強調している｡ ②, ③について臥林悦子(1995)が自動車産業の機械加工職

場における調査から, ｢日常の自主保全を生産技能員が責任を持って担当するようになって

以来,突発対応の保全要員数の削減が徐々に可能になってきており,保全の専門要員はより

高度な設備改善に挑戦できるようになった｣と指摘している｡このことは,作業者による知

的熟練習得が作業者自身ばかりでなく,他の職種の生産性向上への波及効果を持つことを示

している｡この事例の保全部門の改善チームは, ｢30-40年使い込んでいる工作機械のオーバ

ーホールやCNC化｣を進めているという(林悦子1995, pp.47-48)｡

野村(1993b)払こうした知的熟練論を批判した｡作業者が保全作業の一部分を担当してい

ることが事実としても,高い技能を求められているわけではないと強調する｡ ｢高度の段取り

がえは,現場監督者や専門工がおこなっている｡治工具の改善札現場監督者や専門工がお

こなう｣ (野村1993b, p.111)20｡知的熟練論でこの点が認識されなかったのは, (保全エに代

表される)専門工の技能についての分析を除外したことに原因があるとする｡

野村の議論の中心は,作業者の知的熟練水準が専門工より低いという部分にある｡本研究

との関連でいえば,むしろ現場監督者が作業者より高い知的熟練を持っていると明記したこ

とが注目される｡ただし,分業システムの評価に関して乱作業者が担当するか,あるいは

保全工が担当するかのみを取り上げている｡現場監督者が担当する場合については,具体的
ヽ

記述が見られない｡現場監督者について虹作業者からの昇進可能性が極めて限られている

と指摘しているのみである｡現場監督者の知的熟練は,専門工と大きな差が存在するため捨

象できると考えているのか｡あるい札キャリアの実質的分断を根拠として,現場監督者は

作業者と連続性を持たない別の職種であると認識しているのか｡野村は明記していない｡い

ずれにしても, ｢現場監督者が知的熟練作業を担当する場合は分離方式とみなせる｣と認識し

ているように思われる21｡

小池や野村とは異なり,村松(1996)は現場監督者を分析枠組みに明示的に取り入れた｡す
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なわも,作業者から内部昇進した現場監督者が知的熟練作業を担当する場合を,独立した方

式とみなしている｡具体的には,小池の統合方式をさらに細かく2種類に分ける｡知的熟練

作業を作業者一般が担当する｢統合方式｣と,作業者から内部昇進した現場監督者が担当す

る｢部分的統合方式｣である｡

部分的統合方式と呼ぶ根拠としては, ｢実際の磁場では,大半の作業者は曙段の作動を

行い,班長や職長が『普段と違った作勤を行っている場合が多い｡この場合,ある一時点

で見ると確かに分離しているが,その班長や職長は,一般の作業を経験した中から昇進して

きたとすると,キャリアとして見れば,統合方式とも見ることができる｣ことを挙げている｡

さらに,大企業･中企業それぞれの機械加工とプレス職場,合わせて4つの職場の事例研究

から,大企業の機械加工職場は統合方式,中企業の機械加工職噺ま分離方式22,大企業･中企

業のプレス職場は部分的統合方式が観察されるという結果を得ている(村松1996, p.9)｡

村松の研究では･ ｢部分的統合方式｣を採用する場合の生産性への影響が考えられていない

ため,ここで検討してみたい｡まず,部分的統合方式と統合方式の関係は,前述の分離方式

と統合方式の関係と同様に考えられる｡すなわち,統合方式のメリノットとして, ①少数の現

場監督者でなく,多数の作業者が担当することによる対応スピードの向上効果, ②現場監督

者の数を減らす効果, ③現場監督者がより高度な作業に専念できる効果があるといえる｡

一方,部分的統合方式と分離方式の生産性へ及ぼす影響の違いを示すことは難しい｡ ①に

ついては,作業者全体と比べると現場監督者の数は限られる｡このため,専門工が担当する

場合と比較して｢担当者数が非常に多い｣とは考えられない｡現場監督者の方が少ない場合

も十分ありうる｡ ②については,専門工が減る代わりに現場監督者が増える可能性を否定で

きない｡ ③については,専門工がより高度な内容に専念する代わりに,現場監督者の担当業

務が過大になり生産性に悪影響を及ぼす｡あるいは現場監督者の数を増やさざるをえない状

況に陥る,といった懸念が残る｡いずれにしてもこの枠組みから札専門工ではなく現場監

督者が作業を担当することのメリットを見いだすことは困難である｡

知的熟練の対象範即ま,機械設備のメンテナンスを中心とする保全領域に限られる｡この

ため,技術者一専門工(保全工)一現場監督者一作業者という能力の序列を離れて考察するこ

とが難しい｡この結果,現場監督者が多種の仕事を担当することの意義も理解しにくくなる｡

したがって,ここで分析対象を知的熟練に限らず,企業内にある仕事一般に広げて考えた

い｡現場監督者は｢現場のことが一通り何でもわかる｣ときに,能力を最大限に役立てるこ

とができるといえる｡すなわち,保全については保全工より劣るし,検査については検査工

に劣るかもしれない｡しかし･保全や検査,労務管理,部下の教育,さらに担当職場の前後

工程の作業内容まで,広い乾期の業務に対応できるところに特徴があると考える｡例えば何

か問題が起こった場合･解決策を得るには部下に任せる,自分で考える,それぞれの専門ス

タッフに依頼するといった選択肢がある｡このとき,現場監督者が上述のような幅広い能力

を持っていれば,誰が問題を解決すべきかについて,より素早い判断を行うことが可能にな

る23｡職場で改善活動を進める場合も,問題解決と同様に考えることができる｡

また･-このことは現場監督者という職種が,いわば分業システムの要の位置にあることを
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意味する｡以上の考察から･ライン職場の責任者である｢現場監督者｣を中心として研究す

ることには,一定の意義があると考える｡彼らがどのような技術･ノウハウを習得し,仕事

に活用しているかを理解することによって,分業システムの特徴も明らかにできるためであ

る｡

第4節　日本現場監督者に関する研究

( 1 )統計的品質管理の導入

第4節,第5節で札　日本と英米の現場監督者がどのように生産管理業務に携わってきた

か･先行研究における捉え方を比較する24｡企業レベルで似通った技術･ノウハウが導入さ

れたとしても,異なる分業システムが採用されうる｡このことを具体的に例示するのが比較

の目的である｡

まず本節では,日本の製造業が｢統計的品質管軌を導入したときの経験を挙げる25｡導入

当初から,現場監督者や一般作業者が品質管矧こ参加していたわけではない｡現在の現場参

加型分業システムとは著しく異なっていた｡ ｢1940年代中頃から50年代に統計的品質管理

の導入や規定類の整備により,品質向上や歩留まり向上などの成果が見られた｡しかしなが

らこの時期における品質管理活動は,主として品質管理や生産技術などの技術スタッフによ

って担われ｣ (佐藤1995, p.205)ていた｡

技術革新26が急速に進む中,現場監督者は従来培ってきた手工的熟練だけでは部下を指導す

ることが難しくなっていた｡新しい技術について札高卒の部下から教わることも少なくな

かったという｡現場監督者は･ ｢自己の存立基盤が揺らいで｣ (久本1998, p.176)いると感じ

ていた｡危機感を持った現場監督者は,品質管理手法を身につけることで,新たな存立基盤

を確立しようとする意識を強く持った｡

企業がT Q C(恥tal Quality Control,全社的品質管理)やQ Cサークルを組織的に導入した

のは, 1960年代前半であった｡主要企業が,自由化圧力など品質と生産性のさらなる向上を

求められる状況に直面したためである｡前述の事情から,このときまでに現場監督者層を中

心とした自主改善グループが生まれていたという｡ 1960年前後には,各地で異なる企業の現

場監督者が集まり, ｢第一線現場監督者研究会｣を発足させた｡ 1961年には全国研究集会が

開催された｡ ｢このなかでは,職場の日常運営に関わる実にさまざまな問題が議論されている

が--職場のO ∫ Tや品質管軌原価低減などの問題も大きな額域を占めていた｣ (久本

1998, pp.176-177)｡

この他,企業側からも,現場での品質管理活動の展開を可能とする条件が整えられていた27｡

佐藤は以下のような点を挙げている(佐藤1995, pp.209-210)｡ ①品質管理の考え方を浸透さ

せるための教育が,現場監督者を中心として本格的に実施された｡この結果,品質管理意識

の現場への浸透と品質管理に関する手法の理解が促進された｡ ②品質管理意識だけでなく,
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現場監督者の改善能力を高めるような仕組みが存在していた｡ ③技術スタッフと現場の間の

溝を埋める努力が行われた｡ ④職場に改善を待つ問題が累積していた｡

この他,以下の条件も･現場での品質管理業務の展開を後押しした｡佐藤(1995)によると

1つは, ｢品質や生産性の向上を短期間に達成することが求められたため,調達可能な経営資

源を総動員することが意図されたこと｣ (佐藤1995,p.207)である.もう1つは, ｢高度経済

成長による量産規模の急拡大,新工場建設,新技術の導入,新製品の投入のために多数の技

術者を配置する必要があり･技術スタッフを可能な限りそれに振り向けることが求められ

職場における改善活動に技術スタッフを十分にさけない状況があったと想定される｡ --品

質管理と改善の活動のかなりの部分を,職場の現場監督者などに任せ,そのことで浮いた技

術スタッフを本来の技術開発業務へ振り向けることが選択されたのである｣ (佐藤1995,

p.208)｡

以上のような理由で,現場監督者は職場のQCで中心的な役割を担うことになった｡活動

が定着するにしたがって, ｢製品品質｣にとどまらず, ｢仕事の質｣全般を対象とすべきであ

ると強調されるようになった｡この結果, QCの名の下に品質だけでなく納期,原価,安全

を向上させる活動も含むことになった｡ QCサークルで取り上げるテーマも,仕事全般に関

わるものとなった｡次第に, ｢QCサークル｣という名称は品質管理に限定されるイメージが

強いとして,別の名前に変える企業も出始めた｡こうして, QC活動は,仕事全般の改善活

動へと発展していった｡

(2) ｢計画的改善｣の実践

続いて,企業において改善活動はどのように実践されているのか,現場監督者はどのよう

な役割を担っているのかについて, 1990年代の事例を紹介したい.石田ほか(1997)による日

本の自動車メーカーA社とZ社28での実証研究の中から,現場監督者に関わる記述部分につ

いて検討する｡

事例となる2社では,上位方針の展開という形で事前に改善活動の目標が定められ計画

的かつ体系的に実施される｡ A社の場合,目標設定はまず工場レベルで, ｢安全,品質,原価,

生産性,価動29/-:設備稼働率),納期,人材育成の7項目30についてなされる｡各項目はさら

に細分化され40を超える管理括標に具体化される｡ 7項目の内,原価,生産性,価動は究

極的には原価に集約される｡これら管理項目とその経営実践札当事者の言葉を借りれば,

Q【quality=品質】･ C 【cost=原価】, D【delivery=納期】, S 【safety=安全】, M[人事労務】をP

[plan], D【do], C【check], A[action]で廻すと表現される31｡こうした活動をA社では方針

管理(policy management)32と称している｡

･-･･この工場レベルの管理項目は(工場-)部一課へと具体的に細分化される｡係以下は,

実戦部隊であるから業務計画として展開される｡具体的には主任【-係長に相当】が,係の業

務計画を策定し,それとの整合性を確保する形で職長(現場監督者)が各職場についての業務
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計画を具体化し実践する｡この職場レベルの業務計画を班長や一般作業者,その他のメンバ

ーでどのように分担させるかが職長の労務管理の要である｣ (石田ほか1997,p.7｡本節での

石田はか(1997)からの引用はページ数のみ記す)｡

5つの管理項目の中で札原価(C)が集約的･統合的指標である｡ QDSMの全てが究極

的には原価に反映されるためである｡例えば,製造工程で高い品質が維持されれば,原価は

低下する｡石田ほかは納期･安全と原価との関連性を強調してはいないが(p.8),これらも以

下のような関係を想定できる｡納期遅れがあると金利負担が増加し,製造原価を上昇させる

33｡まfc,安全も労働災害が起きたときの補償を考えると,原価との関連性を否定できない｡

さらに,人事労務について,石田は教育訓練の例を挙げて説明している｡すなわち,短期的

にはコストがかかるが･長期的には被訓練者の生産性が高まることを通じてコスト低減要因

になる｡以上のことから,工場管理の要は原価の管理とみなすことができる34｡

具体的には,台当たりコストが改善活動の総括的指標とされる｡すなわち,この台当たり
■

コストは,多様な｢物理的な括標｣を管理するための統一的な尺度と置かれる｡このように,

｢方針管乱その具体的現物的活動としての改善活動を原価管理に統合していることが,全

プロセスをコントロール可能なものにしている｣ (p.16)｡職場での分担は,原価ベースの目

標値の管掛ま主任が,物理的･現物的目標値の管理は職長が担当する｡

｢方針管理項目の骨格をなしているC【原価】の目標数値は台当たりコストが指標として取

られる｡この台当たりコストは固定費を除いた変動6費目を対象にしている｡ 6費目は労務

費とそれ以外の5費目に分けられ後者は直接材料費,補助材料費,刃工具費,電力費,仕

損費である｣ (p.8)｡労務費が他とは別扱いになっているのは,原価全体に占める割合が大き
いためである35｡

労務費を例に挙げて原価低減の過程をまとめると,以下のようになる｡台当たり労務費を

低減させるに札r台当たり労働時間の短縮,すなわち労働能率の向上による以外はない｡こ

れは,総投入労働時間に対する産出割出来高】を増加させることに等しい｡総投入労働時間

は,人員×平均労働時間であるから,この低減のためには人員削減【工数低減】以外にはない｡

他方産出量札第1に支払い労働時間中に機械がどの程度停止せずに稼働するか,すなわち

機械の稼動率に左右される仙川第2は稼働時間当たりの出来高であるが, ･･-･単純に組立に

おけるラインスピードを速める(のではなく. )�"�"�"-各工程間の作業編成のアンバランスの結

果発生する『手待ちj時間等の無駄の排除を日給す｣ (p.12)｡

こうした労務費低減のための達成課題札それぞれが改善項目として具体的な業務に展開

される｡具体例としては･ ｢歩行ロス時間の削減｣, ｢ネック工程サイクルタイムの改善｣, ｢チ

ョコ停件数｣などが挙げられている(図1-2).実際には,これだけに限らず｢具体的な手

段に分けて現場の知恵が総結集され,様々な対策がとられる｡世にいう改善札これである｣

(p.13)とされる｡

具体的に対策を策定し実行するには,職場の人的資源の活用を計画化する必要がある｡原

則として目標は現状より高いレベルに設定される.こうした半期ごとの目標の達成状況を細

かく把握するため,改善活動の進捗管理も必要である｡具体的には,職長が｢改善計画｣を
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策定し･改善事案ごとに実施期間を示す｡また同じく職長が｢改善実施役割分担表｣を作成

する｡これによって,だれが実施担当者になるのかを明示する｡この役割分担には聴場のメ

ンバーだけでなく･改善軌保全貞,生産技術員,設計等他部門,さらには社外メーカーま

で含まれる｡

続いて,改善の実施段階で職長の果たす役割を, A社最終組立職場の工数低減を事例とし

て検討したい｡工数の低減に当たっては, ｢作戦工程【減らす工程】の設定,その工程の要素作

業を残りの工程にどのように移管･分散させるのか,そのための各工程の改善【=付随作業時

間を減らし,主体作業時間(の割合)を増やす】をどのように進めるのかを考案しなくてはなら

ない｡各工程の改善案を誰が考案するのかがポイントである｡職長が中心になり職長補佐,

班長が考案していると考えてよい｣ (p.28) 36｡ QCサークルのような従業員が改善活動に参

加するための仕組みも用意されている.しかし, ｢要員合理化｣という問題の性質もあり,～

般作業者が原案策定に参加する余地はきわめて限られている｡したがって,一般作業者と職

長の話し合いの場が持たれたとしても,改善案を募るためと削､えない｡むしろ職長が中心

にまとめた実について説明し,理解を求めるために行われてnる31｡

このように,原価ベースから物理的揖標に目標が展開された段階で,職長が改善活動の中

心となる｡その後の実践的活動で札rPDCA｣のそれぞれの段階で,重要な役割を担って

いることが分かる38｡

(3) ｢計画的改善｣に必要な能力の養成方法

次に,こうした｢計画的改善｣に必要な能力の養成方法をみる｡ A社の技能系教育訓練の

実際について,石田ほか(1997)の記述をもとにまとめる39｡階層別の教育体系は,図1 - 3

のとおりである｡ ｢全社レベルの技能系教育訓練の最大の特徴は,現場作業のキーマン育成を

目指していることにある｡　r管理職軌重視の教育訓練といえる｣ (p.196)｡具体的に淑

長に昇進するまでに札技能検定2級取得一美践技術研修(旧･生産技能研修)-職長試験(義

1 - 1)合格という過程を踏む必要がある｡すなわち,技術検定2級取得は,実践技術研修の

参加要件とされている｡また,実践技術研修は事実上,職長昇進の前提条件となっている｡

この研修を受けずに職長になるのは例外的といってよい｡

さらに今後札1988年に始まった若手社員向け長期教育研修の経験者が,職長職に就くこ

とになる｡長期教育研修経験者が保全をはじめとする間接部門ではなく,直接部門の基幹社

員としてキャリアを進めることは注目に億する｡

さて,技能系の教育訓練のなかでもっとも重要と考えられるのが,実践技術研修である｡

この研修は, ｢職長になるに当たって, 1度は自分で自分の手を汚して現場の改善工事をした

ことがあるという･そういう腕をもった職長を育てていきたいという趣旨｣ (p.205)で実施さ
れている｡

実践技術研修と改編前の｢生産技能研軌とのカリキュラム上の違いは,図1 -4に示し
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たとおりである40｡全体の時間数にして, 720時間が816時間に増加している｡ただし,修

了課題が160時間追加されたためであって,座学はむしろ減少している｡また,生産技能研

修では･受講生の仕事内容にかかわらず,全員に同一の教育を付与していた｡とくにロボッ

ト導入への対応という目的から,画一的なテクニカルスキルを教える必要があったためであ

る｡これに対して,実践技術研修では選択講座を増やし,より受講生各自の仕事に対応する

コ~スにした｡全体としては,問題解決の実践能力を高めることを目的としている｡

実践技術研修は11カ月のコース41である｡その内訳札前半の5カ月間が全日制の集合研

修,後半の6カ月間は職場に帰って｢職場の課題解決｣にあたる｡

集合研修は･必須講座と選択講座に分かれる｡必須講座は｢品質管理(新QC 7つ道具)｣ FA

社生産方式(コスト�"TPM)｣ ｢A社生産方式(標準作業)｣ ｢機械工学基礎(省エネ他)｣ ｢自動

車工学A社｣の5つの講座に受講者全点が参加する｡ 1講座は5日間(1週間)で修了する｡

選択講座は･生産工学･機械工学,電気制御,油圧･重圧制御,自動化システム,コンピュ

ータ,自動車工学の7分野に分かれる｡各分野4-9講座に分かれており,必須講座と同じ

く1講座は5日単位である｡全7分野43講座のうち, 10講座を選択する｡後半の修了課題

の内容と照らし合わせて,受講内容を決めることになる｡あくまで,職場での実践を目的と

した技術を習得することに主眼が置かれている｡

後半の｢職場の課題解決｣の特徴は,受講生が自職場の課題に取り組むことにある｡この

修了課題札職場全体で解決に当たってもよい内容である｡ ｢修了課題は,職場の実務課題で

あり,投資金額(労務費+部品費など)が3年間で回収できる課題,又は,今後の設備展開時に

反映可能な革新課題とする｡ --修了課題は,研修に先立って,部門上司(担当課長)と話し

合いのうえ設定する｡修了課題の難易度は,約半年間で一応の成果が出せる程度とする｡｣ 42

以下, A社の全社レベル教育訓練での特徴を,もう一つの事例企業であるZ社との比較を

交えながら述べたい｡まず, z社の中堅技能者向け研修でも,実際の聴場の課題をケースス

タディとして用いている｡両社ともに全社レベルでの技能系教育訓練の核となっているとい

えよう｡現場監督者に昇進するためのノースとして横能している点も共通している｡

一方,若手社員向け長期教育研修が｢ライン聴場の基幹社員｣育成を目的としていること

は, A社の特徴といえる｡ Z社にもA社に類する制度として｢高卒1年コース｣が存在する

が,卒業生は専ら間接部門に配属されている｡これに対して, A社の高卒2年コース修了生

は少なくとも当初3年間･直接生産部門に配属される｡実はA社でも, 1960年代の養成校卒

業者札まず試作部門に3年間配属されていた｡社内教育訓練の焦点が,間接部門から直接

部門に移ったことが分かる｡

以上･ Z社との比較から, A社の養成方法はより直接部門重視の傾向があるといえる｡

第5節　英米現場監督者に関する研究

( 1 )科学的管理法の導入43
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アメリカ,イギリス両国では･第2次世界大戦から今日に至るまで,現場監督の問題,&(The

problem of supervision, Partridge 1989)が強く意識されてきた｡現場監督者の高い能力が評

価されている現在の日本とは,対照的である｡この間題の原点は,科学的管理法･大量生産

体制導入に伴って職務の専門化が浸透し,生産管理や労務管理に関する権限が,現場監督者

から専門スタッフに移ったことにある｡この結果,現場監督者は生産過程で貢献する機会を

失った｡ (Child and Partridge 1982,pp.4-1l, Lowe 1993,pp.742-744)44｡ Lowe(1993)は,料

学的管理法の定着と大量生産の進展に連れて,現場監督者が内部請負親方から'man-in-the-

middle'へと変容を遂げたとする45｡

そもそもこうした管理手法札あまりにも強くなった現場監督者の職場采配力にゆさぶり

をかけ,これを弱体化させるために考案された仏ittler 1982, p.53)｡このため,導入後に現

場監督者が重要な役割を果たすことは考えられていなかった｡前述の日本の経験とは異なる

背景があったといえる｡

科学的管理法に基づく大量生産方式46で札生産過程から生じる無駄や失敗に対して寛容

である(Womacketal. 1990, p.55)｡生産ラインの一部が停止した場合,緩衝在庫が生産の流

れを維持するために利用される｡工程内の品質が犠牲にされることによって生産量が確保さ

れ検査と手直しは生産過程の最後でのみ行われる｡専門化の利益と規模の経済が最大化で

きるようにするため,組織は機能別,言い換えれば専門化の原則に沿って設計される｡こう

したテイラー主義の原則にしたがって,仕事内容の｢構想｣は｢実行｣から分離される｡意

思決定のための情報,責任,権限は一義的に専門スタッフの手に委ねられる｡

アメリカの自動車産業では, 1920年代までに大量生産が支配的な方法となった｡まず,金

型技術の進展や組立ラインの利用によって,材料の流れと作業方法の計画可能性が従来より

も広がった｡このことが,仕事の構想を実行から切り離すというテイラーの考え方と結びつ

き･専門化と分業をより一層進めた｡保全部門は修理に関わる職務を担当し,検査エが不良

を発見し,手直し工が不良を修正した｡事実上,現場監督者の技術的役割は半熟練検査工レ

ベルに制限された(Womack et al. 1990)｡

現場監督者はこうした権限の低下とともに,相対的な貸金低下や昇進可能性の低下に直面

した｡様々な職責が専門スタッフに移るにしたがって,現場監督者の職場における裁量や権

威は徐々に衰えた(Child and Partridge 1982 ; Patten 1968)｡現場監督者と部下の間の貸金

格差は狭まった伊oUard 1968)｡イギリスでは,高学歴のマネージャーと比較的低学歴の現

場監督者の間で･社会的格差が顕著になった(Child andPartridge 1982)｡この結果,現場監

督者が管理者へと昇進する道が閉ざされ始めた.現場監督者は技能工のキャリアの｢終着駅｣

と化していた(Child et al. 1983)｡権限の低下と地位の低下の悪循熱ま続く｡現場監督者の権

威が下がるにつれて,未熟練工が熟練形成を経ずして現場監督者ポストを占めるようになっ

た｡このとき,現場監督者の選考は生産関連の技術的知識や人間関係能力ではなく,作業を

上手くできるかどうかに基づいて行われた47｡その地位は,長期間,真面目に勤め続けた作

業者に対する恩賞ポストとしての意味が強くなった(小笠原1996a, p.56)｡現場監督者組合
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も結成された｡ wray(1949)は,現場監督者は経営管理システムの周辺に位置するman-on-

the-margin'であり･経営上の意思決定過程に影響を及ぼす機会には恵まれていないと揖靖し
ている｡

1970年代に至っても･こうした状況は変わらなかった｡ Mintzberg(1973)は,当時の生産

職場における管理者と現場監督者の違いを｢企業家(entreperneur)｣と｢障害の処理者

(disturbance handler)｣の違いとしてまとめている｡企業家である管理者は,事前に目標を

設定し,目標に向かって計画的に対策を実行すると想定された｡一方,障害の処理者にすぎ

ない現場監督者は･事が起こってから対応方法を考える｡いわば火消し役(fire fighter)とし

ての役割しか担わないとされた｡こうした観察からも,現場監督者が｢仕事の構想部分｣に

関わっていなかったことが分かる｡

(2)リーン生産方式の採用

1980年代に入るとJ I T(Just-in-time,ジャスト･イン･タイム), TQCに代表される

｢日本的生産方式｣への注目が高まった｡さらに, ｢リーン生産方和eanproduction system)｣

の名称で紹介されるようになるのと前後して,とくにイギリスで,日本の現場監督者を一つ

のモデルとみなす例が目立ちはじめた｡リーン生産方式を効率的に機能させるには,生産現

場に近い現場監督者が幅広い職務に携わる必要があると考えられたためであった(Lowe

1993,pp.744-747)｡ここでは,イギリス現場監督者の生産管理職務に必要な知識(technical

and engineering knowledge)が不十分であり,生産性に悪影響を及ぼす点に危機感がもたれ

ていた(Mallory and Mollandar 1989,p.39)48｡

また,在英日系企業でのリーン生産に関する取り組みの調査研究も発表され始めた｡こう

した新規操業企業で,かつ当初からリーン生産を採用したケース(greenfield enterprises

which adopt lean production sysytem)では,現場監督者の役割が重視されている｡例えば,

日産UKのリーン生産方式導入札｢長年若くて優秀なスタッフ部門の人たちに偏在してき

た多くの責任を,ラインの現場監督者に返すという概念｣に基づいていたという岬ickens

1987, p.190)｡

同じく日産UKを調査したLoweは,リーン生産下における現場監督者を, 'front line

managerという類型として捉えるべきであると主事した｡大量生産下の'man-in-the.middle'

は,権限,影響九技能,貸金,ステイタス,昇進可能性のいずれをとっても低い｡問題に

対処する際には,受動的で火消し役的志向を持つ｡一方･リーン生産下のfrontline manager

は,比較的高い技能と権限･影響力を持っている｡その結果として高い貸金と地位を享受し,

改善活動への参加を通じて企業の長期的･戦力的目標への関与の度合いも強い(Lowe 1995,

p.xvi)｡

front line managerについて･より詳しく説明したい.彼らの最も重要な仕事は,継続的

な改善の追求である｡この点で札A社の職長と同様である｡作業者の生産過程に関する潜
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在的な知識を引き出し･作業方法の改善に役立てる役割を担うとされる｡ Loweの調査によ

ると,日産UKでは全工場でたった1人の生産技術者しか雇われていない｡現場監督者は作

業標準の作成と改訂を任されている｡こうした状況下では,生産部門主導で技術部門を動か

すという関係が成立する｡品質維持について札品質管理･検査部門が最小限に抑えられ,

品質の作り込みの重要性が高まる｡現場監督者札小集団活動におけるリーダーシップや品

質管理手法に関する知識が求められる｡部下を適当な訓練コースに参加させるといった教育

訓練業務も重要性が増す｡一方で札原価最小化を追求するため,在庫や仕掛品を削減し,

無駄を排除する｡このため･現場監督者は予防保全,現場保全によって,停止による生産ロ

スを最小化することが要求される｡

リーン生産下で札管理階層の数も少なくなる傾向がある.日産UKでは,作業者から

Managing Directorまでの間に6階層しかない岬ickens 1987, p.117)49｡このため,より大

きな責任と権限が現場監督者に委譲される.その代わり現場監督者の部下数札2 - 3人の

チームリーダーを含めて, 20人前後にまで減っている(IDSStudy 1988),さらに,要員配置

や原材料の取り扱いのような問題への事後的対応は,チームリーダーに委譲される｡こうし

て･現場監督者自身は品質改善･予防保全,コスト最小化,作業方法の改訂,作業者の多能

工化推進といったより戦略的な問題に専念できる｡また,訓練にも多くの時間と資源を費や

している｡こうした仕事を担当するためのオリエンテーションとして,日産UKとマツダの

米国現地法人は現場監督者を日本に派遣している(Fucini and Fucini 1990, p.79 ; Wick甲S
1987)｡

ここまで見た限りでは,英米の現場監督者は日本と同様の職務を担当していると考えられ

る｡ただし,細かくみると以下のような相違点もある.日本の事例で駄作業者時代から日々

の仕事を通じて,生産管掛こ関わる能力を習得している.この過程で選抜された人材が,負

場監督者に就任し,改善活動の中心的役割を担っている｡

これに対して,英米のリーン生産方式導入企業は学卒者を現場監督者ポストにつけること

に積極的である｡アメリカの自動車産業で札こうした試みが,現場監督者を経営管理層の

一員として扱い,役割の制約を取り払うものと考えられている(Grimm and Dunn 1986)｡

Loweも･現場経験の乏しさが問題になる事例があることは認識しながら,高学歴で若い学

卒者が現場監督者ポストにつくことに対して肯定的である.部下との間の貸金格差も大きい｡

日産UKでは,現場監督者は部下の60%から80%増しの貸金を得ている(Hague 1989,p.7)｡

以上のことから,管理者と現場監督者の間にあった断層は取り払われたといえる｡しかし,

現場監督者と作業者の間にあるキャリアの壁は,日本より厚くなっていると考えられる｡

front line managerが改善活動をどの程度担当しているかは,詳しく分析することが難し

い｡個別の改善事例まで分析が行われていないためである.日本の現場監督者と同様に,改

善案の考案ができるかどうかについても･具体的には言及されていない｡ただし,現場経験

に乏しいというキャリアの特質から考えると,改善案の考案業務に十分対応できているとは

考えにくい｡

front line managerという呼び方からも明らかなように,彼ら現場監督者には｢管理者｣
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としての役割が求められている｡ ｢戦略的目標と現場の橋渡しをする｣ (Lowe 1995)と言及す

る以上,原価ベース目標から現物的目標への展開には関与していると考えられる｡

以上のような職務範囲を担当しているということからfront line managerはA社職長の

仕事のうち,管理者的業務を中心に担当していると考えられる｡ ｢スタッフ部門の人たちに偏

在してきた多くの責任を,ラインの現場監督者に返す｣といっても,そのやり方は日本の事

例とは異なっていたことが分かる｡

第6節　先行研究の到達点と本研究の位置づけ

ここまで本章では, ①能力養成過程を体系的に捉えるためには,分析枠組みの構成要素と

して何を採用すべきか,とりわけ人材育成の成果を測定する括標として何を用いるべきか,

②現場監督者を研究対象とすることにはどのような意味があるかの2点に焦点を当てて議論

を進めてきた｡最後に･先行研究の議論の到達点とそれを踏まえた本研究の位置づけについ
てまとめたい｡

まず①については･本研究が長期的な人材育成を分析対象とすることから, ｢質の異なる能

力が段階的に習得される｣という側面を分析枠組みに取り入れる必要があると考えた｡

先行研究のうち人的資本論アプローチでは, ｢教育訓練一生産性｣という関係に焦点を当て

ている｡このとき･人材育成の成果を定量的に捉えるため,習得された諸能力間の質の違い

について明示することができない｡技術移転の段階静では,成果括榎に｢新たに担当できる

ようになった仕事内容｣を採用することによって,質の異なる能力を明示的に分析すること

に成功した｡ただし,教育訓練に関しては分析の対象外であるため,人材育成研究の枠組み

にそのまま援用することはできない｡小池(1991)の知的熟練論は, ｢教育訓練一仕事内容｣に

焦点を当てているものの,議論を明確にするために成果を知的熟練に絞り込んだことが問題

といえる｡この結果, ｢段階的習得｣過程の記述に用いることは難しい｡日本や英米の現場監

督者を対象とした研究で札教育訓練と仕事内容がともに記述されているが,両者の関係が

体系的には据えられていない｡

こうした先行研究の内容を踏まえて･小池の分析枠組みに技術移転の段階論の考え方を加

えれば, ｢質の異なる能力が段階的に習得される｣過程の記述が可能になると考える｡すなわ

ち･大枠として｢教育訓練一仕事内容｣の関係に注目すると同時に,成果指標である仕事内

容の質的変容を枠組みに明示するSO｡この結果･作業者から長い期間をかけて現場監督者に

昇進するまでの能力養成過程を捉えることが容易になると考える｡

次に②については･人的資本論アプローチや技術移転の段階論において,現場監督者が生

産管理で果たす役割が認識されていない｡知的熟練論の系譜では,村松(1996)が現場監督者

が知的熟練作業を担当することがあるという事実を取り上げているが,その原因は考察され

ていない｡このため･現場監督者を研究対象とすることの意義も明らかにされていない｡む

しろ,日本や英米の現場監督者を対象とした研究を比較すると,企業に似通った生産管理技
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術が導入されたとしても,初期条件の違いの影響を受けて｢誰が技術を習得するか｣は異な

ることがよく分かる｡日本の事例について札現場監督者が重要な役割を果たしている｡こ

のように,現場監督者が日本的分業システムの要の位置を占めているという事実が,現場監

督者研究の意義を示していると考える｡一方で英米で札リーン生産方式を導入した事例で

も･現場監督者の職務範即ま日本に及ばない｡このことは,現場監督者の国際比較研究の意
義を示しているといえよう｡

①と②に関する考察をまとめると･重要な職種である現場監督者について,その能力養成

過程を体系的に説明した研究は見られないといえる｡さらに,発展途上国の事例に関する先

行研究札きわめて限られている｡このため･ ｢教育訓練一仕事内容｣の枠組みを用いて日系

製造業の現場監督者養成を研究することには意義があると考える｡

この点において本研究は新しい仮説の提起を鈎;今後の人材育成に関する研究や政策に

なんらかの貢献を試みるものである｡

鳩果の指標としては･ ｢能力｣自体を測定する方法も考えられるが,本章で取り上げる先行

研究の中に･ ｢能力｣を測定した例はない｡ ｢能力それ自体を観察することはできない｡能力

は,それを利用して何かをすることによってはじめて,有無と程度がわかるものである｣ (藤

村1999, p.142)ためである｡

2ここでは･企業レベルの人材育成の成果として,技術移転が実現すると考える｡技術移転

における人材育成の位置づけについて札第2節で詳細に触れる｡

3本論文でいう｢分業｣は･塩次ほか(1999)の定義と同様である｡すなわち, ｢研究開発,製

追,購買,営業･販売･財務,人事･労務管理などの大枠の分割に始まり,現場作業レベル

における役割分担に至るまで,要するに仕事の割振りのことである｣ (p.65)｡

4本来の小池の議論札r日本の現場作業者が職務経験を通じて知的熟練を形成し,関連業務

を任されている｡その結果,高い生産性が実現される｣というものである｡育成方法,成果

としての仕事内容(能力の代用変数),分業システム,生産性への影響といった広い範囲につ

いて言及されている｡しかし･これを受けた｢知的熟練論争｣では,育成方法についてはと

んど触れられることがなかった｡

5科学的管理法は本来･課業の量的基準と作業の標準条件を客観的に計測した結果に基づい

て定め,それを貸金にリンクさせるものである｡その結果,作業の標準化と単純化,職務区

分の細分化と厳格化,作業内容に関する構想と実行の分離がもたらされた｡

6リーン生産方式は, Womack et al. (1990)が日本の代表的な自動車メーカーの生産方式を概

念化したものである｡ ｢在庫や生産における無駄の排除によって特徴づけられ　生産性に

おいても品質においても優れている｣ (石田ほか1997, p.1)｡
7後述する全要素生産性と同じ内容を持す｡

8このとき･教育への投入が学校教育に限られることが問題である｡ ｢人的資本｣は,学校教

-21-



育だけで形成されるものではない｡在職中に実施される教育訓練,さらに仕事の経験自体も

人の能力を高め,生産性向上をもたらすと考えられる｡ただし,現実問題として,マクロレ

ベルでこうしたデータを入手することは難しい.ここに,マクロレベル分析の限界がある｡

9 Becker(1975)ち,先駆的な研究の1つである｡彼乳液場訓練の費用-収益分析技法の開

発を試みた｡この技法は,現在でも教育計画の策定に用いられている｡とくに,初等･中等･

高等教育への投資の優先順位を決定する際には,社会的収益率の分析が広く援用されている｡

10このように,在職者への教育訓練の効果を測定できる点札マクロレベルの分析より優れ

ている｡

n Dore(1976)ち,個人の収入の多寡が教育の成果であるとする前提に,鋭い批判を加えてい

る(pp. 132-133)｡

'2 ｢基本的技能｣は定常作業を遂行する能力, ｢統合的技能｣は異常処置等を行う能九｢組

織的技能｣は人間関係能力を,その内容とする｡

13本節以下,分析対象を製造業に限定する｡一定以上の規模をもつ国が経済開発を進めるう

えで,工業化は事実上不可欠の手段である.こうした製造業の重要性に鑑みて,分析の焦点

を絞り込むことにする｡

14今野(1990)は①親企業からのお仕着せの製品,技術をこなす段階, ②市場に合わせて製品

の部分改良を行ったり,競争力強化のために設備,機械や工程を改善する段階, ③子会社が

独自に新製品,技術を開発する段階を挙げている｡小川(1990)は①単なる作業技術の習得②

保全技術の習得③生産技術の育成④設計技術の導入⑤研究開発活動の創始という5つの段階

を示している｡

なお･林尚志自身は,製品の性格と子会社での活動内容という2つの側面を反映した｢製

品開発度｣モデルを作成し,実証分析に用いている(林尚志1995, pp.362-364)｡

15 ｢技術移転｣研究という性格上,当然であるが,育成方法については研究対象とされてい

ない｡人材育成研究の視点からみると,育成の成果のみに焦点を当てているといえる｡

16以下｢評価のポイント｣は日本多国籍企業研究グループ(1993, p.124)の｢適用度評価基

準｣による｡

17次段落までの内容は,小池(1991, 4, 5章(pp.65-77))からまとめた｡

18当初は｢統一方式｣という用帯を用いていた.小池編(1986, p.3),小池･猪木編(1987,

p. 17)を参照されたい｡ ｢統一方式｣から｢統合方式｣へ呼称を変更した理由については触れ

られていない｡

19小池の熟練論,あるいは知的熟練論としては,以上のような内容が最もよく知られている｡

しかし,これは1980年代後半から1990年代初めに主萌されていたものである｡その前後の

時期には,分析対象とする内容や議論の力点の置き方に違いがある｡小路の整卦こよると,

小池熟練論は以下の3つの時期に分けて考えることができる｡すなわち,第1期: OJ Tを

通じた企業内技能養成論の中で,後の｢知的熟練｣と同様の内容が概念化されないまま論じ

られていた1960年代｡第2期:ジョブ･ローテーションを通じた幅広い経験を重視した1970
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年代後半から1980年代前半まで｡第3期: ｢暇仙と唱削への対応｣を内容とする知的

熟練論に力点を置いた1980年代後半から1990年代始めである(小路1997, pp.85-89)｡本論

文で｢知的熟練論｣というとき,第3期の内容を想定する｡

第1期については小池(1966),第2期については小池(1977; 1981a; 1981b)｡第3期につ

いて札小池(1991)において最も包括的にその内容が提示されている｡第3期の実証研究と

しては共に前掲の･ホワイトカラーまで分析対象を広げた小池編(1986) ;日本･タイ･マレ

ーシアの国際比較を行った小池･猪木編(1987)がある｡

ト3期に加えて本稿では, 1990年代以降を第4期とおきたい｡この時期,小池は野村(1993W

の批判に答え,保全工の技能を分析対象とすることの重要性を認めた｡第4期(野村は｢修正

小池説｣と呼ぶ)については,小池(1993, pp.2-ll)を参頗されたい｡

20野村以外にも･例えば湯浅は噸場労働者が,熟練職種とされる俊取り作業や,械械の修

理･保守作業を担っている｣ことについて,あくまでも｢半熟練労働者という範境内におい

て　段取り作業や修理･保全作業の担当, ･さらに小集団活動への参加というように,その

職務ができる限り広く拡輩されている｣と論じている.またこうした半熟練労働者による｢熟

練作業｣の担当は･熟練を要する作業の単純化･標準化を伴っている(湯浅1997, pp.81-82)｡

一方･富田は｢(担当)区分けの境界線が,かりにメカニズムの不具合であれば異物が挟ま

っているような場合は直接工･外見では異常が見られない(内部に原因がある)場合は保全工

へなどとされていることからもうかがえるように,直接エにまかされるレベルは保全エのそ

れにくらべればずっと低位である｣ (富田1996, p.48)と指摘する｡

21保全工の技能に焦点を当てた研究としては･土屋(1996),藤村(1996)がある｡この他,伊

藤のように新製品向けの生産ライン立ち上げを事例として,生産技術者を含めた職種別役割

分担について研究した例もある(伊藤198S｡技術者,保全員,作業者について, rME設備導

入期｣から｢ライン安定期｣までの分業形態の変化を捉えている)｡

22専門工ではなく･工境部門経験のある｢ライン長以上の監督層｣,すなわち専門工として

の訓練を受けた直接部門の現場監督者が担当する.作業者経験の有無については言及してい
ない｡

23この他･直接的な影響とはいえないが･ 2点をメリットとして挙げたい｡ ①将来の管理者

養成に資する･ ②部下への教育を通じて技能を移転することができるという効果である｡特

に後者の場合,部分的統合方式は長期的に統合方式を実現するためのステップと位置づけら
れることになる｡

24原則として･自動車産業を分析対象とする｡本項｢暇計的品質管割の導入｣のみ,先

行研究から十分な情報が得られないため,製造業一般を対象とした｡

25本項の記述は佐藤(1995)に基づく｡同論文は法政大学産業情報センター(1995)の最終章で

ある｡ここでは･他章の事例研究で得られた結果を, ｢日本的生産システムの形成過程｣とい

う形で一般化を試みている｡同書で事例とされたのは,日本鋼管,日産自動車,トヨタ自動

車･小松製作所･松下電器の5社である｡それぞれ｢統計的品質管軌導入の歴史が分析さ
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れている｡

26隅谷ほか(1978)は,この時期の自動車産業における｢技術革新｣の特徴を以下のようにま
とめている｡

｢まず,コンベアを一種の『動く倉軌と見撤す考え方を徹底させ, --次に製品,部品,

材料等の標準化,工程分析･作業分析などにより組立作業などの合理化,省力化がおし進め

られ･また,機械加工におけるトランスファー･マシンや自動倣い工作機械など多能高性能

の自動(制御)機械の導入も図られ,機鋤日工の半自動化ラインを編成,完成させていった｡

さらに集中研磨方式,集中給油方式などの採用で,持ち機械の始動･停止･切削工具の取換

えなどの時期の判定や研磨などの技能を要する作業は,すべて省力化された少数の熟練技能

工が集中的に事前に準備し,かくして･直接生産工程における技能工の労働は標準化,単純

化し,一作業者の持つ機械台数が10台から最高17台にも達した｡他方,こうした大量生産

方式の基礎の確立と機勧｡工の半自動化で,スピード化した品質管理,工程管理,運搬管理

その他の生産管掛こ対応する科学的･技術的知識,能力を持つ知的技能労働者が要請される

ことになった｡｣ (pp. 7卜72) ｢自動車工場など大量生産工場でも機械装置などの複雑化,高度

化に伴って,整備,修理,保守･保全などの仕事が増大し,かつ極めて重要な職務になった｡｣
(pp.73-74)

27 ｢フォアマンのまきこみについては,現実に必要を感じた松下電器などで-･-暇計的品

質管理』教育を行い,成功をおさめた｣ことがきっかけとなったo rただ,講習会として実施

するに札職組長は人数も多く･経費による制約も予想されたところから,雑誌( fFQCj )

を発行し,これをテキストにして,少人数のサークルをつくって皆で一緒に勉強する方法｣

がとられた｡また, ｢日科技連に『QCサークル本軌を置いて,現場の勉強グループを『Q

Cサークル』として登録を呼びかけた｡これがQCサークルのはじまりである｣ (以上,全日

本能率連盟編1981, p.117)｡こうして,ライン磁場が参加する品質管理展開の基本型ができ
あがった｡

28 A社は･第3章で取り上げる日本の自動車メーカーA社と同一企業である｡石田ほか(1997)

のB社は, Z社と言い換えることにする｡本論文では,第4章で取り上げるタイ日系自動車

メーカーをB社と称するためである｡

29 ｢付加価値を生む動き｣という意味を強調するために用いられている｡

30原文では8項目とされているが･文脈から｢価軌と｢設備稼働率｣は単一の項目と見な
すべきと考えるため, 7項目とした｡

31これらのアルファベット略称札品質管乳改善活動等のテキストで一般的に用いられて

いる｡例えば,山田ほか(1998, pp.25-30)が挙げられる｡

32方針管理とは, ｢経営方針に基づき,長(中)期経営計画や短期経営方針を定め,それらを効

率的に達成するために･企業全体の協力のもとに行われる活軌(TQC用語検討小委員会
1998)である｡

33より直接的には,部品をつけないまま後工程に流して一旦在庫にし,後で手直し作業を施
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して組み付ける｡あるいは･遅れを挽回するために･本来,不必要な残業･休日出勤をした

り,無駄な人員を加えて作業することによって,原価が上昇する｡

34ただし,係,職場レベルでQDSMの全てが直接的に原価と結びつけられているわけでは

ない｡納期は,生産計画を遅滞なく遂行させることが基本である｡安全は,他に優先してま

ず確保することが徹底しており,その意味では原価から独立した項目として扱われている｡

35こうして設定された目標は,職場において定期的に実績を把握し,対策策定の必要性が理

解できるように整えられておく必要がある｡具体的にA社では,生産ラインの横やミーティ

ングルームの中などに･各目標について計画と実績を示した図表類が掲示されている｡

36根本(1992)は,トヨタ自動車の例を挙げている｡ここでも,作業者のQCサークルや改善

提案制度への参加は,生産性,品質向上に対する貢献を重視されていない｡現場管理･現場

監督者による改善の方が,はるかに大きな効果を持つ｡貢献度は前者2割,後者8割である
という｡

37 ｢QCや提案は『人材形成の一つの方式としての役割が強い』という評価が一般的であり,

実際そういう説明を職長からも受けた｡一時点で見たときの経済的効果【業務計画におけるコ

スト低減への寄句は少なくても,中核的作業者を育て,班長,職長補佐,職長の人材予備軍

を育成する点で欠かせないものであろう｡職制層の業務計画遂行能力はQ Cや提案で発揮さ

れる課題発見一課題解決能力以外の何者でもないからである｣ <p.31)｡

一方,同じA社の機械加工職場では,作業者の改善活動への関与の度合いが比較的大きい｡

この職場では自動化が進んでおり,工数低減が事実上不可能なレベルまで人員が削減されて

いる｡このため,改善計画は稼動率の向上が主要な柱になる｡

具体的にはTPM活動の一環として,機械装置ごとに汚れ,油の飛散,チョコ停等の問題

点を記録し･問題に対する対策,実施担当者,実施期限を記載した管理図を聴場に貼り出し

ている｡問題点の把握や対策の策定に当たっては,休憩時間中のコミュニケーションや作業

日誌によって作業者から上がってくる情報が,有効に利用されている｡例えば,作業日誌に

は日々の生産量や投入時間に加え, ｢品質不良とその内容,機械の故障,改善をした場合の内

容が記載されている｡また,重要な点は･小目『組立と違いまして,作業者は機械に一人一人

ものすごく責任をもっているので(職長が)言わんでも(問題点を)出すケースが多い』｣ (p.37)｡

問題点の把握については作業者の関与の実態がよく分かる｡しかし,改善策の策定につい

ては作業者の関与状況が述べられていない｡いずれにしても,最終組立職場と比較すると作

業者の関与が大きいことは間違いないだろう｡

38もちろんA社の事例でも,全ての現場監督者が改善活動をリードする能力を備えていると

いうわけではない｡多くの職場を渡り歩いている,あるいは若くして昇進したといった理由

で職長が職場作業の細かい点に精通していない場合,この弱点を補う手段として,職長補佐

や班長に職場経験の長い人を配置している｡

39また,石田ほか(1997)の調査以降の変化について札第3章で取り上げる｡

40以下の記述は石田ほか(1997, pp.203-206)に基づく｡
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41生産技能研修は4カ月半の集合研修であ?た｡

42石田ほか(1997)の挙げた具体例を引用する｡

修了課題例:装備部門部品係の場合

部品を順序づけて供給するのが仕事である部品係の場合,生産変動が起こると自分たちの

標準作業に非常に無駄が出たり･もしくは上手く対応できなかったりすることが起こる｡そ

の結果,欠品を出してみたり,不要な在庫を抱えてみたりする.これを解決するために,坐

産管理の情報システムと自分たちのもっている標準作業データをコンピュータの中でリンク

させ,生産変動が起こっても標準作業を組み直して,平準化した作業ができるようなプログ

ラム改良する｡ -�"�"�"(石田ほか1997, p.206)

この事例について駄作業者が部品を取り間違えないようにするピッキング(支援)装置や

台車の入れ替え装置などもテーマとしたという｡この他,検査部門の受講生が,完成車両の

異音不具合検査を自動化するために自動計測システムを活用した例を紹介している｡

43本来,英米だけではなく,タイの事例との比較も行うべきである｡しかし,先行研究に乏

しいことが制約となる｡

ここでは･さしあたりタイ人現場監督者の仕事内容を研究した吉見(1996)を検討しておき

たいi吉見は日系部品産業について･輸出向け生産中心の｢新進出企業｣ 9社と国内市場向

け生産の｢旧進出企業｣ 8社の事例を整理している(pp. 206-207)｡それによると, ｢旧進出

企業｣の現場監督者の仕事は･労務管理分野に限られている.これに対して｢新進出企業｣

の現場監督者は,より広い範囲の仕事を担当しているという.生産管理に関わる内容では,

｢能率向上｣ ｢数量･品質コントロール｣といった項目が各1社で挙げられている｡輸出向け

生産では,より厳しい品質･納期･原価への取り組みが要求される｡このため,現場に生産

管理業務が委譲される必要があったと考えられる｡

ただし,仕事の具体的内容に関するデータは得られていない｡実際に現場監督者がどのよ

うな生産管理手法を習得しているか,現時点でどのような分業システムがとられているかも

分からない｡このため,日本の生産現場と比較したときの現場への権限委譲の度合いも明ら
かではない｡

44イギリスでの研究動向は小笠原(1996a)に詳しい｡

45内部請負親方札工場制生産の確立期にみられた現場監督者の形態である｡生産数量等の

基本的な事柄について経営側から指示を受けるだけで,具体的な生産活動の管理を任されて

いた｡技術開発や工程改善でも中心的役割を果たしていた.作業者の採用･解任についても

権限を持っており,その意味で各職掛ま,企業にもたとえられるような独立性を有していた
(尾高1993a, pp.252-253)｡

一方'man in the middle'とは･もともとRoethlisberger(1943)が,管理者(ひいては経

営層全般)と作業者層の間に挟まれ,どちらにも帰属意識を持つことのできない不安定な状態
を評したものである｡

46大量生産は･ ｢大量の標準化された製品｣の生産であり,部品の完全な互換性と組立の容
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易さを特徴とする(Womack et al. 1990, p.27)｡

47一般に大量生産下で札現場監督者が'man-in-the-middle'と呼ばれる状況に置かれていた｡

ただし,どの時点で大量生産が浸透し'man-in-the-middle'現場監督者が登場したかは,国

や企業によって大きく異なる｡イギリス(や他の欧州諸国)では,アメリカと比べて市場が小

さく,消費者が高品質の製品を求める傾向も強かったため,大量生産の成立までにより長い

時間がかかったとされる恥ewchuk 1987 ; ToUiday and Zeit血1986)｡その結果, ｢大量生

産は,断続的に規模が大きくなる流れ生産の長い移行期の中から生じた｣ (Tolliday 1986,

p.33)｡

48日系企業についての研究としてはMayes and Ogiwara(1992),小笠原(1996b)が挙げられ
る｡

49リーン生産下だからだけでなく,若い企業だからという理由によるところも大きいと思わ

れる｡前述の日本自動車メーカーA社はリーン生産下にあると考えられるが,課長以下で6

階層が存在する｡すなわち,課長一主任一浪長一職長補佐十班長一作業者である｡

soこの場合,インプットである教育訓練も,時間数や費用といった定量的な括標だけで捉え

られるのではなく,教育訓練の内容そのものについても検討の対象とされるべきである｡
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図1 - 1.能力養成の一般的分析枠組み

出所:日本労働研究機構(1996)p.49を参考にして筆者作成
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図1 - 2･ A社横根加工桝における管理項目の展開

出所:石田ほか(1996)p.12,図1 -2
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図1 - 3 ･ A社技能系社長の階層別教育体系

職級 聴位 階層別教育 [コ ‥必修研修 □ ‥選抜●指名研修

7級 主任

聴
長

聴長
補佐

班
長

■職位別役割研修 技術技能向上教育

聴長フォロー
研修

新任聴長研修

新任墳長補佐

監管者

6級

5扱

4級

3級

2級一

社外派遣

諾荒 …
舵
者
義

研修

新任班長
研修

成

実漂富野 三

若

入室 萱
出所‥ A社資料1999年度『全社共通能力開発体系軌を基に作成
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表1- 1. A社職長試験の内容

受験資格

●過去3 年間の実績評定が良好で､ 特に(実績､ 能力､ 態度3項目のうち)

能力評定が優秀であること

●原則として技能検定1級取得者(または■2級を二種取得している者)

●生産技能研修､ または中技教育修了者
●原則として職長補佐の経験者であること

任用枠 新職長の必要数を目安としている

試験内容 ●レポー h : A 4 ×3 枚､ テーマを設定して実施

(検証) ●面接 : レポートに基づき面接

評価基準

●マネジメント力の検証 職務遂行能力+ 実行力

使命感

人間的魅力

●評価ランクは､ A , B , C , D , E の5 ランクで⊥C 以上で合格

合否判定 試験結果に過去3年間の実績●能力評定を加味して総合判定する

出所:石田ほか(1997)p.125
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図1 -4. A社中堅技能者向け研修の変化

生産技能研修(-1993年)

合計　720H

技
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須

生産工学

設備P M 104
技
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自動車工学

選
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その他､ 合宿など 64H

出所:石田ほか(1997) p.204

実践技術研修(1994年-)

合計　816H

修了課題
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H

(職場の実務課題)
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座
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200
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求
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4 講座

400
H
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自動車工学分野

7 辞座

その他､ 合宿など 64H
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第2章　現場監督者に求められる肯巨力

本章では,現場監督者に求められる能力の具体的な内容について考察する｡この考察を

通じて･日本自動車メーカーA社と,そのタイ現地法人B社の現場監督者養成に関する研

究を進める上での分析枠組み,'さらに仮説を提示することを目的とする｡

まず,現場監督者の能力1のうちどの分野に焦点を当てるべきかを検討する｡具体的には,

現場監督者に必要な能力に関する研究の内容を整理する｡ここでは,作業者として入社し

てから現場監督者に昇進するまでの能力形成過程を4段階のモデルとして提示する｡続い

て･モデルに含まれる諸能力のうち, ｢問題解決能力｣を研究対象にすべきであることを

示す(第1節)｡

次に,予備調査の結果を紹介する｡この調査札タイ日系企業の機械加工部門における

現場監督者養成をテーマとした｡質問票調査で札. ｢問題解決｣に関わる仕事について,

日系企業10社で従業員の能力評価を求めた.その結果,現場監督者は比較的順調に能力

を形成しつつあるという回答が得られた｡ところが後日行ったヒヤリングで乳質開票調

査では触れなかった項目について, ｢日本の親会社と大きな格差がある｣と括摘を受けた｡

QDC(品質･納期･原価)目標を管理する能力である｡続いて,調査全体の結果に基づい

て問題解決の内容を整理する｡現場監督者に必要な能力として, ｢改善策を構想する能力(改

善構想能力)｣と｢改善目標を管理する能力(管理能力)｣の2つを分析対象とすることが適

､当であるという結論に達する(以上,第2節)｡

最後に･分析枠組みを提示する｡まず,前述の改善に関わる2つの能力の高低によって,

現場監督者を4つの類型に分ける｡続いて,この類型による能力評価の方法を用いて,現

場監督者の能力養成過程を分析する枠組みを作成する. (第3節)｡

第1節　｢問題解決能力｣の重要性

(1)段階モデルによる能力形成過程の把握

まず･現場監督者に必要な能力を整理し, ｢能力形成の段階モデル｣としてまとめる｡

具体的には,日本の事例を中心に,作業者から現場監督者に昇進するまでに,どのような

能力の習得が求められているかを明らかにする｡

石田(1997)によると･ A社では作業者から主任(末端管理者,現場監督者である職長の直

接の上司)の能力を, ①業務遂行能九②問題解決能力, ③人間関係能力によって評価して
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いる｡また,昇進とともに･ ①②③の順で最重要の能力が移っていくとする(表2-1

表2 -2､)2｡ここでいう業務遂行能力とは,標準化された作業,すなわち定常的な作業を

行う能力を持す｡問題解決能力は,異常対応や改善活動といった非定常作業を担当する能

力といえる3｡人間関係能力は,職場内におけるリーダーシップや職場外との交渉調整能力

を持す｡職場内外の人間関係を円滑にすることによって,前二者の遂行･解決を促進する

役割を担うとまとめられる4｡

馬も, A社および系列部品メーカーと同様の3段階説をとっている｡それによると, ①

｢基本的技能(三業務遂行能力)｣ ② ｢統合的技能(二間題解決能力)｣ 5③ ｢組織的技能(二人

開閉係能力)｣の3段階で技能が形成されるという(馬1994, pp.101-102)｡企業は｢基本

的技能｣を作業者の全点に習得させようとするのに対して,第2段階の｢統合的技能｣は

作業者間の習得競争を行い,その競争に勝った者が現場監督者へと昇進する｡さらに,現

場監督者に昇進した従業員は,第3段階として｢組織的技能｣の習得を求められる｡

以上の先行研究の内容に基づくと,日本製造業の現場監督者の能力形成は3段階からな

るといえる｡すなわち,第1段階:業務遂行能力,第2段階:問題解決能力,第3段階:

人間･関係能力という過程を辿ると考えられる｡

現場監督者に必要な能力に関する研究は,必ずしも段階静として整理されているものば

かりではない｡そこで,他の代表的な研究についても,段階モデルではどう位置づけられ

るのかを示したい｡まず,作業者時代に求められる能力についてまとめる｡

ここでは, ｢新しい熟練｣ 6の内容を明らかにする｡ r新しい熟練｣論は,オートメーシ

ョン化, ME化の熟練･技能に対する影響を考察する過程から生まれた｡大きく｢知的熟

練｣と｢集団的熟練｣の2つの流れに分けられる7｡もともと, ｢ME化の進んだ生産現場

では熟練が不要になる｣という見解への反論として提示されたものである8｡

｢知的熟練｣の内容札以下のようにまとめられる｡日本製造業では,作業者が主に幅

広い経験という形をとったOJTを通じて｢知的熟練｣を習得し,その結果として高い生

産性が実現されているとする｡幅広い経験と札職場内あるいは技術的に関連の深い他の

職場へのジョブ･ローブ-ションを通じて,関連する多数の作業を担当できるようになる

ことを指す｡知的熟練とは, ①混流生産への対応や新製品の生産ライン立ち上げといった

｢変化への対応｣, ②不良や機械故障の発見原因究明,復旧を内容とする｢異常への対応｣

からなる｡

山本も,類似した熟練の捉え方をしている｡披械工業の｢流れ作業職軌および｢オー

トメーション職場｣,化学工業の｢オートメーション･システム｣にみられる熟練を｢OJ

T型熟練｣と名づけている(山本1994, p.60)｡小池が熟練の性格に注目したのと異なり,

その形成方法を重視していることが分かる｡ ｢OJ T型熟練｣の基本的内容としては,以下

の4点を挙げている｡すなわち, ①多くの聴務に習熟, ②職務の全作業ばかりでなく,前

後の工程との関連について通暁, ③職場の機械･設備の機構を知って,その一応の修理も
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できる, ④異常事態に対処しうるである｡ ①②馴､池の｢幅広い経験｣, ③④は｢知的熟

練｣に当たる｡

続いて｢集団的熟練｣について述べたい.辻(1989b)札QCサークル,提案制度を通じ

た改善活動が,オペレーターの熟練の主要な部分を占めると主萌する｡こうした熟練は職

場小集団の単位で行われる活動を通じて形成されるため, ｢集団的熟練｣と呼んだ｡

トヨタ自動車を事例としたこの例では,勤務時間以外にも企業の｢統制｣が行われてい

ることが｢集団的熟練｣の形成に大きな役割を果たしていると論じる｡また,作業者のモ

ラールや態度の相違が生産性の相違をもたらすことに着目して,これを広義の技能と捉え

る考え方もある｡例えば日本労働研究機構(1996)私企業が行うレクレーション活動など

を｢心構え訓練｣と名付け,生産性への影響に関して分析を試みている｡

この他にも,沢剛1994)の｢社会的熟練｣ ,湯本(1994)の｢組織的熟練｣が,同様な立

場から自動車産業の労働者の技能について検討した例として挙げられる9｡いずれも組立職

場に代表されるような職場では,個々人の作業をみると単純作業が多いにもかかわらず,

職場として高い生産性を実現している事実を説明しようと試みている｡

｢･知的熟練｣と｢集団的熟練｣は,いずれも問題解決を対象としている｡ ｢知的熟練｣は,

技術的知識によって異常対応が可能になるとする｡ ｢集団的熟練｣は,集団作業に適合的な

価値観を持つことによって改善活動が促進されるとする10｡ただし,第1章で取り上げた

日本の経験から考えると,改善活動の中心はあくまで現場監督者層である｡したがって,

｢集団的熟練｣の存在が改善に直接役立っているとは考えにくい｡

尾高(1989)の発展途上国を対象とした研究が,この間題を考えるJ=めの示唆を与えてく

れる｡尾高は･アジアをはじめ発展途上国の日系自動車メーカーを対象とし,基幹工(班長

クラス)の技能を評価している｡ここでは技能の性格に基づいて, ①職業人としての基本的

特性, ② ｢うで｣の善し悪し･ ⑨知的素養の3類型に整理している(尾高1989,p.55)｡

①は協調性･規律を守るといった｢近代産業｣で働くために必要な基本的能力であり,

業務遂行能力以前に習得される必要がある｡日本の研究と異なり,こうした能力の存在を

括摘している点が特徴である｡日本企業では,能力形成の必要性を意識するケースが少な

いため,取り上げられていなかったと考えられる.ただし前述の｢集団的熟練｣の内容札

尾高の｢職業人としての基本的特性｣と似通った性質を持っており,その延長線上に形成

されるといえる｡

前述の能力形成3段階モデルは,修正の必要がある｡第1段階として, ｢近代産業で働

くための基本的能力｣を加え･ ｢4段階モデル｣とするべきであろう(図2-1)｡

ここまでは･作業者に必要な能力を対象とした研究であった｡次に,現場監督者に昇進

してから必要な能力に触れた研究として･ ･日本多国籍企業研究グループ(1993),山本

(1994),湯本(1994)を取り上げたい｡まず,山本は化学工業について, ①標準作業手順を

マス9L-し,あるいはその作成･改訂にも発言する能九@自らの直接担当する装置のみ
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ならず,プラント全体にわたる機械･装置の機構と操作方法,さらにはその内部で進行す

る化学反応に関する知識を挙げている｡これらに乳業務遂行能力と問題解決能力が含ま

れている｡これに対して日本多国籍企業研究グループは,日本型生産システムにおける｢作

業長｣の特質について･ ①作業標準設定や改善活動への関与, ② ｢自律的｣な作業チームの

リーダーとしての役割, ③職場間の連携, ④(部下の)教育訓練を担当することとしている｡

より人間関係能力に力点を置いた解釈をしているといえる｡湯本は作業者からのキャリア

アップに必要な能力として･ ①幅広い仕事能力, ②それに裏付けられたQC･改善提案能力,

③職場集団の統率力を挙げている｡それぞれ,業務遂行能力,問題解決能九人開閉係能

力に当てはまる｡ ①が②の裏付けとして必要と考えるの払小池の｢知的熟練の裏付けと

して幅広い経験が必要｣という説明と同様の認識である｡

それぞれ強調する点は異なるが,総合すると現場監督者は性格の異なる幅広い飯域にわ

たる能力が求められているといえる｡以上の先行研究等の結果を前述の能力形成の段階論

に当てはめて考えると,表2-3のようにまとめられる｡

(2) ｢問題解決能力｣を重視すべき理由

本研究では,現場監督者に求められる幅広い能力の中でも,重要な部分をとくに取り上

げたい｡具体的に乱闘題解決能力に注目する｡なぜなら,まずA社や馬(1994)にも見ら

れるように,問題解決能力は現場監督者昇進の際に重視されるためである｡この能力に注

目する理由は,これ以外にも2つある｡

1つは･国際的にみて,日本の現場監督者が問題解決能力に優れているといえるためで

ある｡日本の現場監督者は,職場における改善活動の中心的存在である｡これは,第1章

で取り上げた日本と英米の事例に関する研究から明らかである｡日本的生産方式の導入を

試みている英米の企業でも,改善に関わる能力は重視されている｡

もう1つは･作業者から現場監督者クラスの技術移転･人材育成を考える際,問題解決

能力が課宅となるためである｡筆者は1998年6月-7月, A社東南アジア現地法人3社

の日本人駐在員を対象に調査を行ったIl｡その結果,前節で提示した能力のうち, ｢問題

解決能力｣の形成が比較的困難であるという回答を得た.日本の基準で考えると問題解決

能力が不十分であるにもかかわらず,現場監督者に昇進する例もあるという｡ 3段階全て

の能力形成を期待される日本と･タイをはじめとするASEAN地域の日系企業で私事

情が異なると考えられた｡

タイ法人の日本人マネージャー札｢業務遂行能力は一定の水準に達している｡人間関

係能力は文化によって異なる面もあるので,技術移転に対象になりにくい｡その意味でも

問題解決能力の養成が大きな課題になっている｣と掃靖する｡業務遂行能力は｢技能･技

術｣分野に当たる｡量産ラインの作業については,比較的養成が容易である｡一方,人間
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関係能力は｢労務｣分野である｡求められる能力の内容が進出先の文化的特徴によって異

なるため,技術移転の対象にはなりにくい｡残る問題解決能力は,日本の技術･ノウハウ

移転による養成に適しているが,美都ま容易でない.従って,日本人駐在員にとって, 3

つの能力養成のうち相対的に重要な課題となる12｡

第2節　予備調査:タイ日系企業の機械加工部門における現場監督者養成

｢問題解決能力｣に関しては,タイの状況が先行研究で十分に明らかにされているわけ

ではない｡このため,分析枠組み作成,仮説の提示を行う前段階として,現地における予

備調査が必要であると考えた｡以下, 1998年に行った｢タイ日系製造業機械加工部門にお

ける現場監督者養成｣に関する調査結果について述べる｡

(1)調査の方法と内容

まず1998年7月,在タイ日系企業のうち機械加工(切削･研削,金型製作)部門を持つ企

業157社に対して質問票を送付, 10社から有効回答を得た(回収率6.4%)｡具体的には,

①現地従業員の職位･職種別｢問題解決能力｣評価, ②親企業の日本人従業員が現地で働

くと想定した場合の職位･職種別｢問題解決能力｣評価, ③現地従業員の職位･職種別最

終学歴,年齢構成,昇進状況に加えて,関連事項として⑧生産方法,技術面の概要, ⑤職

位･職種別にみた｢問題解決能力｣の効果的な養成方法と習得に必要な資質を質問内容と

した｡

続いて回答を得た10社のうち, 8社から現地調査について東話を得た18｡ 1998年10月

下旬から11月上旬に,この8社を訪問した｡企業の概要は表2-4の通りである｡現地

調査では,質問票への回答内容の確認に加えて, ⑥各社における現場監督者の定義, ⑦現

場監督者による｢QDC(品質･納期･原価)目標管理｣の担当状況, ⑧現場監督者の教育

訓練方法について質問を行った｡

(2 )現場監督者の属性

続いて,日本親会社の現場監督者との比較を交えながら,対象企業の現場監督者の属性

について述べたい(表2 - 5)｡タイは日本と比べて工業化の歴史が浅い｡容易に想像でき

るように,タイの現場監督都ま日本の現場監督者より経験が浅く,年齢も若い｡業歴の浅

い企業ほど,この差が大きい傾向がある｡両者の能力を比較する際に,こうした属性の違

いを考慮に入れることは不可欠であろう｡
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ただし,タイと日本の間に大きな違いが見られない項目もあった｡例えば学歴について

は, 1980年代以降に進出した企業に高校,高専卒の現場監督者がいた｡彼らは,日本の現

場監督者と遜色のない学歴を持っている｡また,タイ法人の現場監督者は日本と同様,原

則として作業者から｢たたき上げ｣で昇進してきた人材であった｡

近年のタイ日系製造業現場監督者に関しては,吉見の研究がある｡同研究は,業歴の長

い｢旧進出企業｣と短い｢新進出企業｣の間の違いに焦点を当てている｡ ｢旧進出企業｣

では･中学･高校卒で作業者出身の現場監督者が既に育っている｡一方, ｢新進出企業｣

の中に札高専卒で現場監督者として働いている例が少なくない｡現場監督者不足で,本

来テクニシャン(専門工に相当)に就くべき人材が,能力を生かせる職種に就けない状況に

あるとしている(吉見1996,pp.201-203)｡この場合,作業者と現場監督者の間には,キャ

リアの壁が存在している｡

今回の調査事例のうち, 1960, 70年代に操業開始した企業では,現場監督者が作業者

経験を持っている｡これ札吉見の結果と一致する｡一方, 1980年代々90年代初めに操

業開始した企業では,勤続年数が短くても作業者出身者を現場監督者の職位につけている｡

経験が浅くてもたたき上げの人材を現場監督者につけて, OJ Tで育成していくという姿

勢が見て取れる｡書見とは異なる結果であった｡立ち上げ期の企業でち,スタッフ候補者

を現場監督者にするのではなく,現場監督者職を空席にしている例が見られた｡実際には

管理者,場合によっては日本人駐在員が現場監督者業務を行う｡こうした｢現場監督者は

たたき上げの人材が就くべき職位で,適任者ができるまでは空席にしておく｣という方法

の採用は,これら企業の現場監督者に対する考え方を象徴的に表しているといえよう｡

(3) ｢問題解決能力｣

｢問題解決能力｣に関するデータは前述の質問①, ②から得た｡具体的には,以下の大

項目6種類小項目15種類に分けて,それぞれ回答してもらった｡ i ｢発見( ｢目視による

不良の発見｣ ｢機械の発熱異音の発見｣の2項目)｣ , Ⅱ ｢不良の原因究明と対策( ｢人的

要因に関する対応｣ ｢機械工異類に関する対応｣ ｢加工方法に関する対応｣ ｢材料に関す

る対応｣の4項目)｣ , Ⅲ ｢改善活動( ｢作業者の作業時間短縮｣ ｢機械のサイクルタイム

短縮｣の2項目)｣ , Ⅳ ｢作業棟準書(マニュアル)の作成･変更｣ , Ⅴ ｢新製品導入への対

応( ｢工程能力指数確保のための対応｣ ｢段取り時間短縮のための対応｣の2項目)｣ , Ⅵ

｢機械故障の原因究明と対策( ｢プログラムに関する対応｣ ｢他の電気的な原因に関する対

応｣ ｢機構的な原因に関する対応｣ ｢油圧･重圧の原因に関する対応｣の4項目)｣である
14
0

各項目の評価基準は, ｢作業できない｣場合を0点, ｢補助的作業を行える｣場合を1

点, ｢中心になって作業できる｣場合を2点, ｢作業担当者に掃尊できる｣場合を3点と
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した｡

表2-6は,日本人駐在員が評価した｢タイ法人従業員の咽題解決能加(質問①)｣

の≠一夕をまとめたものである｡保全工を除く直接部門の各職位では,大項目全種類の能

力形威/～.ターンに類似した特徴が見られた｡具体的には全ての職位で,発見,不良,改善,

作業標準,新製品,機械故障の順に技能が形成される傾向があった｡すなわち,職位を問

わず直接部門の従業員にとって乱発見が最も容易で,機械故障が最も難易度の高い内容

であることがわかる｡現場監督者クラスになっても機械故障の能力水準は｢補助的作業が

できる｣に近いレベルにとどまっている｡

表2-3からも明らかなように, ｢問題解決｣業務は異常対応と改善の2つに分けられ

る15｡この二者の違い駄作業標準との関連をみると分かりやすい｡すなわち,異常対応

とは作業標準からの逸脱が生じた際に復旧すること,改善とは作業標準をより優れたもの

に改訂することである｡質問票項目に当てはめると,異常対応は発見,不良,機械故障の

3つである｡一方,改善は｢改善｣ ,作業標準,新製品が当てはまる｡

表2 - 3をもう一度検討してみる｡問題解決能力が必要な仕事をみると,作業者は主に

異常対応･現場監督者は主に改善活動の担当が求められていることが分かる｡機械故障を

のぞくと,先行研究の主張と同様の結果が得られたことになる｡

機械故障が例外となるのは,異常対応の中でもとりわけ高度な能力を求められるためで

ある｡日本の場合,こうした仕事では保全工が中心的役割を果たしている｡ライン職場の

従業員とは重点をおく作業内容が異なることを反映して,他の項目と比べると機械故障の

技能水準が比較的高い評価を得ている1¢｡

表2-7では･ ｢日本人駐在員が評価したタイ法人従業員の職種別『能力形成度』 ｣を

示した｡表2-6と同様の方法で･日本親会社の従業員の｢問題解決能力｣ (質問②)デー

タを職種別項目別に集計し,その水準を100としてタイ法人従業員の能力を指数化した

( ｢能力形成度｣ -(質問①のデータ/質問②のデータ)×100)｡

タイと日本の生産現場では,たとえ同種の製品を作っていたとしても,生産方法が異な

ることが珍しくない｡例えばw社の日本親会社では,金型製造に数十本の工具を自動的に

交換できるマシニングセンタ(MC)を用いている｡一方, W社では工具交換できないNC

工作機械のみを使用している｡同業他社を見学したうえで,タイ法人ではMCを使いこな

せないという判断したためである｡こうした違いを考慮に入れると,タイと日本の従業員

の能力を, ｢ある種の金型を生産する際に起こる機械故障の原因究明･対策ができるか｣

を基準に比較することはできない｡そこで, ｢日本親会社の従業員がタイ法人で働く｣と

仮定して,両者の能力を比較してもらうことにした｡ W社の例でいえば,日本親会社の従

業員がタイのNC機械を使ったと仮定して,両者を比較することになる｡

以上の前提のもとで得られた回答結果札次の通りであった｡全般的にタイ法人従業員

の能力は日本の親会社の従業員より低いが,職位･職種別にみるとその程度は一様でない｡
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表2 - 6のように,直接部門において職位が上昇するにつれて能力が高まるのは当然であ

ろう｡ただし,前述の｢能力形成度｣も同様に高まっていくという結果は注目に借する｡

タイ法人の現場監督者駄作業者と比べて日本との能力格差が小さいことを意味するため

である｡図2-2では･この結果を図式化した｡日本のように,原則として作業者全点に

問題解決能力の習得を目標とさせるのではなく,昇進候補者だけが教育訓練対象になる体

制といえるだろう｡以上の分析は10社についてのものであるが,現地調査を待った8社

についても同様の傾向があった17｡

ここまで札タイ法人の現場監督者を日本の親会社の現場監督者と比較していた｡しか

し,この方法には問題が残る｡タイ法人の現場監督者が日本のケースより勤続年数が短い

ことへの配慮がないためである｡

｢現場監督者の能力に関する国際比較｣を行うだけであれば,これまでの方法でも支障

はない｡しかし,タイ法人現場監督者の能力をより客観的に把握するに札勤続年数の異

なる現場監督者同士を比較するだけでは不十分である｡このため,タイ法人現場監督者の

比較対象として, ｢日本の親会社で働く従業員のうち,タイ法人現場監督者と勤続年数が

同じケース｣を採用することにした｡その結果は表2-8の通りである｡全ての｢操業開

始年代｣において,対日本親会社･現場監督者より,対日本親会社･同勤続年従業員｢能

力形成度｣の方が･高い数値になっている.格差の一定部分札勤続年数によって説明可

能であることが確認できた｡また･いずれのケースも80以上の評価を受けていることも,

注目に倍する｡勤続年数を考慮に入れると,タイ法人現場監督者の問題解決能力は比較的

順調に形成されているといえよう｡

(4) QDC(品質･納期･原価)目標の管理

(1)で述べたように,質問票調査の補足を目的.として,現地調査を待った｡このとき,

質問票調査の結果が･ ｢必ずしも実状を反映していない｣とするコメントが得られた｡よ

り具体的には, r与えられた問題め解決にはある程度の能力を発拝しているが,何が問題

かを捉え計画的に改善していく能力は不十分である｣とまとめられる｡ヒヤリング調査を

通じて, QDC(品質･納期･原価)目標の管理が改善活動を計画的に進めるために必要な

能力であることも分かった｡

質問票での質問項目と･目棲管理は以下の点で異なっている｡質問票項目駄作業担当

者が自ら手を下すものに限られている.一方,目標管理札他の者が問題解決を行うため

の条件を整える点が異なる｡また,作業者の担当範囲となる可能性は低いものの,現場監

督者にとっては基幹業務に当たる｡

中村(1996)軌小池(1991)のr知的熟練Jの対象とする内容について,以下のように述

べている｡境械のセットアップや不良の発見原因解明,対策遂行だけでなく,より高い
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技能まで視角に収めるべきである｡具体的には,生産編成,工程計画,工程設計や品質,

日程･原価,操業度などに関する計画未達の発見,原因解明,対策遂行が挙げられる｡し

たがって, ｢知的熟練の重要な部分は,製品開発や生産管理業務への関与である｣とする｡

また, ｢知的熟練とは･-･･テイラー流の『思考と遂行の分軌原則が一部破棄されている

ことを意味する｣ (中村1996, p.ll)ことを強調する.テイラー流の｢思考｣の部分を視

角に収めるために,下線部に見られるQDC目標の管理を考慮に入れるべきと指摘してい

る｡

予備調査の事例企業Y社では,質問票の項目と目標管理それぞれを,能力管理の仕組み

の中に位置づけている(表2-9)｡

表の職務要件表によると,職位が上がるにしたがって, ①初級ワーカーは｢定型業務｣ ,

②中級,上級ワーカーは｢非定型業務｣ , ③チームリーダー(現場監督者)以上になると｢仕

事に精通｣という異なる内容の業務を習得していくとされる｡ ①が業務遂行能力, ②③は

問題解決能力に関わる内容である｡このうち②は質問票の項目, ③は目標管理にそれぞれ

対応している｡

ただし, Y社日本人MDは, ｢実際には習得できておらず,現時点ではあくまで目標｣

と述べる｡操業開始からまもないこともあり,日本の生産現場で使われているものを基に

要件表を作成したばかりの段階であった｡この他にも,立ち上げ期の企業の場合,突発不

良の対応にかかっているため,品質管理の手法を用いる段階まで到達していないケースが

あった(Ⅹ社)｡こうした状況は業歴の長い企業でも大差はなかった｡日本の現場監督者の

ように,これら目標管理で中心的な役割を果たしているという回答は全く得られなかった｡

日本企業にみられるような,管理目標と実績のグラフを職場に掲示している例も見られな

かった｡

タイ法人では現場監督者が目標管理業務に関与するとしても,数値を整理して上司に報

告する役割を担うにとどまっている｡これらのデータを集計したり,計画通りに進まなか

った場合の対策策定について札現場監督者の担当範朗外である｡ ｢職長が鉛筆を持つと

ころはまず見たことがない｣ (R社日本人アドバイザー)という発音は極めて示唆的である｡

それでもQD Cについて納入先(あるいは後工程)からの要求を満たさなければならない｡
l

このため,管理者やスタッフ部門,場合によっては日本人駐在員がこうした職務を担って

いる企業もある｡同じく教育訓練の企画業務についてもデータを得たが,目標管理と同様

に,現場監督者は限られた範囲を担当するにとどまっていた(表2 - 1 0)18｡

複数の企業で｢現場監督者は言われたことはできるが,マネジメントが不得手｣ (R社日

本人アドバイザー･ Ⅴ社日本人MD)という言葉が聞かれた｡ここでいう｢マネジメント｣

は, QDC目標の管理や教育訓練の管理に当たると考えられる｡ただし, R社のケースで

ち,どうやればマネジメント能力が習得できるかについては,手探りの状態であるという｡

質問票の項目と目標管理では,入手したデータが異なるため,単純に比較することには
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慎重であるべきであろう｡しかし,ある程度順調に形成されつつある前者と,実質的には

形成が進んでいない後者の間には際立った違いがあるといっていい｡

(5) ｢改善構想能力｣と｢管理能力｣

本章のここまでの議論をまとめると,問題解決能力について以下のように整理できる｡

まず･問題解決能力は異常対応や改善活動といった非定常作業を担当する能力である｡作

業標準との関連で考えた場合, ｢問題解決｣は作業標準通りにできない状態からの復旧を

行う異常対応と･より優れた作業壕準を作成する改善の2つに分けられる19｡ただし,異

常対応能力は改善アイディアを実施する際にも必要とされる｡したがって, ｢改善活動に

必要な能力｣を分析することによって,問題解決に必要な能力全てを対象に収めることが

できる｡この他,改善活動には｢改善案の構想｣ ｢改善目標の管理｣も必要である｡問題

解決能力関連では, r&善策の実施｣を加えて, 3種類の業務から成り立っているとまと

めら･れる(表2-1 1)｡

この3種類の業務を改善業務の流れの中に位置づけると,図2- 3のようになる｡まず,

細谷によると, ｢改善(問題解決)の手順｣は, ①問題点の把握とテーマの決定, ②組線化と

活動計画の作成, ③現状分析, ④目標の設定, ⑤要因解析, ⑥改善案の検討と実施, ⑦改

善効果の確認, ⑧標準化と管理の定着化の8つのプロセスからなる(細谷1984,p.123)｡ ｢改

善目標を管理する能力(以下,管理能力)｣は①-㊨, ⑧のうち標準化, ｢改善案を構想する

能力(以下･改善構想能力)｣は⑤と⑥のうち｢改善案の検軌にそれぞれ必要である｡異

常対応業務で培った｢改善策の実施能力｣は, ①と⑥のうち改善案の実施, ⑦の段階で役

立てることができる｡管理の定着化については,問題解決七いうよりはむしろ,人間関係

能力が求められるといえよう｡

問題解決能力に分類される3つの能力のうち,現場監督者に求められる能力として重視

すべきなの札｢改善構想能力｣と｢管理能力｣の2つであると考える｡この2つが改善活

動固有の能力であり,テイラーの｢思考｣部分に当たるためである｡

石田ほか(1997)の事例企業, Z社の人事考課マニュアルでは,改善能力について以下の

ようにまとめている｡一般職(一般作業者クラス)や括導･準指導聴で札｢業務の進行状況

や問題点をタイミング良く報告,相談できる｣と｢自ら当事者として,積極的に課題に取

り組んで解決ができる｣の2つが,特に重点を置く評価対象項目とされている｡班長故に

上がると,これらに和えて｢必要な情報を的確に把握したうえで,正確な分析･判断がで

きる｣も重点項目になる｡さらに･組長級(現場監督者)･エ長級(係長クラス)になると, ｢業

務の改善･効率化に結び付く企画･発想ができる｣や｢今後取り組むべき課題やその方向

について上司や関連部署に提言できる｣が重点とされている｡このように,問題点の報告
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と与えられた課題への取り組み( ｢改善策の実施｣ )一問題の分析･判断力-改善の企画･

発想( ｢改善案の構想｣ )や指導･動員の能力という改善能力の伸長が想定されこれを基

準に各社員の改善能力のレベルが評価されるとしている(石田ほか1997, p.160-161)20｡

このZ社の例からも明らかなように,改善活動に関して現場監督者に必要な能力として

は,まず｢改善構想能力｣が取り上げられるのが,一般的である｡これに対して, ｢管理能

力｣は,まとまった言及がされた研究が見られない21｡石田ほか(1997)でも,方針展開を

説明する文脈で現場監督者の果たす役割は出てくるが,現場監督者の能力として重視され

ているとは述べていない｡このため,現場監督者に必要な能力として｢管理能力｣を取り

上げることには意義があると考える｡

(6)養成方法

ここまで,現場監督者に求められる能力の内容について述べた｡しかし｢養成｣をテー

マとする以上･養成方法を確認し,能力水準との関連を明らかにする作業が不可欠である｡

必要な能力を養成するために,企業はO I Tやoff-J Tを通じて従業員に対する教育訓練

を行う｡能力の向上はこうした教育訓練の成果として実現されると考えるためである22｡

予備調査では,尚題解決能力の養成方法についても情報を得ている｡その結果を検討し

たい｡

事例企業では,日本の自動車メーカーA社で見られたような管理･技術部門への異動は

行われていない｡ジョブ･ローテーションに関していえば,関連の深いライン職場への異

動,すなわち前述の小池が指摘する範囲にとどまっている｡

最も業歴の長いR社で札管理･技術部門への異動と同様の効果を狙った研修が見られ

るものの･それも限定された範即ことどまっていた｡ 1996年から企業内で行っているプロ

ジェクトチーム形式の研修で･一部の現場監督者が参加している｡現在のテーマは｢ライ

ンアンバランスの改善｣で, 1つのテーマについて1週間に1臥　4時間の研修を半年間

続ける｡通常, 5人がグループを作り,その中に現場監督者が1人メンバーとして入る｡

ただし,テーマが品質問題になると現場監督者はメンバーにならない｡代わりにQC部門

のスタッフが参加することになる｡他社では,こうした限定的な試みさえみられなかった｡

また職場内ローテーションの管理でも,日本の方がタイより体系的･計画的に行われて

いる｡例えばA社のエンジン部品機械加工液場で乱作業者の多能工化を進める目的で技

能管理表を用いている(表2- 1 2)｡この技能管理表に札36種類の職場内全作業･工程

が記されている｡藤村(1998)はO ∫ Tに必要な要件として4点を挙げている｡すなわち,

①目標(修得すべき知識や技能), ②期間(何カ月で修得させるか), ③方法(だれがどのよう

にして教えるのか)I ⑧評価(修得の程度の判定)である｡言い換えれば, off-J Tや資格取
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得と同様の管理体制をとることが必要ということである｡ A社はこの4点の全てを備えた

体制を整えているといえる｡タイの事例でも,技能管理表を用いている例はあった｡しか

し,能力が習得できた場合にそれを記録するという方法がとられ事後的な管理にとどま

っていた｡このため,期間や方法は明確にしておらず,前述の定義からすると不十分な内

容である｡

一方,国内で実施するoff-J Tを巡る環境は,決して恵まれたものではない｡日本では,

公的機関,業界団体等が様々な形でoff-J Tの機会を提供している｡コスト面から企業内

研修が難しい中小企業にとって札非常に貴重な機会である｡しかし,タイではこうした

場が比較的少ない｡そこで事例企業では,独自の方法を用いて問題の克服を試みている｡

W社では班長以上の従業員に対して,カイゼン　5S,安全,作業指導といった内容の

タイ帯ビデオを見せている｡不定期ながら,実施する場合は丸1日かける｡タイ語を話せ

る講師に講義を依頼する方法もあるが,タイ帝と技術の両方に長けた人材はきわめて限.ら

れるため,謝礼の相場が高いことを実現できない｡これに対して,ビデオは比較的割安な

ので,積極的に購入を進めている｡現在すでに50巻以上をそろえている｡

立ち上げ期のY社では,従業員の研修を主目的とする異業種交流団体に参加している｡

現在は月一回数時間,社長クラス以上2-3人を研修会に派遣している｡この他,班長ク

ラス以上の導入研修(職長は1週間, Ⅴ社), I SO取得のためのoff-J Tを行っている例も

見られた(S社, U社)｡日本の事例と比べると十分とはいえないが,制約の中で工夫を凝

らした取り組みがなされている｡現場監督者に限らず,企業レベルでの｢問題解決能力｣

向上が重要な課題の1つといえることは十分に認識されている｡

定期的な日本での研修は, 8社中5社が, 3カ月-6カ月という比較的長期の日程で実

施している｡残りの3社札R社は既に関連する部門が日本に存在しないため, Ⅹ社, Y

社は立ち上げ期であるため実施していないという｡実施企業の1つ, S社で札ベテラン

作業者も含め過去1年間に18人,これまで延べ170人が日本での研修経験を持つ｡その

他の企業でも,斑長クラス以上が研修対象者となっている｡しかし,経済危機の影響が出

始めてからは,研修を取りやめるケースも出ている(T社)｡

調査時点の経済状況を考慮に入れると,長期的な視野で養成を進めることは困難であっ

た｡他の企業でも国内市場依存型を中心に,工場の稼働率は軒並み50%を割っていた｡臨

時工の契約非更新ばかりでなく,基本給の8割を支払う条件で一時帰休に踏み切っている｡

あるいは,交替で工場の壁のペンキ塗り替えを行っているといったケースもあった23｡

第3節　分析枠組みの提示

本節で札　日本の自動車メーカーとそのタイ現地法人での調査を念頭に置いて,現場監
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督者の｢改善業務に関わる能力｣養成の分析枠組みを提示する｡

前述の改善業務に関わる2つの能力, ｢改善構想能力｣, ｢管理能力｣の高低の組み合わせ

を考えると,現場監督者は4つの類型に分類することができる24(図2 -4)｡

(1)定常作業現場監督者: ｢改善構想能力｣, ｢管理能力｣ともに低い｡このため労務管理が

仕事の中心で,生産管掛こついては作業標準が守られているか,生産計画通りに作業が行

われているかを監督するにとどまる(Wねy 1949)｡大量生産方式下の英米製造業で働く現

場監督者は,この類型に当てはまる｡

(2)改善アイディアマン: ｢改善構想能力｣のみ高い能力をもっている｡石田ほか(1997)で

は,これを｢改善の日の付け所が分かる能力｣と呼び,現場監督者に求められる最も重要

な能力と強調している｡改善目標の管理は管理者が担っていると考えられる｡

前節の予備調査で取り上げたタイ日系企業の現場監督者は,改善構想能力が管理能力に

比べて高いが,まだ｢改善アイディアマン｣と呼べる水準には達していない｡このため,

図2 -4上の位置づけが適当であろう｡

(3)改善目標の管理者: ｢管理能力｣のみ高い.日本的(リーン)生産方式を導入した英米製

造業では･大学卒の従業員を現場作業経験に乏しいまま現場監督者とする例が見られる

(Lowe 1995)｡これらの現場監督者は,この｢改善目標の管理者｣に当てはまる｡

(4)多能現場監督者: ｢改善構想能力｣ ｢管理能力｣ともに高い水準の能力を持っている｡

石卸まか(1997)の内容を検討すると,,､日本自動車メーカーの現場監督者はこうした能力水

準に達していると考えられる｡

次に･この類型化の枠組みを一時点の能力評価に用いるだけでなく,入社してから現在

までの現場監督者の能力養成過程を分析してみた.図2- 5で札実証研究で用いる分析

枠組みを示している｡ OJTとoff-JTをひとくくりに考えた｢企業内教育訓練｣という

インプットによって･ ｢改善構想能力｣と｢管理能力｣が形成される｡この2つの能力の水

準によって,前述の現場監督者類型による評価を行う26｡

分析枠組みに従って｢現場監督者の4類型｣を用いると,現場監督者の能力養成過程を

図示できる(図2-6)｡図2-4で能力の類型的評価を行った事例のうち,能力養成過程

に関して一定の情報を得られた日本とタイについて,以下のように示した｡いずれのケー

スも,入社時には2つの能力とも低く,長期的な目標は｢多能現場監督者｣においている

と考える26｡日本の自動車メ←カーA社の職長臥まず｢実践技術研修｣を準じてr改善

構想能力｣を習得し,続いて｢職長試験｣で｢管理能力｣が要求水準に達しているかを確

認される(第1章第4節)｡英米リーン生産方式下の現場監督者は,管理能力中心の育成経

路をたどってきたと考えられる(第1章第5節)27｡予備調査事例であるタイ日系企業の現場

監督者札日本と同様にr改善構想能力｣から習得を試みているが,十分な水準には達し
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ていない｡ ｢管理能力｣に至っては,その習得もまだ手がけられていない｡ A社職長と基

本的に似通った経路をたどって能力が養成されているものの, A社はど順調には進んでい

ないといえる(第2章第2節)28｡

第3章では日本自動車メーカーA社,第4章ではタイ現地法人B社を事例にして,この

枠組みを用い･現場監督者の養成過程を分析するためのデータを収集する｡

l第1章で触れたように･本研究では｢仕事内容｣を｢能力｣の代用変数とする｡しかし,

先行研究との整合性を保つため,ある仕事を担当していることを｢00能力を持つ｣と表

現する｡したがって実際には, ｢教育訓練の成果として,新たに特定の仕事を担当できるよ

うになる｣という過程を分析対象にする｡

2筆者が1998年6月, A社と系列部品メーカー2社の人材育成に関するヒヤリング調査を

行ったときにも,同様の概念を用いていることが確認できた｡

3佐藤は以下のように述べている｡問題解決能力とは｢問題発見や問題形成において不可

欠な能力｣である｡また,その核心は｢物事の本質をつかまえ,これを言葉で表すこと｣ ,

すなわち｢抽象化能力｣である(佐藤1987, p.6)｡

4 A社の能力3類型は, Katz(1974)の研究成果を応用したものである｡ただし,両者は以

下の2点で異なっている｡まず対象者が異なる｡ Katz札マネージャー以上の淑位を対象

としていた｡また, Katzはtechnical skill(Tスキル), conceptual skill(Cスキル), human

skill(Hスキル)という呼称を用いていた｡ Cスキル札問題解決能力と異なる概念である｡

例えば企業の戦略を策定する際に求められるような概念構成能力を念頭に置いている｡聴

位があがるにしたがって, Tスキル･ =スキル, Cスキルという順序で最重要とされる能

力が変わっていくと考えている｡すなわち,マネージャークラスではTスキル中心,昇進

とともにHスキルの重要性が高まり,役員クラスになるとCスキルが最も重視されるとい

うことである｡

日本の研究でも, Katzの原著を忠実に解釈した結果, ｢問題解決｣をTスキルの一部と

している例がある(林1998)｡本研究でも, KatzのTスキルの中にA社や佐藤のいう業務

遂行能力と問題解決能力の2つが含まれると考えることにする｡

5統合的能力の対象は｢不良と機械故障の発見,原因究明,対応｣ ,すなわち異常対応に

限られる｡これに対してA社の｢問題解決能力｣は,改善活動や新製品導入時のライン対

応･あるいは｢問題解決｣後の結果を通常の作業に反映させるための作業標準書の作成･

変更を含む｡これらは･ ｢問題解決｣に関わるという点で性格を同じくするとされるため,

ひとまとまりの能力として捉えられている｡

6十名(1996)は･ ｢(熟練)は『技軌についてのある一定の水準を表す言葉として一般に使
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われている｣と説明している｡

7この他の｢新しい熟練｣としては, ｢システム的知識と思考力｣が挙げられる｡十名は装

置型産業における熟練を念頭に置いて,米山(1978)の業績を継東して, ｢システム的な知識

と思考力｣の重要性を強調する(十名1996, pp.186-189).

一方で･旧来型｢基盤的技術｣を維持することの重要性を訴える立場もある｡ 1980年代

以降,主に中小企業におけるモノづくり技術の空洞化への危機感から論じられている｡旧

来型熟練が解体してしまうと,試作品製造など新製品の開発横能に支障が出るとするもの

である(加藤1992;閑1993;森1983)｡

8 ｢新しい熟練｣論への批判には, 2つの流れがある｡ ｢熟練の解体論｣と｢熟練の二分化

論｣である｡

まず, ｢熟練の解体｣については,田中(1984)が代表的な研究である｡ ｢熟練｣札｢現場

性｣, ｢経験性｣, ｢身体性｣を持つとする.この定義は,氏原(1966)が近代工場制の確立以

前にみられた熟練(-職人的熟練)の特徴として挙げた,憾伝性｣ r手工性｣ ｢万能性｣の

影響を受けている｡とくに, 3つの特徴のうち｢手工性｣の側面を強調している｡噸場性｣

と｢身体性｣は熟練が作業者に体化されてあり,例えばソフトウエアとは異なり,人間か

ら分離できないことに注目している｡こうした特性を持つからこそ, ｢経験｣を通じて習得

される必要がある｡以上の考え方札近代的工場制成立以後にもー定の手工的熟練が生産

現場で残っていたことを反映している｡
(

田中は, ME化が進展すると前述の定義に基づく｢熟練｣が解体すると分析している｡

司馬(1961)の｢熟練の三つの局面(検出･判断･駆動)｣の概念に基づいて,歴史的変化を

以下のように捉えている｡ ｢第一次産業革命期にはもっばら｢駆動｣局面についてのみ変化

が起こった　機械･設備の仕組みが複雑化し,理論や技術が高度化するにつれて,人間

労働の役割としてしだいに｢検出｣局面や｢判断｣局面が重要になり,ブルーカラー労働

者にも,単に身体的能力だけでなく,教育を基礎とした知的能力が求められるようになっ

た･-･･｣ (田中1984, p202)｡田中は｢知的熟練｣の存在を認めないのではなく, ｢知的熟

練｣の内容は｢熟練｣とは呼べないと考えているわけである｡

一方, ｢熟練の二分化論｣は,中岡(1971)が主事したものである｡ ME化によって,ごく､

少数の｢知的熟練｣労働者と大多数の未熟練労働者への労働の二分化が進むと指摘してい

る｡小池の知的熟練論を批判する野村(1993)ち, ｢二分化軌の流れにある｡ワーカーを半

熟練工･専門工を熟練工と区別する｡このことからも明らかなように,専門工のもつ｢熟

練｣をより重視する｡この立場から見ると,知的熟練静は｢低位多能工化静｣に過ぎない｡

生産職掛こおける熟練はオペレーターではなく専門工に蓄積される傾向がより強まると論

じる｡

9湯本は･知的熟練(-変化と異常への対応)を熟練の構成要素に含んでいない｡このため,
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作業者レ､ベルにおけるその重要性を評価していないと考えられる(湯本1990, p.97)｡

10永野(1984)の分類によると, ｢個人の生産性｣は1.意思決定･実行力, 2.テクニカル･

スキル, 3･部下の掃導･育成力からなり, ｢組織の生産性｣は1.情報共有, 2.企業へ

の帰属意識, 3.人間関係の効果からなる｡

11タイ法人2社(第4章のB社, C社),インドネシア法人1社を対象とした｡ B社にはヒ

ヤリング,他の2社には質問票への回答を依頼した｡機械加工職場を対象としたのは,第

1章のA社の例にもみられるように,比較的改善業務が現場に委譲されやすいといえるた

めである｡委譲されやすい環境において実態がどうなっているかをつかむことで,いわば

委譲可能性の最大値を明らかにすることができると考えた｡

12実際の改善の場面では,必ずしもr問題解決能力｣だけが求められるわけではない｡例

えば,人間関係能力の高い現場監督者は,低い現場監督者より成果を上げることができる｡

ただし本研究では,技術移転の対象となる能力に焦点を当てるため,人間関係能力を分析

対象から外すことにした｡

1989年に機械加工部門の操業を開始したコンピュータ部品メーカーと1995年に操業開

始した金型メーカーの2社からは,現地調査の泉諾を得られなかった｡

14これらの項目選定に当たっては,注2の調査でのヒヤリング結果を参考にした｡

15ここでは,便宜上, ｢異常対応に必要な能力｣と｢改善活動に必要な能力｣を分離可能

なものと扱っている｡ただし,異常対応の能力は改善活動の過程でも求められるものであ

る｡その意味では,改善に関わる能力の一部であると考えられる｡細かくいうと｢改善活

動に必要な能力｣の中に, ｢異常対応と改善活動の両方に応用可能な能力(発見,不良の度

因究明･対策,横枕故障の原因究明･対策)｣ ｢改善活動にのみ必要な能力(改善活動,新

製品導入への対応,作業標準書の作成･変更)｣の2種類があるといえる｡

Ⅰ6知的熟練論争で対象とされたのは,主にこの披械故障の部分であり,問題解決の一部に

すぎない｡その他の分野については,むしろ現場監督者の方が高い能力評価を得ている場

合もある｡

17この｢能力形成度｣に関して,保全工は班長と同等の水準であった｡保全工はその基幹

業務である`｢検械故障｣の揖数が低く出ている点が注目される｡

18教育訓練の企画業務も教育訓練業務のr思考の部分Jに当たる｡ ｢(OJTの場合) 『あ

る仕事を行うことが,その仕事に対してだけでなく,関連する他の仕事への訓練となる』

ためには,現場職長が部下の能力,適性,意欲などを勘案して,系統的に関連する職務を

与え訓練する｣ことが必要である(平沼, 1996, pp.131-132)｡このとき,現場監督者に求

められるのは直接揖導をする能力よりむしろ,教育訓練の計画と遂行状況を管理する能力

であるといえる｡

部下を教育掃導する能力を重視するのは平沼に限らない｡林悦子(1995),伊佐(1997)ち
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同様の主事を展開している｡彼らの力点も直接教育括導をする能力ではなく,教育指導の

企画管理能力にあるといえる｡

タイ法人では,こうした企画業務が表2-1 0に示す担当者に任されている｡現場監督

者が担当するケースは限られている｡直接生産部門のマネージャー,あるいは生産技術者

をはじめとする間接部門の従業員が多く,場合によっては日本人駐在員が担当している例

も見られた｡調査企業の中には,事前に目標を設定せず,見込みがある者には敢えていく

という方法,いわゆる｢成り行き管軌をとるケースもあった(T社, Ⅹ社)｡このため,

この種の企業では｢職場レベルの目標設定｣ ｢教育訓練対象者の選定｣が空柵になってい

る｡この他,立ち上げ期のため,そもそも多能工化に着手していないという例もあった(Y

社)｡

これに対して日本の自動車メーカーA社では,職長(現場監督者)がO ∫ Tの対象者や対

象作業･工程の決定権限を持つ｡このとき,主任の蕃査,マネージャー(課長クラス)の柔

認も必要とする｡といっても,主任が聴長の決定に異を唱えることは極めて異例であると

いう.｡マネージャーにいたっては, ｢完全に職長に任せている｣ (A社マネージャー)｡ off･

JT,資格の管理については,他の職場とのバランスを考慮に入れるという観点から,主

任レベルの関与がある｡しかし,この場合も職長の能力が不十分であるからではなく,管

理上やむを得ない理由があるための関与である｡

同時期(1998年10月)に行ったA社系部品メーカー5社へのヒヤリングでも,社内に存

在する教育訓練の企画業務が,現場監督者クラスに任されている点で, A社と変わりなか

った｡

19業務遂行は作業標準に即して仕事を進めることを意味する｡ただし,常に問題解決より

業務遂行の方が容易であるとはいえない｡標準化された作業であってち,その内容を理解

するのに高度な知識を求められるケースもある｡この場合,問題解決より高い能力が必要

になる｡

20Z社の車体職場では,粧長への昇進に際して,異常対応能力のレベルを重視している｡

この職場には,班長候補者を明確にする慣行があり,異常対応能力を計画的に身につけさ

せている｡一般作業者は無理としても,班長クラス以上は異常に対処できるようにしよう

という方針がはっきりと打ち出されている｡.これは,一般作業者が異常対処能力を身につ

けようとする際の励みになっていると考えられる｡

-zl第1章第4節(3)で触れた｢聴長試験｣は,管理能力の評価に重点が置かれていると考

えられる｡しかし,石田ほか(1997)では,このことに関して詳しく言及していない｡

22ただし,このときOJTとoff-JTを独立した変数として扱うわけではない｡ off-JTは

OJ Tの内容を体系的に整理する(小池1991, p.171藤村1998, p.158-161),もしくは

新しい内容を習得するにしてもO ∫ Tで培った基盤を前提として行うものと位置づける｡
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したがってoff-J Tは,原則としてOJ Tの進行状況に合わせて実施されると考える｡

23今回の調査事例となったタイ日系企業と比べると,むしろ現地資本の大企業の方がより

体系的な人的資源管理システムを持っている(スックタ-ウォン1994 ;末席1997)｡

24先行研究でも,現場監督者の類型化を試みている｡ Loweによると,環境要因,とくに

生産方法によって現場監督者の役割が決まるとする｢コンテンジェンシー決定論｣ (perrow

1970 ; Woodward 1965)と企業の施策によって影響を受けることを重視するr戦略的な現

場監督者役割決定軌(child and Partridge 1982; Thurley and Wirdenius 1973)とに大き

く分けられる(Lowe 1995, pp.24-34)｡

25初期条件の違いは,採用可能な養成方法に制約を与えると考える｡

26日本企業の海外生産拠点で,現実に｢多能現場監督者｣を養成することは容易でない｡

進出先で人材が育っていなければ,権限を委譲することはできない｡このとき,改善案の

構想や改善目標の管理は,現地の管理者や技術者,場合によっては日本人駐在員の手によ

って行われると想定される｡企業内の人材のやりくりによって, ｢改善活動｣という生産管

理方式の維持を図るわけである｡しかし,長期的に管理水準の維持･向上を図るためには,

現場監督者が｢多能現場監督者｣に近づく必要があることに変わりはない｡その意味で｢多

能現場監督者｣を長期的目標におくと考える｡

2了教育訓練内容に関する記述が比較的乏しいため,他の2つの事例ほどの確証を持ってい

るわけではない｡

28英米大量生産方式下の現場監督者は,入社以来, 2つの能力ともに養成が進んでいない

と考えられるため,記述から除外した｡
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表 2 - 1 . A 社 の勤務能力評定要素表(主任以下)

評価要素 観察事項 評価点

T 能力 職能要件書に記述された各職

5 大幅に基準を上回つており､ 上位級

の能力もかなりの程度有している

4 基準を上回つており､上位級の能力

(業務遂行能力) 能要件は､ 満足されているか○

(職務知識､ 技能､ 技術)

も若干有している

3 基準通りの能力を有している

2 基準を下回つている

1 大幅に基準を下回つている

C 能力 同 ■上 同 上

(問題解決能力) (理解●判断力､ 企画●創造力)

H 能力 同 上 同 上

(人間関係能力) (折衝●説得力､指導●統率力)

出所:石田ほか(1997)p.117

表 2 - 2 . A 社 職 長の職 務遂 行能 力要件

職長 :卓越 した技能者

T 能力 ● 職場の作業全般にわたり､ 作業行動､ 作業方法につき作業者に指導

(業務遂行能力 ) できるレベルの技能を有 している○

● 職場の作業設備や環境を点検し､ 基準が維持できる○

● 職場目標達成のための､ 実行計画の立案ができる○

● 特定作業に関 して､ 顕在化 した極めて高い技能を有 している

C 能力 ● 生産目標､ 標準作業の目標､ 標準を設定することができる○

(問題解決能力 ) ● 職場内各種の問題 (労務､ 安全､ 品質､ 工程など)の改善､ 解決が図

れる○

H 能力 ● 職場のリーダーとして､ メンバーを把握､ 統率するとともに､ 指導､

(人間関係能力 ) 育成､ 評価が的確に行える○

● 職場のチームワークを整え､ モラールを高めることができる○

● 関連職場と協働でき､ かつ､ 主任を補佐することができる○

出所:石田ほか(1997)p.11Oより作成
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図2- 1.現場監督者の能力形成に関する段階モデル

勤続年数
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表2-3.現場監督者に必要な能力;先行研究の整理

職位 入社 作業者 ′ 現場監督者

その他近代産業で働く

基本的能力

業務遂行能力 問題解決能力 人間関係能力

石田(1997) 業務遂行能力 問題解決能力 人間関係能力

(職務知識､ 技能､ 技 (理解 ●判断力､ 企画 ● (折衝 ●説得力､

柿) 創造力) 指導 ●統率力)

局(1994) 基本的技能 統合的技能 組織的技能

小池(1991) 作 :幅広い経験 作 :知的熟練

(異常への対応)

山本(1994) 作 ‥多くの職務に習熟

作 :前後の工程との閑

連に通暁

プラン ト全体の機械

装置機構､ 操作方法､

化学反応の知識

作 ‥機械設備機構の知

我と修理

作 :異常事態ヘの対処

標 準作 業 手順 の作

成 ●改訂

辻(1989b) 作 :集団的熟練

沢田(1994) 作 :社会的熟練 作 :手工的熟練､ 知的熟練

湯本(1997) 作 :組織的熟練 幅広い仕事能力 QC ●改善能力 職場集団の統率

力

日本多 国 基本的技能 作業標準設定や改善 丁自律的｣ な作業 部 下の■教育

籍 企 業研

究 グル ー

7 Y1993)

活動への関与 チームの リーグ

ーとしての役割

職場間の連携

訓練

尾高(1997) 職業人としての

基本的特性

｢うで｣ の善し悪し､ 知的素養

注:局(1994)の能力形成段階モデルに基づいて整理した｡作:駄作業者に求められる能力として挙げら

れたものである｡

出所:筆者作成
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表2-4.粥査企業の株安

事業 機械加工 ォ# & 日本側 生産額 従業負数(人)

主要生産品目開始年 開始年 (百万 出資比率 (98′1-6, 全 横根加工

(年) (年) 八●●ツ) (% ) 百万八●●ツ) 従業員 部門

R 社 1965 1965 220 4 1 2,700 1,306 2 1 扇風機●ホ●" .用部品

S 社 1975 1975 78 49 187 325 10 5 自動車エンシ●シ用ビ朴ン

T 社 1964 1986 300 70 64 540 9 トラ.}ク用タラ.}チ∧ウシ�"# �"

U 19 88 1988 775 73 26

100

114

120

75 金型

社 1992 1992 43 80 86 自動車用トランスミ.)ション,ギア

Ⅴ社 199 1 199 7★ 54 100 10 7○レス金型

W 1997 1997 300 63 18 1 328 80 カ.エアコン用コ" .レツサ●部品

社

Ⅹ社

Y 社

1997 1997 90 72 44 2 7 金型用へ●●ス

注: *は事業開始以来,金型保全作業を通じて横根加工関連の技能が養成されている

出所:筆者が実施した集計票調査(1998年7月)､現地ヒヤリング調査(1998年10-11月)の結果を基に作成

表2-5.現甘藍督着の展性

タイ法人 日本親会社

最終 * * 昇進時 作業者 最終 年齢 昇進時 タイ法人監督者と同

学歴 勤続年数 経験 学歴 勤続年数 勤続年次の聴位

R 社 中学 32 13 あり -

43 2 5

ベテラン作業者

S 社 小学●中学 35 20 あり 高校 社長

T 社 小学 40 ll あり 高校 42 24 班長

U 杜 高校●高専 32.5 9 あり 高校●高専 40 22 疲長

Ⅴ社 高専 30 7i5 あり 高校 48 20 班長

W 杜 高専 30 7 あり 工業高校 27 8 粧長

Ⅹ社 高校以上 28.6 1 なし 高校 40 20 作業者

Y 社 小学●高校 26 1 あり I 作業者

注: Ⅹ社, Y社は現場監督者候補

出所:表2-4に同じ
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表 2 ⊥ 6 ● 日 本 人 駐 在 貞 が 評 価 し た タ イ 法 人 従 業 貞 の ｢ 間 鹿 解 決 能 力 ｣

作業者 へ○テラン作業者 班長 職長 主任 保全エ

Ⅰ発見 0.9 1●6 2●1 2●6 2●6 2●0

ⅠⅠ不良 0●4 1●1 1●7 2 ●0 2 ●3 1●2

Ⅲ改善活動 0●4 1●0 1●4 2 ●1 2 ●3 0●9

Ⅳ作業標準 0●3 0●6 1●4 1.8 2●3 0●6

Ⅴ新製品 0●3 0●7 1●3 1●8 2●1 0 ●9

Ⅵ機械故障 ■ 0●2 0●4 1●0 1●3 1●2 1●2

単純平均 0●4 0●9 1●5 1●9 2●1 1●1

注:10社分の単純平均｡各項目の評価基準臥｢作業できない｣ : 0点, ｢補助的作業を行える｣ : 1

点､ ｢中心になって作業できる｣ : 2点, ｢作業担当者に指導できる｣ : 3点とした｡

出所:表2-4に同じ

表2-7･日本人駐在貞が評価したタイ法人従業員の｢能力形成度｣

(同職種の日本人を100とした場合の指数)

作業者 へ寸テラン作業者 班長 職長 主任 保全エ

Ⅰ発見 53 67 71 86 85 81

ⅠⅠ不良 27 50 68 72 81 81

Ⅲ改善活動
～

29 35 61 68 70 57

Ⅳ作琴標準 35 4 1 53 62 72 52

Ⅴ新製品 33 50 60 76 76 58

Ⅵ機械故障 32 ■ 32 62 69 79 50

単純平均 3畠 46 63 72 77 63

注:親企業の日本人従業貞がタイ法人で働くと想定した場合の｢問題解決能力｣を100とおいて,タイ

法人従業員の能力水準を指数化した｡

出所:表2-4に同じ
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図2 - 2.昇進に伴う能力形成の比較(模式図)

出所:表2-4に同じ

表2 - 8.操業開始年代別にみたタイ法人現串監督者のr能力形成度｣

1960ー70 年代

操業開始

(2 社)

1980 年代～

90 年代初め

操業開始(4 社)

1997 年

操業開始

(2 社)

日本の親会社で働く現場監督者の能力を 100 とした場合

7 9 6 9 4 3の指数

日本の親会社で働き､ かつタイ法人現場監督者と勤続年

8 7 8 0 8 5数が同じ従業員の能力を 100 とした場合の指数

注: ｢能力形成度｣の算出方法は表2-7に同じ

出所:表2-4に同じ
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表2 - 9. Y社穀造ライン従業長の職務要件表

基本業務要件の定義 技能要件

初級ワーカー 指導を受けながら定型業務ができる 商品知鼓 測定方法の理廃

作業標準の理解 安全基準の理解

桟械操作の理解 作業伝票の理解

横根の点検知識 作業日報の理解

中級ワーカー 独力で定型業務ができる 簡単な図面が読める知故

指導を受けながら非定型業務ができる N C プログラムの知識

機械の点検 ●異常発見の知故

上級ワーカー 独力で非定型業務ができる 図面が読める知敢

N ■C プログラムの対応能力

簡単な横根故障に対応可能な知歳技能

チームリーダー 自部門の仕事に精通し､ 部下の指導監督 生産管理知故

(現場監督者) ができる 生産管理システムの理解

ユニットリーダー 自部門および部門間の仕事に精通し､ 指 生産管理の知識

導監督と部門間羽車ができる 原価計算知故

マネージャー 高度な専門知放と実務経験を有し､ 企画 工場経営の知識

立秦 ●経営判断ができる 材料に関する知鼓

出所: Y社社内文書を基に筆者作成

表2 - 1 0.タイ法人における教育訓練企画業務の担当状況

教育内容の決定 職場レベルの目標設定 教育訓練対象者の選定

R 社 生産技術者 生産技術者 生産技術者

S 社 日本人駐在員 日本人駐在員 ■ セクションチーフ､ク�"*-r w ー

T 社 課長､ 生産技術者 - I

U 社 マネージャー マネージャー､ フォアマン 日本人工場長

Ⅴ社 日本人工場長 日本人工場長 アシスタント●ヘッドチーフ

W 社 日本人M D ー -

Ⅹ社 - I -

Y 社 I 日本人社長 日本人社長

注:下線の職種名は現場監督者

出所:表2-4に同じ
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表2- 1 1. ｢問膚解決能力｣を必要とする仕事内容の整理

問題解決能力を必要とする仕事内容(予備調査の対象項目) 改善活動に必要な仕事内容

●発見 日視による不良の発見

境械の発熱異音

●不良の原因究明と対策

人的要因に関する対応

械械工具類に関する対応■

加工方法に関する対応

材料に関する対応

●桟械故障の原田究明と対策

プログラムに関する対応

他の電気的な原因に関する対応

械梼的な原【引こ関する対応

油圧 ●空圧の原因に関する対応

異常対応 改善策の実施

●改善活動 作業者の作業時間短縮

横根のサイクルタイム短縮

●新製品導入ヘの対応

工程能力指数確保のための対応

段取り時間短縮のための対応

●作業棟準書の作成●変更

改善 改善案の構想

Q D C (品質●納期●原価)日額の管理 改善日棲の管理

出所:筆者作成
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図2 - 3.改善の各手順で必要とされる能力

管理能力

改善構想能力

改善実施能力

管理能力

人間関係能力

出所:筆者作成(改善の手順は,細谷(1984)p.123を引用した)
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表2 - 1 2. A社境枕加工液串における技能管理表(一部)

レベル
転有技能

具体的内容

A 尊ポイントをマスターし,指導できる 記B C 額域の作業および指導

B 異常処置作業ができる 手直し,チョコ停の復帰,ロボット調整等

C 示通りの作業ができる 段替え,加工作業等

社 長

氏 名

業 名 ′工 程 名

素 材 投 入 装 置 ユ ニ ッ ト 1 ユ ニ ッ ト 2 浄 装 置 1

C B A B C B A C B A

1

2

3

4

5

6

7

8

;■〉

9 5 ョ≡ー
=√∴=

}…へ 神祇==
Sit

≡野 や:

Ft=封姦li汚三i…≡■こ…i…言
9 5 0 4

9 7 <K

ー9 5 0 三■■J

9 8 1 0

:●■〉
>=,-i

=､●
←◆‥′■,=

㌢rウ■

H H H ra n t

9

9

1 0

≦■■◆王室■⊆■≒てJ=-≡

9 8 1 0

=:■′}=■

γ■■一■◆:
‥■■､=■
=■■､ 9 8 1 0

､ ㌣■■

9 1 0 9 8 1 0 9 8 1 0 9 8 1 0

注: A, B, C柵の数字は技能習得の計画年月を示す｡灰色の部分は習得済み

出所: A社社内実科を基に筆者作成
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図2 - 4.現場監督者の能力評価の類型化

改
善
構
想
能
力

管理能力
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図2 - 5.本研究の分析枠組み

企業内教育訓練

●職務経験

●研修参加経験

A.改善構想能力

物理量ベースの目標を達成するために
標準化を前提とした問題点を把握し
改善策を構想する能力

B.管理能力

原価ベースの目標を物理量ベースの目
標に展開,それを基に改善計画を作成
し管理する能力

｢現場監督者の4類型｣による評価

1. ｢定常作業現場監督者｣
A, Bともに低い
2. ｢改善アイディアマン｣
Aのみ高い
3. ｢改善目標の管理者｣
Bのみ高い
4. ｢多能現場監督者｣
A, Bともに高い

出所:筆者作成
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図2 - 6.宅甘藍督者の能力養成過程の分析

改
善
構
想
能
力

管理能力
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出所:筆者作成



第3章　日本自動車メーカーにおらナ.ち

現場監督者の養成プログラムと令旨力評価

前章の分析枠組みを用いて･筆者は日本とタイの自動車メーカーで現場監督者の養成方

法と能力に関する調査を実施した｡このうち本章で札日本の自動車メーカーA社で行っ

た調査結果について述べる｡次章で取り上げるタイの現場監督者にとって,･ A社の事例は

モデルと目される｡本章で札｢モデル｣の実際を明らかにし,タイの事例の長期的な目標

となる水準を明らかにすることを目的とする｡

まず,調査の方法と内容を説明する(第1節)｡

次に･職務経験に関する調査結果を紹介する｡ここで札ライン職場のみでキャリアを

積んだ｢たたき上げ型｣と,専門工をはじめとするスタッフ経験を持つ｢スタッフ経験型｣

が存在することに注目する(第2節).一方,研修について札中堅技能工向けの｢実践技

術研修｣と職長1候補者向けの｢職長級強化研修｣を取り上げる｡前者では｢改善構想能力｣,

後者では｢管理能力｣の養成を目的としているとまとめる(第3節)｡

養成方法に続いて･職長の｢改善構想能力｣と｢管理能力｣の評価を行う｡まず｢改善

構想能力｣は･以下のように評価できる｡質問票への回答によると, ①問題点の把握, ②

改善策の考案, ③標準化のうち, ①はスタッフ, ②③は職長が中心的役割を果たしている｡

ただしヒヤリングでは･職長は部下の教育訓練を行うという見地から,実際に考案を行わ

ず部下に援助する立場にあるという結果が得られた(第4節)｡

｢管理能力｣は,原価ベース目標の物理量ベース目標への展開と, ｢星取り活動｣ rTP

M｣といった運動をはじめとする物理的な目標の管理で,中心的な役割を果たしていた(第

5節)｡

また,研修内容と能力評価を通じて, ｢たたき上げ型｣と｢スタッフ経験型｣の間には目

立った違いは見られなかった｡キャリアの違いに関わらず,職長に必要な能力が形成され

ていることが分かった｡

第1節　調査の方法と概要

(1)調査対象企業

前述のとおり,日本の自動車メーカーA社を対象とした｡筆者は既に,同社の機械加工

職場で調査の経験があった2｡他の自動車メーカーより比較的事情に詳しいこともあり,改

めて調査への協力を依頼することにした｡
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第1章で紹介した石田ほか(1997)のA社についての研究では,既に方針管理･改善活動

における職長の役割や養成方法について触れられている｡しかし,同調査で実際にヒヤリ

ングを行った職長は2名であった｡このため,より多くの職長から情報を得ることによっ

て,石田ほか(1997)の内容を再検証する点で意義があると考えた｡さらに, A社は1970

年代に｢リーン生産方式｣を採用し,日本国内でも比較的対応が進んでいると評価されて

いる(恥mack et al. 1990)｡タイをはじめとする国外の企業がモデルとするのに適当な事

例であると考えられる｡

(2)質問票調査の方法と内容

1999年7月-8月,自動車メーカーA社本社工場において, ｢職長の生産管理能力習得

に関する調査｣を実施した｡ヒヤリング調査を含め, A社における調査の概要は表3- 1

のとおりである｡まず, 7月下旬に, 3種類の質問票3を,それぞれ直接生産部門の職長,

マネージャー(課長クラス),部教育担当者に配布した4｡ 8月上旬に札配布した全質問票

に対して,回答を得ることができた｡

質問票A ｢職長の生産管理能力習得に関する調査｣

直接生産部門の職長(現場監督者)を対象にした｡機械加工,プレス,車体,塗装,ユニ

ット組立,最終組立,各部門5人ずつ,合計30人に質問票を配布し,全員から回答を得た｡

関連する課における職長の総数は120人であった｡質問回答者の選択は企業側に任せた｡

部門別に見ると,機械加工部門では6人中5人,最終組立部門では40人中5人が回答した

ことになる(表3-2)｡職長の一般的候向を把握するには,不適当な選定方法であろう｡

今回の調査では,各部門について一定数以上の回答数を得ることを目的としたため,この

ような方法をとることにした｡

質問内容は, ①担当職場の概要, ②重視する日常管理項目, ③日常管理項目｢管理サイ

クル｣の担当状況, ④生産管理手法の利用と関連帳票類の作成に関する担当状況, ⑤社内

職務･訓練経験, ⑥仕事の動機付け要因, ⑦個人の属性の7項目に大きく分けられる｡

このうち能力評価に用いる③④について,質問作成上,気を配った点を詳しく述べたい｡

まず③は, ②で挙げた｢重視する日常管理項目｣のPDCA5管理サイクル各段階をだれが

担当しているかを調べた｡質問票に札職長以外に｢部下｣ ｢上司｣ rスタッフ｣という選

択肢を設けた｡なぜなら,職長が担当しているかどうかだけを調べたので軌職長が担当

能力を備えているかどうか判断できないためである｡例えば, ｢部下｣が行う場合は,一般

的に職長は能力を持っているが,権限を委譲していると考えられる｡これに対して｢上司｣

や｢スタッフ｣が担当している場合は,職長の能力が不十分であると見なすことができる｡

④でも, ③と同様の選択肢を設けた6｡前述の③と同様のねらいからである｡また,生産
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管理手法･関連帳票類の選定に当たっては,現場監督者向け実務書を参考にした(絵で見て

分かる工場管理･現場用帯辞典編集委員会編1998 ;実践経営研究会監修1990 ; 1991 ;実

践経営研究会編1996)｡第2章で紹介したタイ日系製造業における予備調査用質問票の作

成に当たっては,日本企業へのヒヤリングを参考に,問題解決能力を評価するための項目

を選定した｡しかし,目標管理関連の項目を加えないまま,質問票調査に臨む結果になっ

た｡このため･今回はより網羅的に項目を選定することを目的として,複数の実務書から

関連する内容を採用することにした｡

質問票B ｢直接部門における方針管理の実際に関する調査｣

質問票A回答者の上司に当たるマネージャーを対象とした｡各部門1人,ただし機械加

工とユニット組立は1人のマネージャーの管理下にあるため,合計5人に質問票を配布し,

全員から回答を得た｡

質問内容は･ ①管理範囲(｢課｣)の概要, ②職位別日常管理項目, ③職長の動機付け要因

からなる｡ ②で札マネージャー･主任,職長,班長,作業者の各職位にスタッフを加え,

日常管理項目の違いを確認することを目的とした｡また,各項目を管理するために必要な

生産管理手法･関連帳票類についても回答を求めた｡

質問票C ｢職長･同候補者向け教育訓練に関する調査｣

各部教育担当スタッフを対象とした｡機械加工とユニット組立,プレスと車体,塗装と

最終組立札それぞれ同一部内に組織されている｡このため合計3部門,各1人に質問票

を配布し,全点から回答を得た｡

(3)ヒヤリング調査の方法と内容

質問票回収のおよそ2週間後, 8月20日に, A蔵本社工場においてヒヤリング調査を実

施した｡機械加工･ (エンジン)ユニット組立,プレス,車体,塗装,最終組立の各部門1

人･計6人の職長,マネージャー3人,教育担当スタッフ2人に対するヒヤリングを実施

した｡ここでは,質問票では触れなかった内容について述べる｡

まず,聴長に対し七は,改善活動の具体的事例, ｢星取り活軌rTPM｣といった部門

を挙げて改善を進めていくための仕組みについて聞いた｡マネージャーに対しては,原価

を統合指標とする方針展開･改善活動の進め方,その際のマネージャー,主任,職長の役

割分担について確かめた｡また･教育担当スタッフに対しては,過去と現在の研修プログ

ラムに見られる相違点･全社規模の研修への教育担当スタッフの関与状況について質問し
た｡
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第?節　職長昇進前の職務経験:たたき上げ型とスタッフ経験型

(1)組織構成

調査対象である職長の経歴を分析する前に,まずA社生産職場の組織についてまとめた

い｡ここで駄本社工場第1エンジン課の組織編成を例に挙げる｡まずマネージャーが課

全体を統括する｡マネージャーの下に記してある副主任は安全管理を担当し,係には属さ

ない｡課の下に係があり,主任が統括する｡この課には,機械係と組立係の2つがある｡

機械係はエンジン部品の機械加工を行い,組立係では機械係で加工した部品等をエンジン

に組み上げる｡課の下に事務所と生産聴場がある｡事務所は生産ラインと同じ建屋内にあ

り,品質･設備,進行等を担当するスタッフが常駐している｡職長は,生産ラインの各職

場を管理･監督する｡表3-3で私淑場名に生産品目やライン番号を用いているが,職

場に関する帳票類では｢鈴木職場｣ ｢佐藤職場｣といった具合に,職長の名前が用いられる｡

また,職長名に重複があることからも分かるように,複数の職場を担当する職長も少なく

ない｡

表3-4では,表3-3と同じ第1エンジン課の人員構成を示している｡職長は間接工

に分類される｡このことは･直接作業には原則としてタッチせず,管理･監督業務に専念

する役職であると公式に示されていることを意味する7｡職長の下には職長補佐,班長,さ

らに作業者という職位がある8｡

(2) A社内での職務経験

次に,職長の社内職務経験を図3-1,図3-2にまとめた｡図3-1は,個人別に職

務経験をまとめたものである｡ここでは事務所スタッフをはじめとして,ラインから離れ

た業務9に就いている期間の背景を灰色にした.スタッフ経験のない｢たたき上げ型｣職長

は･全員が職長補佐の経験を持つ｡ ｢スタッフ経験型｣の中に職長補佐を経ずに職長職に昇

進しているケースが少なくないのとは異なっている｡職長補佐職は,たたき上げ従業員に

とって職長の準備段階に位置づけられている｡これに対してスタッフ経験者は,スタッフ

としての経験を積むことで職長に昇進するための一定の要件を満たすと見なされている｡

また,スタッフ経験者も作業者経験を持っていることを確認しておきたい｡

図3-2では,こうした状況をフローチャートの形でまとめている｡職長へのキャリア･

/てス札一般的に次のようにいえるだろう.作業者としてキャリアを出発し,直接作業の

経験を一定の期間積む｡その後,スタッフへの道を歩むか,あるいは班長,職長補佐へと

ライン内の括導エとしての仕事を経験するかに分かれるものの,最終的には職長へ昇進す
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る｡ただし･昇進までにかかる年数は一様でない(図3｡¥
o)｡調査対象とした職長の間で

も･15年未満で昇進した例から30年以上を費やした例まで,実に15年以上の開きがある

ことが分かる｡職長への昇進を決定する際に,あるいはそれまでの様々な昇進の段階全て

において,年功よりはむしろ実力主義による選抜が行われていることが窺える｡スタッフ

経験型とたたき上げ型に分けてみると,目立った違いは見いだせない｡あえていえば,ス

タッフ経験者はやや昇進が遅い傾向にあるといえるかもしれない｡

以下,ヒヤリング結果から,具体的な事例を紹介する｡まず, ｢たたき上げ型｣のキャリ

アを積んだケースについて見てみよう｡

エンジン組立職場の職長B氏は,エンジン内部,外部,物流,手直し,着火(検査)とい

う係内の全ての職場を経験している｡

｢入社から12年間作業者だった.この間,多くの車種のラインを経験し,エンジンの内

部･外部両方の組み付けにも携わった｡その後手直し職場に配属された｡続いて大型車職

場の班長になった｡物流職場と合わせて4年間班長職にあった｡その後,職長補佐になり,

スポーツ車職場に配属された.さらに,エンジンの着火検査を行う着火職場の職長代行に

なった｡ 2年目からは職長に昇進,また2年後に,スポーツ車のラインに職長として戻っ

た｡現在の小型車エンジン組立職場の職長になって1年4カ月になる｡職長に昇進してか

らは5年経った｡｣

ライン職場に分類されているといっても,物流,手直し,着火職場札純粋な直接生産

部門とはいえない｡大量生産方式下であれば,それぞれの職場に専門の従業員が配属され

るためである｡その意味では,ジョブ･ローテーションを通じて,専門工的能力を形成す

ることができたと考えられる｡また, ｢課内の初めと終わりの工程を経験したことによって,

前工程である機械加工や後工程である車両との折衝経験を持つことができ,他部門との折

衝能力を培うのに役立った｣ (以上B氏)｡

B氏ほど多種ではないが,塗装職場職長のE氏もジョブ･ローテーションを経験してい

る｡

｢入社から10年間は上塗り職場で手吹き塗装作業に携わっていた｡塗装の最後に赤や白

といった色を塗る工程である｡指定された部位を塗っていく作業が中心で,あまり作業者

の裁量は求められない仕事だった｡続いて手直し職場に移った10｡ここでは,研ぎから仕

上げまで全ての作業をこなさなければならなかった｣｡ 10年間の上塗り職場での経験の中

で,基本的な技能を身につけた上で手直し職場に異動するというキャリア･ ^･スが存在し

ていたと考えられる‖｡ ｢手直し職場に2年在籍した後,再び上塗り職場に指導工的立場の

作業者として戻った｡ 1年後には手直し職場の班長に昇進した｡その後,流通センターに

出向したが,そこでもやはり手直し作業に従事した｡ 1年で工場に戻り,出向前の職場で2

回目の班長を務めた｡さらに,職長代行時代を経て,職長に昇進した｡現在,職長になっ
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てから4年目である｣ (以上E氏)｡

作業者としてだけでなく･職長に昇進するまでのそれぞれの職位で異なる性格を持つ職

場へのジョブ･ローテーションを経験していることが分かる.ただし,これが全体的傾向

であるというには少々問題がある｡ B氏はこう述べている｡ ｢同僚を見回してみると,自分

のように様々な職場を経験している例が多数派とはいえない｡ 1カ所だけを経験している

人の方も多いと思う｡こうした人は慣れない職場に移ることに対して消極的な態度をとっ

ている｡特に, 50代になるまで1つの聴場で経験を積んだような場合には,新しい職場に

移ることに対して二の足を踏むのは分かる気もする｡ 40歳前後で比較的若い間に昇進する

人は,自然に複数の職場を回ることになる｣｡

続いて,スタッフ経験者の事例を見る｡機械加工職場の聴長A氏は, 20年間作業者を経

験した後･事務所スタッフに｢抜擢｣された.国家技能検定に合格していたことや, ｢たま

たま品質に問題の多いラインに配属されていて,品質の向上に積極的に取り組んでいたこ

とを評価していただいたのだと思う｣ (A氏)｡

｢スタッフの在任期間が4カ月と短かったせいもあるが,利用した生産管理手法等,基

本的には作業者時代の延長線上で仕事を進めることができた｡ただし, 1つのラインのこ

とだけ考えておけば良かった作業者時代とは異なり,様々な条件を考慮に入れる必要のあ

る点がスタッフの仕事の特徴といえる｣ (A氏).品質管理を専門に行うスタッフは,経験

を積めば管理手法等もより高度な内容に進むものと考えられる)2｡ただし,スタッフにな

った時点では,作業者時代の延長線上の能力で,十分に仕事を進められる｡すなわち,少

なくとも一部の作業者が･日常業務を通じて一定の品質管理能力を形成しているといえる｡

その後,職長補佐への昇進含みでライン作業者に戻った｡ 1カ月後には職長補佐に昇進

し, 1年2カ月の在任期間中6カ月の｢生産技能研修｣に参加した｡ ｢班長の経験がなく職

長補佐になるケースは珍しい｡スタッフ経験,作業者取り組みが評価されたのだろう｣ (A

氏)｡

限られた事例ではあるが･車体職場職長のD氏のようにスタッフ中心のキャリアを積ん

でいるケースもある｡ D氏は中学卒業後,技能者養成所に入り3年間,養成工として過ご

した｡修了後は車体試作工場に配属され　3年間経験を積んだ｡当時,車体部門では,養

成所の修了者はまず試作工場に配属されることになっていた13｡続いて,大型車の組立ラ

インに移り･ 5年間在籍した｡この間,普通車の新ライン立ち上げに参加した｡続いて改

善班の作業者になり, 3年間在籍した.改善斑では,溶接や組付けの自動化を進めるグル

ープに所属した｡その後,大型車の組立ライン班長として直接部門に戻った｡ ｢この頃,ラ

インにロボットが入りはじめたところで,ロボットの勉強を兼ねてラインに戻った｣(D氏)｡

5年間の班長の後,車体ラインの事務所スタッフとなった｡ 10年間の在籍中,品質と稼動

を担当した｡また･この間,延べ6カ月にわたる中堅技能社員教育に派遣された｡職長と

して在職6年で･ 2つの職場を経験している｡ D氏の場合,入社してからおよそ半分の期
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間はスタッフとして勤務してきたことになる｡

ヒヤリング事例の職長はゝ ｢たたき上げ型｣ ｢スタッフ経験型｣に限らず職務経験を積む

中で,問題解決に関わる業務を担当してきたことが分かる｡

第3節　統一研修プログラムの実施

A社の技能系社員向け研修の体系は,既に第1章で説明済みである｡こ･こでは,石田ほ

か(1997)の調査時以降に起こった変化について, ｢実践技術研修｣と｢職長級強化研修｣の

2つの研修を取り上げて説明する74｡

(1)実践技術研修

第1章で確認したように,中堅技能者への｢実践技術研修｣は従来の同レベルの研修と

比べ, ｢課題解決(問題解決･改善)｣に関わる内容が重視されている｡一定の専門知識や管

理手法の習得は既に終えていることを前提として,それらを具体的な場面でどのように実

践するかに力点が移っている｡この研修を通じて,職場における｢改善構想能力｣を高め

ることを目的としている｡今回の調査では,この特徴がさらに強まっていることが確認で

きた｡

1999年度は7カ月間の全日制で,研修時間は1160時間であった｡具体的には以下のよ

うなカリキュラムをとっている｡

･体験学習104時間
･実践課題活動528時間
･管理手法講座200時間

･技術技能選択40時間
必須288時間

うちグループ課題活動392時間,個人課題活動136時間
うち人間関係68時間,品質管理32時間,原価管理16時間,
準備管理44時間,改善の進め方40時間

うちコンピュータ32時間

石田ほか(1997)で紹介した際には,総研修時間816時間,うち修了課題(現在の実践課題

活動)160時間であった｡総研修時間が344時間増えているが,実践課題活動関連は368時

間増と総増加時間以上の伸びを示している｡実践課題活動の増分は,グループ課題活動の

創設に当てられている｡個人課題活動(旧･修了課題)は,出身聴場の実務課題解決を目標

としていた｡これと異なりグループ課題活動では,研修の実施主体である人材開発部が社

内の各部署から改善課題を請け負い,それを研修生に割り振っている｡現場では, ｢研修生
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に頼むといいモノができる｣と評判になっているという｡

また,現在の管理手法講座は従来,技術技能講座の必須科目に位置づけられていた｡こ

の必須講座のうち｢機械工学基礎｣以外の科目が管理手法講座に移り,さらに｢人間関係｣

が加えられ, 200時間になっている｡さらに,技術技能講座のうち,必須科目の割合が大

幅に増えていることも注目される｡

(2)職長級強化研修

一方･職長候補者向けの｢職長級強化研修｣ (表3-5)では,従来と比べて｢業務計画｣

の作成に重点が置かれている点が特徴的である｡この｢業務計画｣の作成に当たっては,

職場の責任者として課題と対策を具体的に整理し,個々の内容を職場レベルで統合する能

力が求められる15｡ ｢管理能力｣を必要とすることを意味する｡

研修参加への推薦を受けるには,以下の3つの条件を満たさなければならない｡ 1. 35

歳以上, 2･職位が職長補佐以上, 3･職級は5級以上である｡事実上, ｢実践技術研修｣

の修了者であることも条件になっている｡

1999年は, 2月中旬から9月中旬までの8カ月間で144時間のコースを実施した｡か｣

キュラムは全員共通で, 66人が参加した｡従来は｢職長強化研修｣として,現職の職長が

参加していた｡ところが,職長になって間もない時期に職場を離れることが問題とされ

職長への昇進候補者に対して研修を行うように変わった｡

｢職長強化研修｣では,品質管乳原価管理, I Eといった生産管理手法や, TWIが

カリキュラムに採用されていた｡こうした内容に札現在でも112時間を費やしている｡

さらに改訂後には, ｢職場の課題｣として業務計画作成が加えられた｡新たな研修を通じて

方針管理･目標管理能力を高めることが目標とされている｡ ｢職場の課題｣には, 32時

間(4日×8時間)が費やされる｡参加者は事前にテーマを考えて,業務計画作成のスケジ

ュールを立てておく｡実際の研修では,グループディスカッション形式で,お互いの研鏡

のための意見交換を行う｡ ｢直すべきこと,伸ばすべきことを整理することを主な目的とし

ている｣ (A社教育担当スタッフ)｡異なる部門の出身者からグループが編成されるように

配慮しているという｡この成果に基づいて業務計画を作成し,プレゼンテーションを3回

行い,修正を経たうえで計画を完成させる.評価は人材開発部の担当者,受験者とは異な

る部門のマネージャーが共同して行う｡こうした研修を通じて,管理能力が形成されると

考えられる｡

前述の2つの研修は,実施主体である本社人材開発部がカリキュラムの内容を決める｡

部のレベルでは教育訓練内容について特別の意見を伝えることはない｡工場レベルの本部

単位で教育担当者がおり,そこで研修内容に関する要望を集約し,人材開発部に伝える体
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制をとっているという｡部が中心となって実施する教育訓練は,新入社員向けの導入研修,

フ･オロー研修程度に限られる｡高卒新入社員に対して,部がそれぞれ独自に計画を立て実

施している｡この他･人材開発部が行う研修への出願者の人選を行い,部単位で登録する｡

従って･技能系社員が職長に昇進するまでに参加する研修札全社共通の統一的プログラ

ムの比重が大きいといえる｡

2つの研修について述べたが,この研修だけで能力が形成されると主蛋するつもりはな

い｡ off-JTは･それまでにOJTで蓄積されてきた能力を節目に整理するものであり,

両者は補完的関係にあると考える｡とりわけ日本の生産職場のように体系的にOJ Tが実

施されている場合には･ ofトJ Tで教育訓練できる内容がOJ Tで形成された能力水準に

依存するといってよい｡実践技術研修が｢改善構想能力｣の形成に資するといっても,そ

の基盤には作業者時代から小集団活動を通じて習得された能力がある｡同じように,職長

級強化研修が｢管理能力｣の形成に資するといっても,班長や職長補佐として職長の仕事

内容に触れる経験があればこそ,研修効果が上がると考えられる｡

第4節｢改善構想能力｣の評価:生産管理手法に基づく体系的考案

前述のように本論文では, ｢改善構想能力｣を以下のように定義づける｡すなわち, ｢物

理量ベースの目標を達成するために･標準化を前提として問題点を把握し,改善策を考案

する能力｣である｡また,この能力は, ｢問題点の把軌｢改善策の考案｣ ｢標準化｣の3つ

から構成される｡ここでは,一連の作業が個人の｢センス｣ ｢ひらめき｣だけに頼って行わ

れるとは理解しない｡こうした要素の存在を否定するわけではないが,むしろ生産管理手

法を用いて体系的に問題点を絞り込んでいくこと,既存の改善経験を基に応用の余地を考

えるといった能力の占める比重が大きいと考える｡

質問票調査で札生産管理手法の利用･関連帳票類の作成に関する中心的な担当者につ

いて回答を得た(図3-4,表3-6,図3-5　図3-6,表3-7)｡質問項目とした

のは,改善活動を進めていく上で必要と考えられるものである｡ ｢改善構想能力｣に関連す

るの札｢標準作業｣ riECインダストリアル･エンジニアリング)｣ r品質管理｣ ｢納期･

量管理｣の各項目群である】¢｡

まず図3-4で札各項目群の中心となる担当者を見ているI7｡それによると,項目に

よって中心となる担当者が異なっていることが分かる.標準作業とI Eは,職長が中心的

な役割を果たしているといえる｡これに対して品質管理と納期･量管理は,スタッフとラ

イン職場従業員(職長+部下)が分担する格好になっている｡ ｢改善構想能力｣の構成要素と

対応させると･標準作業は標準化･ I Eは改善策の考案,品質管理と納期･主管理は問題

点の把握と･それぞれ関連が深い｡このことから,問題点の把掛まライン職場とスタッフ
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が分担し,改善策の考案,標準化は主に職長が担当しているといえる｡

続いて,これまでより細かく, 20項目それぞれについて中心となる担当者を分析した(義

3　6,原価管理を除く)｡全体的な傾向は4つの項目群の結果と変わらない｡ここでは,

品質管理と納期･主管理について若干の考察を行う｡まず,品質管理のうち,作業標準の

み職長が中心的な役割を果たしている｡作業標準は品質管理の一環として作成されるため,

品質管理手法･関連帳票類として分類した(実践経営研究会1991)｡しかし,その内容は単

一の工程について作業方法を示したものであり, -まとまりの複数工程について作業人

間･人員等を含め全般的に示した｢標準作業｣の一部と見なすこともできる｡その意味で

は,標準作業関連に分類することにも妥当性があると考えられる｡ QC7つ道具や新QC

7つ道具といった品質管理手法については,技能系従業員向け研修の科目にも挙がってい

る｡このため,職長が内容を理解していないとは考えにくい｡スタッフが関連資料を作成

し,職長はそれをユーザーとして利用するという関係が成り立っていると想定できる｡ま

た,納期･量管割こついて札スタッフが複数の職場間で調整が必要な項目を担当し,職

長は自職場内のみで業務が完結する項目を担当しているといえる｡

次に図3-4と同様の4項目群について,スタッフ経験型職長とたたき上げ型職長に分

けて結果を出してみた(図3-5　図3-6).結論からいうと,目立った善が存在してい

るとはいえない｡項目群別の中心となる担当者の分布も全体のデータと似通っている｡あ

えていえば, I Eに'?いてスタッフ経験型職長が,品質管掛こついてはたたき上げ型職長

がより多くの業務を分担しているといえる｡品質管理について札たたき上げ型が作業者

時代からQCサークル等の経験で一定の段階まで能力を高めるのに対し,スタッフ経験型

は品質管理とは異なる専門分野でキャリアを積む場合もある｡このため,たたき上げ型に

及ばない結果になった可能性が考えられる.また,スタッフ経験型はスタッフの仕事のや

り方をよく把握しているため･状況に応じてスタッフを上手に利用している場合もあると

指摘できる18｡より細かく20項目についても,スタッフ経験型とたたき上げ型の状況を全

体のデータと比較してみた(表3-7)｡その結果, 20項目中,実に17項目で主導的な役

割を果たしている職位が同じであったⅠ9｡このことからも,スタッフ経験型とたたき上げ

型の間に大きな能力の差はないといえる20｡

図3-7では,職場の日常管理項目について, ｢目標設定｣, ｢データ収集･整軌, ｢評価｣,

｢未達時の改善｣ 21という｢管理サイクル｣の各段階ごとの中心となる担当者を示した｡

本節と関連するの札未達時の改善である｡この段階は職長が担当すると回答した例が圧

倒的に多かった｡職長が改善活動の中心的存在であることを示している｡具体的な日常管

理項目は,表3-8に挙げた｡

以下,ヒヤリング結果から･改善活動がどのように展開されているのか具体的な事例を

紹介する｡

-73



車体職場職長のD氏は,問題点の把握から改善策の考案･実施までの流れを次のように

説明する｡ ｢日常の職務の中で重視している管理項目札1･後工程に不良を流さない, 2.

納期を守るの2つである｡具体的な問題点を把握するため,職長自身が日常管理項目に関

わる帳票類を作成する｡データ収集は作業者に任せるが,解析は職長が担当する｡例えば

｢この部分の打痕が多いから･重点的に対策を立てる必要がある｣といった具合に問題点

を絞り込んでいく｡問題点がはっきりすると,改善案の方向性を含めて小集団活動のグル

ープリーダーに伝える｡職場内に削､集団活動グループが2つあり,職長から示唆された

テーマについて話し合い,改善案を考え出す｡改善策の実施は,グループでできる場合は

自分達で行う｡ただし･大がかりなものを作る,買う場合には職長が｢簡易工事依頼書｣

を作成し,実際の作業は改善班などに依頼することになる.また,技術点室や生産技術部

などへの働きかけが必要な場合も職長の出番になる｣｡

問題点の把握については,職長が一定の役割を果たしていることが確認できた｡他の事

例でも同様の事実が認められた｡ ｢品質について札欠点数/台を管理指標として用いてい

る｡欠点数のデータはただ数値だけを収集しているわけではない｡どこが悪いのか絵図面

上に部位別,不具合の種類別に記入する｡そこから欠点にどのような候向があるかを調べ,

｢悪さ(問題点の具体的な内容)｣を明確にすることから優先的な対応が必要な事柄を絞り

込んでいく｡非効率的に感じられるかもしれないが,生のデータを見ておくことは重要だ

と考えている｣ (塗装職場職長E氏)｡

改善策の考案については, ｢管理項目の指標実績が出てくると内容を分析し,優先して対

策を考える必要のある事柄をサークルに教える｡サークルで示唆したテーマについて話し

合うが,職長は加わらない｡作業者の本音を吸い上げる必要があるからである｣ (最終組立

職場職長F氏)｡ I E手法は職長が中心的担当者であるという質問票回答とは矛盾する結莱

のように見える｡しかし,こうした手法が必要な場合に札小集団活動グループに改善テ

ーマや改善策考案の方向性を示唆する前に,手法を利用した解析を済ませていると考える

ことができる22｡

第5節｢管理能力｣の評価:原価を統合的指標とする計画的改善

本論文では･ ｢管理能力｣を以下のように定義づける.すなわち, ｢原価ベースの目標を

物理量ベースの目標に展臥それを基に改善計画を作成し,管理する能力｣である｡また,

ちの能力は, ｢原価ベース目標の展軌r改善計画の作成･管軌の2つから構成されると

考える｡この2点についてA社現場監督者の能力評価を試みたい｡

(1) ｢統合的指標としての原価｣再考
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まず･原価ベース目壕の展開を考える｡図3-4の原価管理を見ると,ライン職場によ

る分担比率は他の項目と比較して著しく低いことが分かる.ただし,スタッフの分担比率

が他の項目と大きく異なっているわけではない｡ r品質管軌や｢納期管理｣との差札上

司であるマネージャーや主任が担当している｡表3-6からは,項目によって中心的な担

当者が異なっていることが分かる23｡すなわち,原単位管掛ま職長,コストテーブルと予

算管掛ま上司,材料の歩留まり改善とVA�"VEはスタッフである｡原単位管理と札図

1 ~2で見たように･台当たり総原価を台当たり直接労務費,台当たり直材費といった具

合に細かく分けて管理する方法である｡原単位に分けることによって,物理量ベース指標

への展開が容易になる利点がある｡コストテーブル乳製品･仕様･生産数量といった変

更が起こった際のシミュレーションに用いる｡予算管理は日常原価管理を括す｡材料の歩

留まり改善やVA�"VEは原価の直接的改善を行う手法である｡この分担状況から,職長

は原価管理における役割札決められた原単位目標を管理する部分に限られるといえる｡

A社では既に20年近く前から,職長の仕事を原価によって整理することの有効性が提唱

されていた｡当時,日本の生産現場では職長が大きな役割を果たしていると認識されては

いたものの･仕事内容が整理されていないことが問題とされていた｡この解決策として,

原価を統合括標とする仕事の進め方のプログラムを作成した｡それまでも目標とするある

べき姿の認識-現状分析-改善対策という過程は整理されていたが,例えば品質と納期の

目標を比較する場合･どのように優先順位をつけるについて明確な指針は示されていなか

った｡原価を統合的指標として用いることが,こうした問題に対する解答となった｡

エンジン課マネージャーは原価に基づく日常管理の流れを次のように説明する｡

｢課を1つの会社と考え･コストをどうやって下げていくかを課題にしている｡具体的

には･まず原価/&を総合的な管理指標とおく24｡その内訳を細かく分析する原単位管理が,

基本になっている｡職場レベルでは,原価を構成する項目のうち変動費部分を対象として

いる｡ここで留意が必要なのは,会計的には固定費扱いになる直接労務費を変動費と考え,

原単位管理の重要項目として管理対象にしていることである｡職場によって程度は異なる

が･直接労務費は原価の主要部分を構成する｡とりわけ国際的な競争を念頭に直しiた場合,

約56万円という1人当たり月労務費の占めるウエートは無視することはできない｣｡

個別の指標について管理することと,職場全体での位置づけを考えながら管理すること

の間には大きな差がある｡エンジン組立職場職長B氏は, ｢直接労務費伯を管理指標とし

ている｡要するに人員を生産台数に見合った状態にすることを目的と置いている｡人をた

くさんはりつけると稼働率は上がるが･一方で労務費も上がる｡設備トラブルや品質不良

が増えるとその分･労務費がかかる｣と述べる｡直接労務費/台札複数の管理項目の関連

の理解するための統合的な指標として使われている｡合理的な改善計画を立てるためにも,

原価ベースの目標を統合的揖榛とする方法は虜れているといえよう｡
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最終組立職場では90%,プレス職場では80%と総原価にしめる直接労務費の割合は大き

い｡しかし,直接労務費が注目されるのは他にや理由がある｡塗装課マネージャーは以下

のように述べている｡国際的な比較を考えると塗料や動力費(電力,蒸気,エアー)にそれ

ほど大きな格差があるわけではない｡このため,直接労務費伯を最重要指標と位置づけら

れている｡この職場では,部長とマネージャーが毎月,要点検討会議で方針を決定してい

る｡要員検討はそのまま労務費に影響を及ぼす.この会議で,手直しの人員を含めた18

職場の配置人員を決定する｡残業は1時間当たり2400円で,単位時間当たりの支払額は定

時内の労働投入より低コストである｡黒字をどれだけ出すかということを考えると,ライ

ンの人員を増やすより残業時間を増やす方が有利である.労務費の違いに考慮に入れて,

こうした調整が行われる25｡職場レベルでは時間管理表をつけている｡例えば22人×8時

間プラス保全に2人×30分,さらに教育時間,改善活動時間を考慮に入れた要員とそれに

かかる労務費を用いて直接労務費と算出する.結果を検討して,要員数を改善によって減

らしていくことが課題とされる｡

一方,機械加工部門のように自動化率の高い職場では,総原価直接労務費比率は一般に

60%程度である｡さらに･ 1人が10台以上の工作境域を担当する体制をとっていて,既に

人減らしの限界に達している｡組立職場と比べると労務費低減の余地は限られている｡こ

のため,改善の努力は刃物の寿命延長をはじめとする設備関連が対象となる｡直接的な原

価低減効果ばかりでなく･稼働率の向上,不良発生率の低下を通じて原価全体に間接的な

低減効果が期待できる｡機械加工液場職長A氏は, ｢現在札故障件数を最重要指標と考え

ている｡故障率が上がると電力消費量が上昇するといった形で原価にも影響が出る｡ 170

円/台が目標であるが,現在は200円程度で推移･している｡未達時の改善札自分が主にや

らないといけないが, 1人だけでもできないので状況に応じて分担するようにしている｣

と述べる｡

以上のように,物理量ベースの各管理項目の改善を進めるに当たっては,原価/台への

影響度を考えることは可能である｡統合的指標として原価ベースの項目を用いることの意

味はここにある｡

原価を重視する傾向は今後も強まると考えられる.今後,多くの若手向け長期教育研修

を終えた従業員が職長に昇進する見込みである.彼らが年上も多い作業者達に対して人間

的魅力や技能でリーダーシップをとることは難しい.この場合は,主任や職長補佐,場合

によっては役付きでなくても職場の長老的存在の人物が職長の弱点を補う構図になる｡一

方で職長は,目標管乳方針管理を主導することに,自らのリーダーシップの源泉を求め

ると考えられるためである｡

(2)計画的改善の実施
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前述の表3-8において, ｢目標設定｣と｢評価｣については,職長と上司(マネージャ

ー,主任)が分担している｡一方,データ収集･整理はかなりの部分が部下(職長補佐以下)

に委ねられている｡一定の範囲で･職長が改善目標の管理に携わっているという結果にな
った26｡

ヒヤリングでは｢星取り括軌, ｢自主CS活軌, ｢TPM｣といった具合に部門を挙げ

て改善を進めていくための仕組みが存在していることが分かった｡それぞれ事前に目標･

計画を立て,それを達成するために･改善案を策定するという手順をとっている27｡例え

ば,塗装部門では現在部門を挙げて星取り活動に取り組んでいるという｡ ｢今後3年間にか

けての管理項目ごとの目標を立てている｡分′創こついて札今期は6つ星中3つ星までい

くことを目標にしている28｣ (塗装課マネージャー)｡

計画的に改善を進める際には,職長が主導的役割を果たすことが期待されている29｡こ

うした仕組みはA社では伝統を持っている｡ ｢昔は改善活動をA社活動と呼び,こ申が職長

の仕事の中心といってもよかった｣ (塗装職場職長E氏)oA社賞をとらないと6級(主任級)

に昇格することはできなかった｡現在軌人間系中心の職場では自主CS (customer

satisfaction,顧客満足)･設備系中心の職場ではTPMが展開されている｡職場の特徴や

その時代に要請される管理の力点によって若干内容が異なるため,様々な名前がつけられ

ているが･いずれも最終的には改善を実現し,その成果を標準の改訂につなげることを目

的としている｡

C氏が職長を務めるプレス職場では･総合的な生産性向上活動として｢星取り｣活動が行

われている｡景色4項目(①自主CS活動の進度, ②治工具･工具の管理, ③ライン内3S

管理, ⑧設備の管理),有形効果4項目(①生産性:ショット数/人･時間, ②価動率, ③速

度価動率, ④工程内不良)を選定し,それぞれについて目標数値を設定している｡ ｢景色｣

とは定性的な目標, ｢有形効果｣とは定量的な目標を持す.職場ごとに設備の仕様等が異な

っているため,星の数を認定するための基準も職場によって異なっている｡主任が基準を

一覧表にまとめ,.部長の昇任を受けることになっている｡

星取表の有形効果項目の1つとして工程不良率が挙げられている｡ただし,ここでいう

工程不良率は板金手直し率が用いられている｡一般的には,工廃率や材料廃棄率を使うの

は適当でない｡なぜなら,仮にキズが入っている材料が来た場合,後工程が欠品になるの

を防ぐため･問題を東知の上で加工しなければならない｡そこで板金手直し率を管理項目

としている｡いずれにしてもライン全体でどの程度の不良が出ているかは最重要項目であ

る｡その中でも手直しを入れたものに注目するということである｡現在の職場で生産して

いる製品は,長さ1610-1080ミリ,絞りも0.7-0.8と深く,手直しが必要なケースはな

くならない｡不良の例としては,ワレや穴違いなどが挙げられる｡職長はワレをはじめと

する不良件数をまとめ主任に報告する｡そのデータをスタッフが1カ月に1回,整理する｡

職長と主任は,月に1回必ず時間をとって･星取り活動の進行状況についてミ-ティン
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グを行う｡常に･ 1年半先までの計画を立てていて,その内容は状況に応じて毎月見直し

ていく30｡

第6節　調査結果のまとめ

日本の自動車メーカーA社における調査結果札以下のように整理できる｡

【昇進前の職務経験】

ライン職場内のみのキャリア31を積んだ場合をrたたき上げ｣と呼ぶならば, A社の職

長は必ずしも現場のたたき上げばかりではない.質問票回答者の半数近くが,製造課内事

務所スタッフ32の経験を持っている｡ ｢たたき上げ｣職長の場合も班長や職長補佐を経験し,

既に監督業務の一端を担っている｡職長昇進時の勤続年数札25年前後にピークが存在す

るものの,最短15年未満から最長30年以上まできわめて多様である｡ 30代半ばの破長

もおり･能力に応じた抜擢が行われていることが分かる｡今後札若手社員向け長期教育

研修を修了した社員が職長に昇進するため,比較的若い世代の職長の比率が高まる見込み

である｡

【 ｢改善構想能力｣ ｢管理能力｣養成を目的とした研修】

作業者が職長に昇進するまでに受ける主な研修として,中堅技能工(班長･職長補佐)向

けの｢実践技術研修｣と職長補佐向けの｢職長級強化研修｣がある｡これらの研修を全て

修了した後には,業務遂行･問題解決,人間関係のすべての能力を身につけられるように

プログラムが組まれている33｡

1990年代半ば以降, 3つの能力のうち問題解決能九さらに中でも｢改善構想能力｣と

｢管理能力｣に関わる内容がより重視されるようになっている｡例えば｢実践技術研修｣

では･全か｣キュラム1160時間のうち,実践課題活動に半分近くの528時間を当ててい

る｡この活動では,個々の研修生が出身職場で問題になっている改善テーマに取り組んだ

り,異なる職場からの改善依頼を請け負うという｡ 1994年に初めて採用され,徐々に研修

時間全体に占める比重を高めている｡

一方,職長昇進の直前に行われるr職長級強化研修｣で乳業務計画の作成が重視され

ている｡従来は｢人間理解｣ ｢仕事の教え方｣が中心であったが,業務計画の作成を軸に,

方針管理･目標管理といった職場の体系的な管理手法の習得に力点が置かれるようになっ

た｡業務計画関連の研修時間は32時間に過ぎず, ｢実践課題活動｣に比べると短い｡ただ

し,業務計画作成の過程で, 3回のプレゼンテーションが求められる｡この準備に当たっ

ては,研修時以外に時間を割かなければならない｡
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【 ｢改善構想能力｣の評価】

A社の職長札十分な能力を備えていると考えられる.特に,職務経験で得た改善方法

に関する知識と生産管理手法を基に,体系的に問題点を絞り込んでいく方法が採られてい

る｡質問票への回答からは以下のことがいえる｡まず,生産管理手法･関連帳票類の中心

となる担当者には, ｢問題点の把軌はライン職場従業員(職長と部下)とスタッフ, ｢改善

策の考案｣ ｢標準化｣は職長が挙げられた｡職長の職務経験の違い,すなわち｢スタッフ経

験型｣と｢たたき上げ型｣の間に私大きな差がなかった｡また,重視する管理目標が未

達の際の改善も,職長が中心になるという回答が圧倒的に多かった｡

ヒヤリングでは, ｢改善策の考案｣について方向性は聴長が決めて部下が成果を上げられ

るように支援する役割を果たすという答えが得られた｡

【 ｢管理能力｣の評価】

この能力は, ①原価ベースの目標を物理量ベースに展開することと, ②物理量ベースの

管理項目の改善を計画的に進めることの2つからなる｡ A社職長は両方の能力を備えてい

る｡まず前者については,原価/台の目標が直接労務費,材料費といった原単位に分けら

れたところから職長の仕事が始まる｡原単位の目標を物理量ベースの目標へと展開するこ

とで,多様な改善を統合的に管理することが可能になっている｡

また後者について･職長は改善対象ごとに完了時期,担当者を明確にした改善計画を立

て･進捗状況を管理する責任を負っている｡ ｢星取り活軌｢TPM｣といった職場を挙げ

て改善活動を進めるための仕組みでも,職長は中心的な役割を果たしている｡

1現場監督者にあたる職位である｡

2第2章注2を参照されたい｡

3各質問を分析枠組みの構成要素との関連でまとめると,以下の通りである｡すなわち,

｢教育訓練｣ :質問票Aの37-41,質問票Cの1, ｢改善構想能力｣ :質問票All-27, 33

36,質問票Bの7･ ｢管理能力｣ :質問票Aの8, 28-32,質問票B7である｡

4質問票の内容については,巻末のタイ調査資料を参照されたい｡タイでの調査に用いた

もので･冒頭の｢協力お願い｣をはじめ,質問内容にも若干異なる部分があるが,基本的

には同様の質問票を用いて調査した｡

5 Pはplan=計画, Dはdo=実行, Cはcheck=確認, Aはaction=行動を表す｡

6 ③の4項目に加え, ｢利用していない｣ ｢分からない｣も加えた｡

7 ｢直接工｣は,直接製造に関わる作業をしている従業員のことを指す｡労務費を算出す
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る場合も,班長は100%直接工扱いされる｡ただし,実際には工数を浮かして職長のサポ

ート業務に携わることもある｡職長補佐は表3-4で｢間接工｣に分類されているが,労

務費算出に当たって札90%が直接工扱いになる｡

8職長補佐の職務内容は,職場によっては全く違っている｡例えば,全ての勤務時間を改

善だけに費やしている例もあれば,定期的に職場を回って重要な特性を測定している例も

ある｡一方で,朝の出勤の確認･弁当の数の確認と手配,顔色を見る,その日何をしたか

日報をつけるといった,職長の仕事としては比較的周辺部分に当たる職務を担当している

例もある｡職長補佐の期間は長くて3年まで,職場によっては職長がいなくて職長補佐が

職長の仕事を全て担っている場合もある｡これ札職長に相当する資格をまだとっていな

いためである｡いずれにしても,職長補佐という制度は,若くて優秀な人材を職長として

育てる方法と位置づけられている｡何よりも,聴長補佐としている間に職場内で｢次期職

長｣としての認知を受けることが大きい｡

9図3-1中の｢生産技術部｣とは以下のような事例を指す｡新車開発のパイロット段階

で･.優秀な職長がプロジェクトチームに引き抜かれる.ここでは,作業性の向上を中心と

して生産性向上を図るための改善業務を担当する.このチームは部門ごとに編成され,主

に問題解決能力に優れた職長がメンバーとして抜擢される.この間出身職場では,職長補

佐が職長代行となる｡この過程で職長代行は職長業務のO ∫ Tを受ける効果も期待できる｡

10車体外板は自動機で塗装するため･手直し職場の作業者は自動機で吹けないところの補

正を行う｡例えばドアの中やボンネット,トランクなど,部分的な手直しを担当する｡

11現在は自動化が進んでいるため, 5年程度の軽験で手直し職場に移ることができる｡

12本章第4節を参旅されたい｡

13養成所修了者は試作工場の後･ライン担当よりスタッフになる人の方が多かった｡事務

所スタッフから職長･主任と昇進していく.また,人事や教育担当になるケースも少なく

なかった｡基礎技能を修得しており,応用が利くため, ｢重宝されて｣事務所に配属になり,

そこから現場監督者としてラインに戻る.これが一般的なキャリアといえる｡

14この他･ ｢新任職長研修｣があるが,これは勤務評定のつけ方に関する内容が中心であ
る｡

)sエンジン組立職場職長のB氏は,研修に参加する効果として,社内ネットワーク作りの

重要性を強調する｡ ｢以前･基幹工研修へ参加する際,上司からいわれたことを,現在自分

も部下に同様に伝えている｡社内の輪を作る,友達作りの感覚で行けといわれていた｡現

在･後工程と折衝ができるのも,当時培ったネットワークが生きているからだといえる｡

そうでなければ後工程に対しては頭を下げるばかりになってしまう｣｡

16 ｢原価管理｣は･ ｢管理能力｣に関連するため,次節でその結果を分析する｡

'7各項目群の具体的な項目は以下の通りである.標準作業:標準作業票,標準作業組み合
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わせ票,部品別能力票,作業要鏡書｡ I E ‥ライン･バランシング,動作研究,時廟研究,

製品工程分析(物型工程分析),人の稼動分析(ワークサンプリング),運搬工程分析･活性

分析,レイアウト改善｡品質管理:QC7つ道具,新QC7つ道具,統計的手法(回帰分析,

多変量解析等),作業標準, QC工程表｡原価管理:原単位管理,コストテーブル,材料の

歩留まり改善, vA�"VE,予算管乳納期･量管理:基準日程,日程計画,進度管理,

現品管理｡

18 I Eに関する違いは,合理的な原因を見いだすことができなかった｡

】9担当しているという回答数が最も多かった職位を比較したものである｡

20この他･自動化比率の高い職場(以下自動化職場)と自動化比率の低い職場(以下非自動

化職場)を比較した｡自動化職場には機械加工,プレス,車体,非自動化職場にはユニット

組立･最終組立が分類された｡塗装職場についてはデータが得られなかったため分析対象

とはしなかった｡その結果･ 4つの項目群のうち,標準作業以外は分担状況に大きな違い

は見られなかった｡具体的に自動化職場では,標準作業(票),墳準作業組み合わせ(票),

作業要額(香)といった作業を職長が担当している｡これに対して非自動化職場では,利用

していない,あるいはスタッフが担当しているという回答が多数を占めた｡

21それぞれ管理サイクルのP (plan),D(do), C(check),A(action)に当てはまる｡

22石田ほか(1997)が揖摘しているように,小集団活動には次世代の現場監督者養成機能が

求められているため,このような改善策の考案方法をとると考えられる｡

23前節で分析した他の4項目群20項目と同様に,たたき上げ型とスタッフ経験型の間に

大きな能力格差は見られない｡

24数年前までは･原価/i}ではなく,令/分が現場管理の最も包括的な管理括標とされてい

た｡遅くとも1960年代に札工程別の所要時間が詳細に分析され,生産管軌こ用いられて

いたという｡台/分が統合指標である時期に札直接労務費の増大を伴う労働投入増加によ

って｢効率｣を上げることができた｡また,期ごとの予算設定は必ずしも現実のものとな

るわけではない｡例えば生産台数が大幅に減ったからといって,台/分にはその影響が出て

こない｡現実には固定費の性格を持つ直接労務費を生産台数減少に見合うように減少させ

ることは難しく,原価/部ま上昇する｡このコストアップが反映されないため,統合括標と

しては不十分であるといえる｡現在でも台/分については予算設定時に計画を立ており,部

長からのコストヒヤリングの序で確認されるが･原価伯と比べるとその重要度は低く評価

されている｡ただし,急激な増産を行わないといけない場合には,原価/台にこだわりすぎ

ると実行できなくなる｡まとめれば, ｢向かい風｣のときは原価伯, ｢追い風｣のときは台

/分を重視する必要があるといえる｡

25以前は,目標額に関わらず･黒字が増えれば増える程よいとされていた｡現在は,計画

黒字額を大幅に上回った場合に札計画との相違が大きいということが問題になる｡計画
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との相違が予測が可能だったかどうか･予測できたとしたらどこを改善したらよいのか,

期末にどのくらいもうかるかと追及される.以前は年度の後半になって追加CR(cost

reduction,原価低減)の話が出てきた｡ところが現在はスタート時点から追加CRの高が

出てくる｡為替が変わったから･計画を変更するということも珍しくない｡ただし,職長

レベルではこうした変化が日常業務に影響を与えているとはいえない｡

26職長クラスになると･職場の不良発生率やそれに対する目標達成率が評価対象とされる｡

能力評価は原則として直属の上司が行う｡評価者の一般的な評点傾向の差を調整するため,

もう一つ上の段階で｢レベリング｣を行っている.例えばマネージャーが部下である5人

の主任を呼んで,ある主任の評点の平均点が高い,また別の主任は低いといった場合には,

大きな差が出ないようにそれぞれの平均点を調整する.この能力評価は昇給や昇格に影響

を及ぼす｡能力評価とは男耶こ実績評価もあり,こちらはボーナス支給額に反映される｡

27ただし･常に目標設定-改善案策定という順序で行われているわけでもない｡最終組立

職長F氏のように･ ｢改善活動に当たっては,今までの不具合を狙い目を定め,ワースト1

の軍国をクリアすれば目標達成できるといった見込みをまず立てる｡その上で,業務計画

を作成し,主任に提出する｡このため,計画段階ではどこに重点を置いて改善するか決ま

っている｣とするケースもある｡

28 1つ星から6つ星までの要件は以下のように定められている｡ 1つ星:課で誇れるレベ

ル, 2つ星:部で誇れるレベル, 3つ星:社内で辞れるレベル, 4つ星:日本で誇れるレ

ベル, 5つ星:世界で誇れるレベル, 6つ星:世界No.1を自認するレベル

29日本でも職長全員が改善業務でリーダーシップを発拝できるわけではない｡人間的魅力

が評価されて職長になる者もいる｡ただし,その際には主任や職長補佐に改善に長けた人

材を配置することによって弱点を補っている｡

30図3-8では, A社聴長の入社時と現在の動機付け要因を示した｡当初,分析枠組みに

｢意欲｣を加える考えを持っていたため質問項目に入れたが,適当な位置づけを見いだす

ことが難しかったため本文での記述からは除外することにした｡

ここで･その概要について説明したい｡まず,昇進,給与が減って,達成,東認,成長

が増えている｡物理的な要因から自己実現的要因へのシフトが起こっていると考えられる｡

ただし,昇進,給与については,作業者時代と比べて大幅な向上の可能性が限られている

ことの影響もあると思われる｡

31ラインの職務階層駄作業者一斑長一聴長補佐-聴長(現場監督者)である｡

32品質,設備,作業進行等の管理を担当する｡

33前述の研修参加の前提として,作業の内容理解(業務遂行能力)と異常への対応能力(問題

解決能力の一部)が必要とされる｡
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表3-1. A社における調査の概要

調査対象:日本自動車メーカーA社

調査期間: 1999年7月-8月

調査方法:質問票調査と回答内容等に関する補足ヒヤリング
調査内容:

質問票 ▲ 早ヤリ■ング(質 問票で触れ

なかつた内容のみ)

質問票A ●担当職場概要 ●改善活動の具体的事例
職長 30 人､ うちヒヤリング ●重視する日常管理項目 ● ｢星取り活動｣ ｢T P M ｣

6 人 ●管理サイクルの担当状況 といつた部門を挙げて改

I(機械加工､ ユニット組立､ ●生産管理手法と関連帳票 ■善を進めていくための仕

プレス､ 車体､ 塗装､ 最終 類作成の担当状況 組み

組立の 6 部門各 5 人ずつ○ ●社内職務●訓練経験

職長代行 3 人含む) ●動機づけ要因

●個人の属性
質問票 B ●担当職場概要 ●方針展開●改善活動の進

マネージャー 5 人､ うちヒ ●職位別日常管理項目 め方

ヤリング 3 人

■(各部門 1 人ずつ､ 機械加工

とユニット組立は同一課内

のため 2 部門で 1 人)

●職長の動機づけ要因 ●その際のマネT ジャー,

主任, 職長の役割分担

質問票 C ●技能系社員が職長に昇進 ●過去のプログラムとの相

部教育担当者 3 人､ うちヒ するまでの研修プログラム 逮

ヤリング 2 人 ●職長の動機づけ要因 ●研修実施に当たつて部数

(械械加工 ●ユニット組立 ､

プ レス ●車体､ 塗装 ●最終

組立の 3 部 1 人ずつ)

育担当者の関与状況

出所:筆者作成
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表3-2. A社において調査対象とした噸｣の概要

部門名 職長数 自動化率 具体的な

(人) (% ) 担当工程の内容

機械加工 6 90 エンジン部品の境械加工､ サブアセンブリー

ユニツ■ト

組立 8

職場ごと

に

1,15,

20-̂ 25

エンジン組立､ 着火検査

プレス 22 83

プレス部品の生産およびブランキング●シヤー

リング加工

車体 26 993

(溶接加工)

スポット溶接加工による車体組立

塗装 19 I 車体塗装とシーリング､ 及び出荷前整備

最終組立 40 3

内●外装品の組付､ エンシ●ン●ドア●イン八●ネのげ itンr u

-､ へ.}ドライトアライルト等の調整､ 部品物流

注:機械加工とユニット組立は同一課内にある

出所:質問票Bへの回答を基に作成
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表3 - 3. A社本社工竹串1エンジン耳の細庇･業務分担

課 係 職場 横長

名

在籍

人見

主な業務内容

マネ..; †●

副主任

副主任

糠械係

主任

事務所 ー2 工場管理業務全般
■タラ>9シ†フト A 2ー A 型 ●B 型繊械加工

シy>/ -r 恥ク ら ー8 A 型 ●B 型機械加工

シw -r ロック C ー8 C 型棲械加工

y'J沖●叫外◆ D ー6■ A 型 ■C 型機械加工

シ0 一､ワド E 9 A 型繊械加工

シv/r 一､外● F ーー D 型機械加工

A7h ASSY C ■■ A 型 ●D■型 ASSY

物流 A ■■ 部品運搬

組立係

主任

事務所 ■ ー5 エ蛾管理業務全般

lライン G ー6 B 型●E 型エン.}.ン組立●部品物 1

流

ーライン G ーー B 型●E 型エンシ◆ン組立●部品物

汰

tlライン H 16 A 型●LC 型エw *組立前半
■｣■Iライン

H 丁 A 型●C 型エ" .ン組立前半

I■Iライン■ I 13 A 型●C 型エ沖●ン組立後半
■■■リライン

I 8 A 型●C 型エ" .ン組立後半

Iリライン J 18 A 型,D 型エ" .ン組立前半
■■りIライン

K 22 A 型●D 型エ" .ン組立前半

り1ライン L 一丁 A 型●D 型エ;ケン組立後半

I-暮ライン M 2ー A 型●D 型エ" .ン組立後半

書火ライン N ー8 エy/ >書火運転 ●仕分

書火ライン N ー6 エンシ●./書火運転 ●仕分

出所: A社社内資料を基に作成
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表3 -4. A社本社工埠第1エンジン件の人見構成

間接エ

小

直接エ

小計 合計 平均主 副 職

技

節

ス 進 皮

職

長 班 作

荏 主

任

長 夕

ツ

フ

行 務 計 捕

佐

長 業

者

年齢

棲坪係 1 ー 6 2 ー 1 ー2 4 20 69 93 ー05 43■ー

組立係 1 1 8 3 2 0 15 ー2 22 159 ー93 208 38.8

合計 2 2 14 5 3 1 27 16 42 228 286 313 4ー●3

出所: A社社内資料を基に作成
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注:社名に添えた数字は販売会社への出向期間を表す｡また.生産ライン以外の板種は背*を灰色にした｡
出所:質問兼Aへの回答を暮に作成
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出所:茸開票Aへの回答を基に作成
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図3 - 2. A社技能系社員の入社から瀬長昇進までのキャリアパス

注‥在籍が1年未満の場合は除く｡また,連続して異なる職場の同じ職位,職種に就い

た場合はまとめて集計した｡

出所:図3-1に同じ
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出所:図3-1に同じ
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表3 - 5. A社1999年｢職長放射ヒ研修｣の概要

期間 1999年 2 月中旬～9 月中旬の 8 ヶ月間

受講者数 66 人 (2 クラス)

推薦の要件 35 歳からが対象○職位は職長補佐以上､ 職級は 5級以上

市X feSi. ミ 品質管理､ ､ⅠS 0 ､ 原価管理､ ⅠE ､ 改善の仕方 (TWI-JM)､

仕事の教え方 (TW I-JI)､ 人の扱い方 (TW I-JR)､ チーム発想

以上､ 合計 112時間 (14 日)

職場課題 (評価) 32 時間 (4 自) + プレゼンテーション時間

●業務計画件成､ 実践状況結果を評価する

●業務計画作成､ フォローのための集合教育を実施

●3 回のプレゼンテーション+ 質疑応答場面での評価を基本とする

●評価の着眼点は従来通 り○｢管理監督者としての職場運営が期待で普

る能力｣とする○職務遂行能力+ 実行力､ 使命感､ 人間的魅力

●プレゼンテーションの評価は､人材開発部担当者や受験者とは異なる

部のマネージャーが行う■

改定前との相違点 従来は職長に昇進 してから研修を受けていたが､現在では職長昇進前に

実施するようになつた○

従来は問題解決､ 人間理解､ 仕事の教え方が中心であつた○現在ではプ

ラスアルファとして方針管理､ 業務計画､ 目標管理が加わつている○

出所: A社部教育担当者へのヒヤリングを基に作成
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注: ｢部下｣は作業者･班長,職長補佐, ｢上司｣は主任､マネージャー, ｢スタッフ｣

は事務所スタッフをはじめとするライン職場以外の従業員を指す｡

出所:図3-1に同じ
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表3-6･ A社における生産管理手法欄連帳票類の｢中心的担当者｣
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図3-5. A社における生産管理手法の利用潤連帳票類の作成:

中心となる担当者(スタッフ経験型)

mmft*　　　　　串　　　　　mtt副　　　　瓜田　　　　　SA#l - ft｣S

注:｢部下｣ ｢上司｣ ｢スタッフ｣の定義は図3-4に同じ

出所:表3-1に同じ
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図3- 6. A社における生産管理手法の利用潤連帳票類の作成:

中心となる担当者(たたき上げ型)
1 00,i

90%

8 0†i

70%

60%

BサO

Hォi?

30%

20%

10%

0%

横準作美　　　IE　　　　晶J(管理　　　原価管理　　　納期･ Jt管理

注:｢部下｣ ｢上司｣ ｢スタッフ｣の定義は図3-4に同じ
出所:表3-1に同じ
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表3-7. A社における生産管理手法･関連帳票類の｢中心的担当
スタッフ幕政型と■■たた■き上ガ 型の姥較

生産管理手法 ●関連帳票類 スタッフ集魚型 たたき上げ型■｢

< 標準作業> せ長 tt ｣
標準作業 (票) 鞭長 報長
標準作業組み合わせ (票) 聴長 鞭長

■萄msamft取=E軌盈敬二:-(野
作業要領 (書) 東"革 由孟

< I E > 職長 職長
ライン●バランシング 職長 職長
動作研究 横長 ]n$S
時間研究 8t長 10 jjc
製品工程分析 (物型工程分析) ■未利用 未利用
人の稼動分析 (ワークサンプリング 職長 聴長
運搬工程分析 ●野性分析 未利用 未利用
レイアウト改善 職長 嘩長

< 品質管理> スタッフ スタッフ
Q C 7 つ道具 スタッフ スタッフ
新Q C 7 つ道具 スタッフ スタッフ
統計的手法 (多変皇解析等) スタッフ スタッフ
作業標準 叫長 JOT �"ffr
Q C 工程表 スタッフ スタヅフ

< 原価管理> スタッフ スタッフ
原単位管理 職長 職長
コス トテーブル 上司 上司
材料の歩留まり改善 スタッフ スタッフ
V A �"V E スタッフ スタッフ

< 納期 ●量管理> スタッフ スタッフ
基準日程 ス夕■ツフ スタッフ
日■程計画 スタッフ ネタツフ
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図3-7. A社職場で重視する管理項目･.
｢管理サイクル｣各段階の中心となる担当者

♂｡*

/fi&*<S>

*"*"

注: ｢部下｣ ｢上司｣ ｢スタッフ｣の定義は図3-4に同じ

出所:図3-1に同じ
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表3-8.管理の領域別に見たA社職長の日常管理項目

所属部門 生産性 品質

機械加工

動率 不良率

エ廃

不良率

設備のチョコ停

時間当たり出来高(稼働率)

動率 妻B組付

ヨコ停 定期チェック

ユニット組立

日々の生産台数

FP開発

l付保障
日々目標生産台数 付トルク

値編成 人系による作業不良

台当たりコスト 完成者流出支障率

ブレス

一成効率の向上

安全

後工程クレーム減少

様違い

動率 面品質

安全で作業しやすい職場づくり

安全

程内で良品が造れる人と設備作り

W 不良

車体

安全重視 レツ売出防止

安全 ■ 欠陥売出防止

ヨコ停発生防止 欠陥流出防止

止ロスを分析して価動率向上

全

ワレ発生防止

ワレ

塗装

時間′台 厚

動率 100% リ､キワ

ンベアー停止 シーラー水洩れ

直幸率

働

スリポカシ件数

､デイの汚染度

最終組立

安全 汚れ

事のやりやすさ 台当たり欠点数

作業性の向上 不具合発生させない

生産計画及び業務計画に

基づいた活動

設備トラブル

ランク不具合の涜出防止

C 欠点数

出所:図3-1に同じ
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表 3 - 8 .層 理の領域別に見たA 社職長の F)常菅窄項 目(続き)

所属部門 納期■土 原価

機械加工

庫数 台′分管理(労務管理) ■

完成品の在庫量 ､務費
掛り土 務費(分′台)

務費

務糞

日々 の決められた数土

庫数

ユニット組立

働率 務費

動率 務費

両ヘの納期遅れ(進度)管理 原単位管理(分′台)

動率 台当たり労働時間

プレス

設備稼働率の向上 総台当たりコストの減少

チョコ停 時間管理

設備のチョコ停 台当たり時間

ヨコ停の減少 一成ロス●作業ロスの排除

ヨコ停 時間管理

車体

動率の向上 不良品の発生率削減

動率の向上 出来高の向上

庫削減

後工程に対し欠品にならないよう

庫管理

働ロスコストの削減■

生産性を上げ台当たりコストを下げる
欠品 直し発生率

塗装

吐出暮 直接材料費

台下缶アレ 材糞

ンベアー停止 働時間

-ンニング 台当たり稼働分

台当たりコスト

最終組立 ■

ジャスト■イン■タイム 不良率

メインライン停止 損糞

不良品●不具合発生させない 不良品出さない

ンベヤ停止､不良の発生を防ぎ､ 合理イヒ■小改善の積み上げにより､

生産計画通りに良品を後工程に送る ーイン配置人員の削減を図る
生産進度 ●画休暇､仕損費

出所:図3-1に同じ
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出所:図3-1に同じ
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第4章　タイ日系自動車メーカーにおける
現場監督者養成の実際と骨巨力評価

本章では,タイ日系自動車メーカーB社で行った現場監督者の養成方法と能力に関する

調査結果を紹介するl｡ B社は･前章で取り上げた日本の自動車メーカーA社のタイ現地法

人である｡ B社でのス-′トパイザー(現場監督者,以下SV)養成は, A･社の職長をモデ

ルとしていると考えられる｡国際競争力ある輸出品を生産するには,現場での改善が必要

であり･ SVは中心的な役割を果たすようになることが期待されるためである｡日本の経

験の適用性を考察するという問題意識を持って,結果の分析を行う｡

まず,調査の方法と内容を説明する(第1節)｡

次に,聴務経験に関する調査結果を紹介する｡質問票回答者全点が入社前に現場監督者

の経験を持っている｡しかし･勤務経験そのものは短く,中でも作業者経験が短い｡学歴

は日本の事例より高く,大学･高専卒が大半である(第2節)｡一方,研修については,立

ち上げ期に行った日本での導入研修を取り上げ争｡この研修では業務遂行能力の養成に重

点が置かれ問題解決関連は基礎的な内容にとどまっている(第3節)｡

続いて, SVの｢改善構想能力｣と｢管理能力｣の評価を行う.まず｢改善構想能力｣

は,以下のように評価できる｡質問票への回答やSVへのヒヤリングによると, SVが改

善策の考案で中心的役割を果たしているという｡ただし,日本人駐在員に確かめると,彼

らの｢お膳立て｣があってはじめて考案が可能になる状況であった(第4節)｡ ｢管理能力｣

については･ SVレベルには原価意識がまだ浸透しておらず,統合的指標としては機能し

ていない｡また･物理量ベースの目標を用いた計画的改善は行われているが, SVは目標

設定に関与していない｡それぞれOJ Tで養成が図られているが,端緒についたばかりと

いえる(第5節)｡

日本の現場監督者との能力格差札聴務経験が短いことだけが原因とはいえない｡最後

に,日本と比較して労務管理や定常作業管理の負担が重いため,改善関連のO ∫ Tに十分

な時間を費やすことができないこともー因であると指摘する(第6節)｡

第1節　調査の方法と概要

(1)調査対象企業

前章で取り上げたA社のタイ現地法人B社を調査対象とした｡

自動車メーカーB社は, 1990年代半ばに設立された｡日系の同業他社と比べると新しい
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企業である｡ A社の調査結果からも明らかなように,日本の養成方法札長期的な育成を

旨としている｡この点で,日本的方法の適用状況を分析するのに適当なケースとは言いに

くい｡しかし, ①A社の現場監督者をモデルとして考えるため,タイでの調査対象はA社

の現地法人であることが望ましい, ②B社の現場監督者は全員,日系自動車メーカーを中

心とする他社で現場監督者の経験を持っているため2,個人としてみるとキャリアが短いわ

けではない,の2点からB社を対象にすることに妥当性があると考える8｡

(2)質問票調査の方法と内容4

1999年8月-9月,自動車メーカーB社において｢聴長の生産管理能力習得に関する調
●

査｣を行った｡ヒヤリング調査を含め, B社における調査の概要は表4-1のとおりであ

る｡まず8月下旬, 3種類の質問票牝ついて,それぞれ直接生産部門(ライン職場)のSV

6,日本人管理者(マネージャー級のエリア･アドバイザー,以下AA),教育担当者への配

布を俵頼した7｡ 9月15-17日,両社を訪問した際に,質問票を回収した｡

質問票A ｢職長の生産管理能力習得に閲する調査｣

直接生産部門のSVを対象にした｡プレス,車体,塗装,ユニット組立,最終組立の合

計25人に質問票を配布し, 23人から回答を得た｡ B社全体のSV46人のうち半数から回答

を得たことになる｡ A社と同様に,質問回答者の選択は企業側に任せた｡

質問内容は,基本的にA社と変わらない｡ ①担当職場の概要,･ ②重視する日常管理項目,

③日常管理項目｢管理サイクル｣の担当状況, ⑧生産管理手法の利用と関連帳票類の作成

に関する担当状況, ⑤入社前の職務経験,社内での訓練経験, ⑥仕事の動横付け要乱⑦

個人の属性の7項目に大きく分けられる｡このうち, ⑤は｢社内での職務経験｣について

のみ質問したA社と異なり, ｢入社前の職務経験｣についても尋ねた｡ B社は業歴が浅く,

他社での仕事経験を持つSVが多いと想定されたためである｡

質問票B ｢直接部門における方針管理の実際に関する調査｣

質問票A回答者の上司に当たる日本人駐在員を対象とした｡各部門の日本人AA,ただ

しプレスと車体,ユニット組立と最終組立はそれぞれ同一課内にあるため,塗装部門のA

Aと合わせて合計3人に質問票を配布し,全員から回答を得た｡

質問内容は, A社と同様である｡ ①管理範助(r課｣)の概要, ②職位別日常管理項目, ③

職長の動機付け要因からなる｡

質問票C ｢職長･同候補者向け教育訓練に関する調査｣

教育訓練担当の日本人スタッフを対象としたが,専任の担当者がいなかったため,質問
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票Bの回答者へのヒヤリングの際に情報を得た｡質問内容はA社と同じである｡

(3)ヒヤリング調査の方法と内容8

9月15-17日･ B社においてヒヤリング調査を実施した｡ B社ではユニット組立,プレス,

車体,塗装,最終組立の各部門1人,計5人のSV,日本人AA3人,さらに職長級の日

本人アドバイザー2人に対するヒヤリングを実施した9｡

ここで乳質開票では触れなかった内容について述べる.まず, svに対しては,自ら

が中心になって行った改善事例について聞いた｡ AAに対しては, SVが話した改善事例

の水準と日本人駐在員による援助の度合いについて,またSVの原価意識について確かめ

た｡また,日本の研修プログラムとの相違点を中心に質問した｡

この他･両社日本人役員から人材育成の基本的な考え方,日本との現場監督者の役割の

違いに関してヒヤリングを実施している｡

第2節　職務経験:乏しい作業者経験

(1)生産現場の組織構成

職務経験について述べる前に,まず両社の生産現場の組織構成を説明する｡図4 - 1で

はB社塗装職場の組織構成を示している.基本的には親会社であるA社と同様の構成を取

っている｡ managerの下で,主任クラスのassistant managerが課内スタッフを統括し,

production managerとassistant managerがそれぞれ1シフトの直接生産部門を担当して

いる｡日本の事例と異なるのは･職長補佐に当たる職位が存在しないことである｡従業員

の平均年齢が若く･勤続年数も短いため,こうしたポストをもうける必要がないと考えら

れる｡

しかし, B社のような組織構成はタイの企業としては珍しいという｡続いて図4-2で

は, A, B, C社の事例を比較している｡前述のように, B社は基本的にA社と同様の組

織構成をしている｡作業者から主任クラスまでの間に, A社では5階層, B社では4階層

がある｡ところが, C社では実に10階層が存在している｡こうした職位構造は｢地場企莱

で一般的に見られる組織であり･日系企業でも珍しくない｣ (C社日本人工場長)｡

C社では, general operator, sub leaderが作業者, leader, preforemanがベテラン作

業者, foreman, prechief, chiefが班長, assistant head chie脚職長, head chie脚主任

にあたる｡大卒はhead chiefの上のassistant section managerからスタートする｡高専卒

はprechiefとして入社する｡高校卒はgeneral operatorからキャリアを始める｡ ｢昇進には
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気を使う｡タイ人の国民性に配慮しないといけない.同期の従業員間に格差をつけるとや

やこしい問題になる｡例えば大卒マネージャークラスで, 1人を昇進させてもう1人を昇

進させないと,昇進しなかったものは会社を辞めてしまうo head chie㌣＼の昇進でも5人

中2人だけ昇進させると･残りの3人から辞めるといわれた｡そこでdeputy head chief

という職位を新たに設けて何とか収めることができた｡他の人に分かる格差には非常に敏

感である｡同期の者同士で,お互いに給料を見せ合うことはよくあるようだが,職位に比

べると賃金の格差にはそれほど固執しないと思う｣ (C社社長)｡

業歴の短いB社で札現在のところこうした問題は起こっていない｡しかしrSVが転

職せずに残ってくれれば喜ばしい｡ただし5年後にも残っていた場合にはポスト不足で処

遇が問題となる｣ (B社日本人AA)と将来に向けた問題を指摘する例もあった｡

(2)学歴と入社前の職務経験

続いて･ B社SVの学歴と入社前の職務経験についてまとめる(表4- 3)｡

高専卒で年齢は30代前半,外資系企業を含む他社の製造部門で9年程度の職務経験を持

ち･管理者あるいは現場監督者の経験もあるというのが一般的な経歴といえる｡ B社には,

全員SVとして採用されている｡最も勤続年数が長い看でも3年程度である｡ A社の職長

と比較すると勤続年数･作業者経験ともに短い.高専卒についで大学卒が多く,高校卒は

有効回答22人中･わずか2人であった｡幾分古いデータではあるが,表4-4と比較する

とB社SVの高学歴ぶりが分かる｡ ｢現場監督者と作業者の間には学歴の碍差が存在して

いる｡たたき上げでSVになることは日本より難しい｡優れた能力を持っていても昇進さ

せづらい状況ではある｣ (組立部門日本人AA)｡また,職長と製造部門スタッフ(現場の

engineer)との間の人の交流がきわめて限られている｡この点は日本の事例と際だった違い

を示している｡

SVは･原則として過去に一定の経験がある部門に配属されている｡ A社と比べると経

験は全般に浅いが,日系自動車メーカーを含む他社で管理者･現場監督者としての役割を

担っていた｡このことは,人材採用に当たって,比較的B社は恵まれた条件にあったこと

を意味している｡ SVの職務経験を見る限りでは,タイで｢後発メーカー｣であることの

利益を享受することができたと解釈できる｡

以下,ヒヤリング対象者の話から具体的な事例について述べたい｡

車体部門物流職場SVのG氏札B社に入社する前に4つの外資系企業で働いてきた｡

まず大学卒業後,フランス系のタイヤ工場に6年間勤めた｡職種はテクニシャンで,機械

設備のメンテナンスを担当していた｡次にインドとタイ合弁の繊維関係の工場に移って,

6ヶ月間･フォアマンとして働いた｡フォアマンといっても生産ラインではなく電気関係

の職場を担当していた｡続いて米国系のラミネート工場に就職した｡具体的には, ^･ソコ
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ンのカバー部品にラミネートコーティングを行う従業員50人の小規模な工場で, 30人を統

括するS Vの職を得た｡部下はライン作業者だけでなく保全や品質保証部門を含んでいた｡

6カ月後,日系の自動車部晶メーカーのSVになった.サンドペーパーを生産する会社で,

ここでも生産ラインに加え,保全,倉庫を含む製造全般35人の監督業務を担当していた｡

1年半後に, B社に移った｡

地場企業でのみキャリアを積んできた例もある｡プレス加工液場SVのH氏は高専卒業

後,まずタイ資本の壁紙工場の保全工として1年間働いた.続いて地場財閥系の自動車部

品メーカーのプレス部門でtechnicianとして3年,さらにSVとして3年働いた｡ 5つの

プレスラインを2人のSVで監督する組織をとっていて,そのうちの.1人として働いてい

た｡部下は30人だった｡

地場企業や日系以外の外資系企業からキャリアを始めたケースで乱作業者経験のない

ことが特徴として挙げられる｡これに対して日系企業では,日本の事例と比べると期間は

短いものの,作業者としての経験を積ませる例が見られる｡

塗装部門SVのⅠ氏は高校卒業後,ゴミ用のポリ袋をプラスチック成型する工場で2年

間,機械保全を担当していた｡続いて,日系自動車メーカーに移り,塗装職場で9年間働

いた｡はじめは作業者として3年間,上塗りと防錆ペイントの2つのラインを経験した｡

その後,防錆ラインのスタッフと下塗りラインのsub foreman(班長クラス)として合わせ

て6年間勤めた｡このとき20人の部下を監督していた｡

高専卒業者でも作業者経験がある｡エンジン組立･最終組立ライン物流職場SVのK氏

は,車の修理工場で2年働いた後, 2年間の兵役を経て,日系オートバイ工場に10年間勤

務した｡修理工場では塗装から機械加工まで全ての修理を経験している｡日系企業では,

塗装部門の物流職場でキャリアを積んだ(作業者2年-leader2年-foreman3年-S V

3年)｡ B社でいえば, foremanがsv, svはmanagerに当たる職位である｡ SV時代に

は260人もの部下を持っていた｡

日系企業でも,大卒者の場合には作業者職に就かせてはいない｡シャーシ組立職場SV

のJ氏札　日系自動車メーカーで9年間働いていた｡部品検査係として6年, QAチーム

に3年所属していた｡スタッフ部門の経験しかないことを意味する10｡

第3節　日本での導入研修

(1)研修内容

B社では,全SVの約半数が日本での研修に参加している｡この他,管理者クラスは全

負,技術者,保全,熟練工(skilled operator:品質管理,手直し)はSVと同じく約半数が
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日本に行っている(表4- 5)｡ SVが技術者,専門工と同掛こ重視されていることが分か
る｡

続いて,研修の内容について述べる｡まず･表4-6のリストにあるテキストは,基本

的に全て利用した｡ただし･これらのテキストは業務遂行能力中心である｡研修時間でい

うと業務遂行能力関連が7乱闘題解決能力関連が3割程度,人間関係能力関連が少々と

いった配分になるという｡問題解決能力といっても,定常的な工場管理システムについて

の内容が主要部分を占め,同能力の根幹と考えられる改善,問題解決は基本的な内容にと

どまっている｡もちろん業務遂行能力乱闘題解決能力に先だって身につける必要がある

ため(馬1994, pp.101-102),優先して教えることは妥当である｡いずれにしても, B社の

S Vは日系を含む製造業他社での経験があるにもかかわらず,業務遂行能力養成の段階に

あったことを示している｡

表4- 7にある各評価項目は,それぞれの研修後, 4段階のレベルで達成度を評価され

る｡レベル1 :理解していない(再指導が必要),レベル2 :トレーナーの助言が必要,レ

ベル3 :理解し,実行できる,レベル4 :他の研修生に括導できる,がそれである｡研修

中にレベル3またはレベル4の能力を習得することが求められている｡作業そのものに関

わる内容,すなわち業務遂行能力関連が多い｡それぞれの作業について必ず品質や改善に

関わる内容も含まれてはいるものの,作業そのものに関わる内容と比べ比重は小さい｡

業務遂行能力と問題解決能力の両方の形成を狙いとした研修の例として, C2トライア

ルを挙げたい｡工場で量産を始めるまでに札試験生産の段階がある｡ B社の場合, C

(confirmation)1, C 2, 1 P P(pilot production), 2 PPという4回の試験生産を経て

量産に入った｡このうちCl, C2は日本の親会社であるA社本社工場で行った1l｡この

C2段階に日本研修中のSVが参加する｡ SVはこのとき,大きく分けると2つの仕事を

することが求められる｡まず,機械設備を使ってどのような手順で作業をするか把握する

ことである｡量産段階でライン作業者のトレーナーとしての役割を果たすことが期待され

ているためである｡ここでは,業務遂行能力が要求される｡

もう1つは,機械設備を使って作業を行う場合の間旗点を見つけだすことである｡ここ

で乱闘壇解決能力が求められる｡現場監督者の改善に関する意見は設備の設計担当者に

伝えられ,設計の修正という形で図面に織り込まれる｡この時点でアイディアが標準化さ

れ,･改善が実現することになる12｡例えば,このときのC2においては,車体部門では次

のような問題が起きた｡受け具上にシートメタルを置き,受け具の問からガン(溶接横の先

端部分)を入れて溶接するという工程があった｡ SVは,ガンが入りやすいか,溶接場所に

よってはガンを傾ける必要があるが,容易に候けられるかといった内容を自ら作業をする

ことを通じて調べ,受け具の高さや間隔を再検討する必要のあることを改善意見としてま

とめた｡また,溶接機が非常に重く人手で扱うのが困難な工程では,ロボットを用いた方

がよいという意見も出した｡もちろん,研修生がこうしたアイディアを独自に出せたわけ
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ではない｡日本人のアドバイザーが折に触れて目の付け所を示唆することによって,結果

を出すことができた｡設備の改善過程に参加することによって,担当する機械設備がどの

ように｢育てられるか｣ (日本人アドバイザー)を体験し,その結果として担当工程の作業

全般に対する理解力の向上が図られている｡O ∫ T的手法をとる研修の好例と考えられる｡

(2)研修不参加SVへの訓練

SVの半数を日本研修に送るという方法は,以下のような研修不参加のSVに対する訓

練計画と一体のものとして考えられた｡まず, 1直生産に必要な数のSVを採用し,日本

研修に送る｡日本研修が終わる頃(量産開始の9ヶ月前)にもう1直に必要なSVを採用し,

日本研修の参加者が新規採用者のトレーナーになって現場監督者の業務を教えるという方

法である｡

経済危機の影響で,当初予定より2直生産への移行が遅れたため,その間, 1つの職場

に2人のSVがつくことになった｡この結果,研修に参加したSVから不参加SVへのマ

ン.ツ~.マンのOJTを,長期間実施することができた｡具体的には,原則として不参

加のSVが前面に出て業務を遂行し,研修に参加したSVがサポートに回るよう指示して

きた｡

もう1つB社にとって予想外だったのは,日本研修経験者の退職が予想を大きく下回っ

たことであった｡彼らは転職する際の条件に恵まれていて,現在の2倍の貸金を提示され

ることも珍しくないという｡ B社では研修後1-2年で半数は転職すると考えていた｡こ

のため,あえて不参加のSVが早く技能を習得できるように,彼らをメインにした体制を

とることにしていた｡ところが,これまで転職したSVは｢数人｣で,当初の予想とは異

なる結果だった｡この結果,現場監督者の養成も予想以上に順調に進んだといえる｡

SVの半数しか日本研修に送らなかったのは,タイ帝で教育訓練を回せる体制を作るこ

とを目標としていたためであった｡まず,日本研修の時からタイ語で教えることを徹底し

ていた｡具体的にはまず,日本人が日本帝で教材を作成する｡続いて教材をタイ語に翻訳

して,日本研修参加者にタイ帯版で教える｡教材による研修終了後,研修参加者から意見

を聞き,難しいところを割愛したり,具体的なケースに修正を加えたりという変更を行っ

た｡研修参加者札不参加のSV向け教材を作成する過程に関わったわけである｡この結

果,日本研修不参加のSVは,タイに居ながら,しかも日本人を介さずに必要な研修を済

ませることができた｡日本人1人にタイ人30-40人分の労務費がかかることから,コスト

面でもB社はメリットを享受することができた｡

ただし･こうした方法を採ることができるのも,業務遂行能力中心の教育訓練を行って

いることによるところが大きい｡日本研修では,タイのSVなら日本の職長,技術員,保

全工,手直し工もそれぞれ同職種の日本人について実地訓練を行っている｡ここでも問題
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になったことだが,日本の職長クラスの現場監督者も,タイからの研修生も相手の母国帯

を理解することができない｡また,英帯による意思疎通も満足にはできない｡結局, ｢やっ

てみせる｣方法しかとることができない｡この結果,なぜ特定の仕事のやり方をするべき

なのか,その理由について伝えることもできない.仕事のやり方というのは様々な条件に

依存していて･条件が変化するとやり方も変えなければならないことが多い｡こうした細

かい部分を言葉によるコミュニケーションなしに行うことはきわめて困難である｡研修生

が作成したタイ帯テキストは,こうした水準にまでは達していない｡このため,今後問題

解決能力の養成を図る局面では,問題が出てくると考えられる13｡

第4節｢改善構想能力｣の評価:日本人による支援の必要性

(1)質問票への回答結果

｢改善構想能力｣とは, ｢物理量ベースの目標を達成するために,標準化を前提として問

題点を把握し,改善策を考案する能力｣である.また,この能力は, ｢問題点の把軌｢改

善策の考案｣ ｢標準化｣の3つから構成される｡

質問票調査では,生産管理手法の利用,関連帳票類の作成に関して中心的な担当者につ

いて回答を得た(図4-3　図4-4,図4-5).質問項目としたのは,改善活動を進め

ていく上で必要と考えられる内容である｡ r改善構想能力｣に関連するの札｢標準作業｣

｢IE(インダストリアル･エンジニアリング)｣ ｢品質管軌｢納期･主管理｣の各項目群

である14｡

まず図4-3で札各項目群の中心となる担当者についての結果を示した15｡項目群別

に見たライン職場従業員(SV+部下)16の担当状況からは,模準作業とI Eはライン職場の

担当が比較的多く,納期･量管理と品質管理は少ないことが分かった｡ A社のケースと同

様の傾向があった｡ただし,担当比率を比べると,一様に日本よりは低い水準にとどまっ

ていた｡また･ A社と比べると, ｢上司｣が担当する割合が大きいことも特徴といえる｡両

社間のライン職場担当率の格差札多くが上司によってカバーされている｡この上司の中

には,マネージャーだけでなく日本人駐在員が含まれると考えられる｡実際,ヒヤリング

調査では複数のSVが｢上司には日本人アドバイザーを含んでいる｣と回答している17｡

図4-4,図4-5で札　SVの経歴の違いが生産管理手法･関連帳票類の担当状況に

影響を与えているかどうかを調べた｡高校･高専卒と大学卒,日系企業経験者と非経験者

についてそれぞれ比較したが,目立った差は見られなかった｡

図4-6で批准場の日常管理項目について, r目標設定J, rデータ収集･整軌, ｢評価｣,

｢未達時の改善｣ 1Sというr管理サイクル｣の各段階ごとの中心となる担当者を示した19｡
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本節と関連する未達時の改善について札約半数のSVが自らを中心的担当者であると考

えていることが分かった｡ A社と比べると少ないものの, B社でも現場改善という方法が

浸透しつつあるように思われる｡

(2) B社SVが担当した改善事例

SVへのヒヤリング調査では,自ら中心となって実現させた改善事例について詳しく質

問した｡全てのSVから複数の事例についての説明を受けた｡その中から-,いくつかの事

例を紹介したい｡

事例1 :プレス職場SV�"H氏　ライン作業の人員削減

図4-7に示した6台のプレス機からなるラインで改善を行い,人員を3人削減した｡

①　改善前は, Alでの加工終了後,人手で仕掛品を裏返してA2にセットしていた｡

ロボットを導入して,裏返し作業を自動化し,作業者を削減した2｡｡

②　A5とコンベア2の間があくレイアウトになっていて,ロボットで運ぼうとしても

アームの動く角度が足りず,間に短いコンベアを設置せざるを得なかった｡このた

め, A5からコンベア1まではロボットが部品を運び,コンベア1からコンベア2

へは作業者が部品を移動していた｡プログラムの設定変更によってアームの可動角

度を大きくして,コンベア1と作業者1人が不要になった2l｡

③　長いコンベアからA6に直結するコンベアは直角に設置されていて,部品を手作業

で移し替える必要があった｡このため,自動的に部品が流すことができるようなト

レーを製作した｡ここでも,作業者を1人削減することができた｡

これまで挙げた例は,実施に当たって保全部門やエンジニアに技術的な協力を求める必

要はなかった｡ただし仮実施後,アイディアを付け加えてもらうことはあった｡

事例2 :塗装職場SV�"I氏　塗料使用量の削減/塗装面へのほこり付着防止

塗料の噴霧器は, 1台で複数色の塗料吹き付けを可能にするため,複数の塗料タンクを

備えている｡色を変える際には,前に使っていた塗料を噴霧器のガン(塗料噴霧装置)から

取り除く必要がある｡この作業はシンナーを自動的に注入し,ガン内部に残っている塗料

を洗い流す方法で行われている｡専門業着から購入した噴霧器札ガン部分が必要以上に

長いものであった｡このため,ガンのうち不要な部分を切り取ることにした｡この結果,

自動洗浄にかかる時間が1回当たり5秒から3秒に短縮された｡また塗料,シンナー共に

1回当たり80ミリリットルを節約することができた｡この結果,どの程度原価低減できた

かは,計算したことがないので分からない｡塗料は高価なので大きな低減効果があったと

は思う｡
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現在,進行中なのが,塗装面へのほこり付着の防止策である｡今のところ目標を日によ

って達成できたり,できなかったりという状況である｡月1回,エンジニア, sv,リー

ダーが話し合う場を持っている｡必要に応じて,マネージャーが参加することもある｡ど

んな問題点があるか,どんな対策が考えられるかを議題にしている｡最近で札ほこりが

外部から入ってくるのを防ぐため,ライン上にプラスチックの囲いを作ることを提案した｡

この提案は実施され,成果を上げていると思う.ただし,具体的な成果を測定することは

難しいので答えることはできない｡具体策の考案は通常,作業者を含めた職場全体でまと

め,エンジニアに実現可能か相談する形をとる｡毎日の5分間朝礼の機会を利用している｡

職場内でうまくできない場合,エンジニアに初めから参加してもらうケースもある｡

事例3 :部品物流職場SV�"K氏　｢マーシャリング台車｣･への部品セット時間短縮

エンジン組付ラインへの物流を担当する作業者は,各部品をマーシャリング台車に乗せ

てラインに供給することが主要な業務である｡マーシャリング台車とは,ラインで必要な

部品を必要な順番にセットした台車である｡ライン作業者は,半ば機械的に部品を取り出

し組み付ければよいので･作業性が向上する.また,組み付け忘れが生じた際にもー目で

問題の部品を特定することができる｡

ところが,作業者の作業性を向上させるのと引き替えに,部品物流職場では問題が生じ

ていた｡部品の台車へのセッティング作業は繁雑である｡エンジンの場合, 1セットの組●

み付けにおよそ180個の部品を必要とする.従来は各部品に数字9桁のコードが付けられ

ていた｡このとき, 1台分のセッティングにおよそ30分かかっていた｡たまたま同じセク

ションの中で,バッテリーの5つの種類を判別しやすくするために. A, B, C, D, E

というアルファベットのコードをつけた事例があった.これを全体に応用できないかと考

えた｡こうして,数字のみのコードを数字,アルファベット,タイ文字を組み合わせたコ

ードに置き換えた｡この結果, 1台当たりセッティング時間を12分に短縮することができ

た｡

この事例のように,技術的に,かつ改善後の影響についても自職場内で完結する場合に

は･マネージャーに事前報告する必要はない｡設備の改良等を伴う｢大きな改善｣や他の

部署に影響が及ぶ内容である場合には,アクションプランにまとめてマネージャーに提出

することになる｡このアクションプランはいつでも提出することができるもので,提案制

度に類する｡実施時期･担当者･完了時期を明記することになっている｡ただし,提出者

はリーダー以上に限られる点が,日本とは異なっている｡

(3)日本人駐在員による評価

以上のような改善事例について, SVは自分が中心になって改善を実施したと強調する｡
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しかし,日本人駐在員からは違った見解が聞かれる｡実際には改善をテーマとしたミーテ

ィングの中で,望ましい結論が出るように日本人アドバイザーが導いている｡もしくは,

日本人が基本的なアイディアを既に出していたものの延長線上にあるものが多い｡日本人

のアイディアであることを悟られないようにすることに気を遭っている22｡職長は詰めの

部分の細かいアイディア出す程度にとどまっている｡例えば披械にワークをセットする際,

ワークごとのセット位置が分かりやすくするためテープを貼っておくといった種のアイデ

ィアである23｡

職場単位で目標は与えられても,達成できない場合にその原因を追及する姿勢は弱い｡

こうした問題の背景には, ｢新しいアイディアを出すことに積極的な人が少ない｣という事

実がある｡もちろん, ｢タイ人SVの名著のために言うと,自らアイディアを出す能力を持

つ者もいる｣ (日本人アドバイザー)｡塗装部門AAは,前節の事例2で紹介した塗装職場

SVのK氏を,アイディアマンとして高く評価している｡直接的な効果は測定が難しい部

分もあるが,この改善によって着実に不良個所数の低減効果が上がっているという｡ただ

し,こうした能力を持つSVの割合が日本より目立って低いことが問題である｡ SVクラ

スに限ったことではないが,日本と比べると改善のスピード,量,質のどれをとっても劣

っている｡基本的に言われたこと以外の仕事には消極的であるというのが,複数の日本人

駐在員による評価である｡

第5節｢管理能力｣ :原価意識植え付けの段階

(1)乏しい原価への意識

B社では現在,台当たり原価を管理指標に位置づけ,コスト意識の徹底を図っている｡

1999年5月から,組織横断的プロジェクトとしてCost reduction(原価低減)活動をはじめ

たが, CR committeeへの参加者はエンジニアクラスに限られている｡調査時にはSVク

ラスにまで浸透している状態とはいえなかった｡

表4-8の重視する日常管理項目を見ると,原価ベースの管理項目が全く挙げられてい

ないことが分かる｡ A社の場合,多くの職長が直接労務費を重視する項目としていた｡原

価に対する意識が著しく異なっていることが分かる24｡

日本人AAは, ｢マネージャークラスでも理解はしていない｣と指摘する｡現在は作業者

1人の労務費が台当たり2.5バーツに当たるといった例から,他の項目に理解を広げさせよ

うとしている過程である｡ ｢1工程で100分の3秒ずつ作業を効率化できれば, 20工程で

100分の60秒にもなるという話をする｡しかし, 100分の3秒分もうけてそれがどうしたと

いう反応しか返ってこない｡原価にどう効いてくるか分かればまだ変わってくるかもしれ
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ないと感じる｣ (日本人AA)｡コンマ数バーツの改善の積み重ねがどのような意味を持つ

のか分かってもらうには,原価への意識を高めることが重要なステップである｡今後は生

産活動のあらゆる面で,それぞれ原価とどのような関連があるかを意識させることを目標
としている｡

改善活動においても,成果がコスト換算されていない｡ヒヤリング中も,改善の成果に

ついて尋ねると, r人,材料,作業時間をこれだけ減らせた｣と敢えてくれる｡ではコスト

に換算するとどうかと再度質問すると･ ｢分からない｣ ｢計算したことがない｣という答え

が返ってきた｡日本の改善事例の発表では,最終的にどの程度コスト低減につながったか

を明記するのが一般的である｡提案制度に関しても,不採用の理由はコストの問題が最も

多い｡部品物流職場SVのK氏の場合･比較的まとまった単位で納入される輸入部晶の移

動方法を･人力から真空機に変えるべきであると提案した｡しかし,コストがかかりすぎ

るという判断から不採用になった｡ K氏自身は,コストについて特段の考慮をしないまま,

提案をまとめたためである｡

こうした原価に対する意識の低さから考えると,原価に基づく方針管理の担当は期待す

べくもない｡日本の現場監督者は原価に基づく方針管理を｢業務計軌を中心に行ってい

る｡現在, B社ではSVが年間businessplanを作成している｡日本の｢業務計画｣とは異

なり,原価との関わりは乏しく･品質･稼動率,編成効率といった個別の問題について改

善の方向性を示すことから･むしろ｢改善計画｣に近いものである｡ ｢業務計画｣から｢改

善計画｣を展開する部分を･ B社SVは全く担当しない体制をとっている｡ B社の場合,

原価に関連する内容は製造部門のエンジニア,ラインではSVの直接の上司に当たる

production manager(A社の主任)以上が担当している25｡

(2)改善目標設定への非関与

前述の図4-6によると,重視する日常管理項目の｢目標設定｣と｢評価｣は, SVと

上司が分担している｡ SVが中心的な担当者とする割合は日本の事例をやや下回る程度で

ある｡ただし,ここで注意しなければならないことがある｡というのは, A社職長とB社

SVが重視する日常管理項目が異なっているということである｡ B社SVの場合,管理項

目は物理量ベースのものに限られる｡これに対して,日本では原価ベースの項目も含まれ

る｡第3章で述べたとおり,原価ベースの項目は,目標設定,評価ともに主任以上(図4-

6の｢上司｣ )が行う｡物理量ベース項目に限れば, A社職長はより高い割合で目標設定,

評価を担当していると考えられる｡以上のことから,両社現場監督者の能力格差は,回答

に現れている以上に大きいといえる｡

･また,ヒヤリング調査で確認した範囲では, SVが管理項目にかかわる目標の設定や実

績の評価を行っているという回答は得られなかった.日本人エリア･アドバイザーやタイ
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人マネージャー,エンジニアの仕事とされていた｡

事例1 :プレス職場SV-H氏

段取り時間の目標を定め･短縮への努力を行っている.具体的な目標設定や目標達成の

時期に関わる計画はエンジニア主導で行っている｡平均段取り時間は18分で,これをA社

と同じ15分にすることを目標としている｡現在はどの作業にどの程度の時間がかかってい

るか,基礎的なデータ集めの段階である｡収集したデータはエンジニアとSV,リーダー

が参加するミーティングで検討される｡

事例2:塗装職場SV�"I氏

6カ月に1回開くミーティングで,マネージャーが品質と稼働率の目標を定める｡この

他,毎月重点目標が決められ品質なら品質,原価低減なら原価低減といった具合に活動す

る｡

稼動率は,現在97%を目標にしている｡具体的にどのような式で稼動率を計算するかに

ついては知らない｡目標は生産数量によって若干異なってくる｡ SVは,職場から上がっ

てきたデータに基づき作表するのが主な業務である｡どの機械が何分止まったのか,また

どの機械の修理を優先すべきなのかについて表に書き込む｡

目標設定に関与していないばかりか,管理項目の算出方法も把握していない｡データ収

集･整理が主な仕事といえる｡ A社職長の水準には及ばないのが現状である｡

もちろん, B社が現状を良しとしているわけではない｡前述したbusinessplanの作成は,

将来･目標設定等の業務委譲を視野に入れたOJ Tであると考えられる｡最終組立職場S

VのL氏札businessplan作成の流れについて,以下のように説明する｡

｢年1回マネージャーから目標値がおりてきて,それに基づいてS Vはbusinessplanを

作成する｡ A3版で3枚程度の分量である｡一度でマネージャーの承認を得ることはなく,

必ず何らかの形で添削される｡アドバイスに基づいて自ら手直しし,改めてマネージャー

に提出するという過程を踏む｡ businessplanを作り始めてからマネージャーの東認を得ら

れるまでには, 1-2ヶ月かかる｡具体的には以下のような項目を含め10項目程度で構成

されている｡

3S(整理,整頓,清掃)

2.出勤率

3.作業者の技能･訓練･ローテーション

4･その他の問題(機械保全等)

目標に関連するデータは日報の形でまとめられ,. 1ヶ月分をmonthly reportにまとめて

マネージャー､に提出する｡日掛こは,その時々で実施された対策も記すことになっている｡
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1回分がA4版で2枚程度の分量になる｡

原価意識の植え付けと同様,端緒についたばかりではあるが,現段階で必要な手は打た

れていると評価できる｡

第6節労務管理･定常作業維持業務の負担

これまで見てきたように, B社SVは, ｢改善構想能力｣ ｢管理能力｣ともにA社職長に

及ばない｡この原因としては,まず現場監督者になるまでの職務･研修経験の違いが挙げ

られる｡さらに問題と考えられるの札現場監督者としての仕事内容が異なっているため,

むしろ格差が広がると懸念されることである｡

｢現場監督者が労務管理業務に費やす時間を考えると,タイのケースはアメリカに似て

いる｡アメリカ法人では6年間働シュたが,労働組合が強く対策に多くの時間をとられた｡

タイでは組合対策こそないものの,広く人の問題に就業時間の半分はかけているのではな

いか｣ (B社日本人AA)｡

現状では, B社のSVは人の管理を確実にできることが評価の対象になる(B社日本人役

負)｡ヨーロッパ向け生産の開始を期に,残業を始めることになったときの例を挙げたい｡

従来は定時で仕事を終えていて,出勤率は98%前後を推移していた｡ところが,残業を含

む生産体制を取り始めてから,残業時間に入ったとたんに出勤率が80%まで下がる日が続

いた｡ただ･職場ごとに状況を観察してみると,出勤率が急激に下がるケースと定時から

それほど変わらないケースがあった｡この差札　SVが部下を掌握しているかどうかが如

実に現れたものであった｡会社としても残業手当を増額したり,人の手当を増やしたりと

いった対策を講じているが,残業時間中の出勤率は今でも下がっており,職長の能力に頼

る部分は残っている｡

B社の日本人AAは,日本とタイの現場監督者が担当する仕事の違いについて,以下の

ように述べている｡

｢タイでは,標準化された作業をいかに着実に行うかに重点が置かれる｡日本では状況

が異なる｡作業者にべテランが多く標準作業を指導する手間がかからない｡あるいは全般

的な出勤率,残業時の手続き等に神経を使う必要が比較的少ない｡時間的に余裕があるか

ら,改善活動に力を入れることもできる｣｡実際, A社職長は,出勤率が日常管理項目とし

ては挙がってこなかった(表3-8)｡これに対してB社では,有効回答の半数以上が出勤

率を重要な日常管理項目として挙げている(表4 - 8)26｡

｢日本研修に来たB社SVは, ･現場監督者の理想像にふれることによって感動し,刺激

を受けて帰国する｡ところがタイでの実務は出勤率をどうやって高めるかといった労務問

題が中心にならざるを得ない｡理想と現実のギャップに直面し,心理的にめげてしまった
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と訴える例もあった｣ 27｡

第7節　調査結果のまとめ

タイ日系自動車メーカーB社での調査結果は,以下のようにまとめられる｡

【入社前の経験】

現在のSVは,全員が他社で管理者･現場監督者としての経験を持っており, B社にも

SVとして入社した｡このうち質問票への回答者札平均9年弱の製造業経験を持つ｡ A

社の職長と比べると職務経験は半分に満たず･作業者経験のないケースも見られる｡最終

学歴は高専卒,次いで大学卒が多く･この点ではA社の高校卒に勝っている｡高校卒の作

業者との間には学歴格差があり,現時点でたたき上げの人材をSVに育てる方法はとられ

ていない｡

【日本研修】

SVのうち,半数が日本での研修に参加している｡その内容札A社職長が受けてきた

｢実践技術研修｣や｢職長級強化研修｣とは大きく異なる.端的に言えば, A社職長が問

題解決能力を習得するのに対して, B社S Vは主に業務遂行能力を習得する段階であった｡

｢研修時間でいうと業務遂行能力関連がおよそ7乱問題解決能力関連が3割乳人間関

係能力関連が少々といった配分になる｣ (B社日本人AA)という｡ B社のSVは日系を含

む製造業他社での経験があるにも関わらず,業務遂行能力養成の段階にあったことを示し

ている｡

今後はA社と同様･問題解決能力の養成が課題となるが,今のところSVを再び日本研

修に派遣する計画はない｡また･ A社の｢実践技術研修｣のようなケーススタディ的.ff.

JTを行うにも･トレーナーとなる日本人が不足している｡いずれもコストが最大の問題

である｡現在は,経験豊富な日本人アドバイザーによるOJTを通じて,能力養成が試み

られている｡ただし, A社における療育訓練と比べると,まだ端緒についたばかりである｡

【 ｢改善構想能力｣の評価】

B社SVは自らが中心になって改善案を策定していると主張するが,実際には日本人駐

在員による支援が必要な段階である｡ ｢問題点の把鐘｣ ｢改善策の考案｣ ｢標準化｣の全てに

ついて, SVの能力はA社職長に及ばない｡日本人アドバイザーは｢A社のQCサークル

で乱作業者のアイディアは職長など上司からのヒントによってまとまることが多い｣と

指摘する｡したがって,日本人アドバイザーがA社歌長, SVはA社の作業者と同様の立
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場にあるといえる｡自ら案を出すだけでなく,部下の｢改善構想能力｣向上にも貢献する

A社職長との間には,大きな能力格差がある｡ただし,日本人による支援がOJTの効果

を持っていることから･基本的な能力の形成は既に始まっていると考えられる｡

【 ｢管理能力｣の評価】

原価ベース目標への物理量ベースへの展開札まだ行われていない｡こうした管理以前

の原価意識を高める段階である｡例えば,ヒヤリングに答えたB社のSVは,改善事例の

効果を原価で把握していない｡成果について尋ねると, ｢人,材料,作業時間をこれだけ減

らせた｣と教えてくれる｡ではコストにするとどうなるかと再度質問すると,全てのSV

から｢分からない｣ ｢計算したことがない｣という答えしか返ってこない｡

目標を事前に設定し･それを達成するために改善を行うという仕組みは, B社にもある｡

しかし,その過程に, SVが深く関与しているわけではない｡管理目標の設定や実績の評

価は,日本人駐在員やタイ人マネージャー,エンジニアの仕事である｡将来の権限委譲を

目指し, businessplanの作成を通じた能力形成が試みられていることも事実である｡

B社現場監督者の能力養成の課題は,長期的な視点による人材育成が難しいところに集

約されると考える｡このように長期的な人材育成が困難である原因は,主に以下の3点に

まとめられる｡

(1)トレーナーの日本人の問題

知識･経験を考えると,日本人駐在員はトレーナーの最適任着である｡しかし,その労

務費はタイ人従業員平均額の30-40倍であるという.コスト面から,多くの日本人を駐在

させることは望ましくない｡一方で,生産に必要な最低限の人員では,教育訓練を充実さ

せることが難しい｡

言葉の問題も大きい｡例えば,日夕イの現場監督者クラス同士で,相手の母国帝や英帝

で意志疎通を行うことは難しい｡結局, ｢やってみせる｣方法しかとることができない｡や

ってみせた内容を理解させることはできる｡しかし, ｢なぜ特定の仕事のやり方をするべき

なのか,その理由について伝えることはできない｡仕事のやり方というのは様々な条件に

依存していて･条件が変化するとやり方も変えなければならないことが多い｡こうした細

かい部分を言葉によるコミュニケーションなしに行うことは,きわめて困難である｣ (日本

人AA)｡長期的には,タイ帯のできるトレーナーの育成が必要であろう｡

(2)離職リスク

B社に限らず,日本研修経験者は転職する際の条件に恵まれている｡ B社の場合,現在

の2倍の賃金を提示されることも珍しくないという｡このため,研修後1-2年で半数は
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転職すると想定していた｡ところが･これまで転職したSVは｢数人｣と,当初の予想と

は異なっている｡ここ1, 2年のタイ経済の状況を考えて,より長期的に能力を高めてか

ら転職した方が良いという計算もあったものと考えられる.といっても,生産台数が大幅

に増えない限り･数年後にはポスト不足が生じる.したがって,今後も現状の低い離職率

が続くとは言い切れない｡

(3)労務管理･定常業務管理の負担

労務管理や作業標準を遵守させる業務に追われ,改善に割ける時間が限られていること

も問題である｡ ｢現場監督者が労務管理に費やす時間を考えると,タイのケースはアメリカ

に似ている｡アメリカ畠人で6年間働いた時の経験では,労働組合が強く現場監督者は多

くの時間をとられていた｡タイでは組合対策こそないものの,広く人の問題に就業時間の

半分はかけているのではないか｣ (B社日本人アドバイザー)｡一方で,標準化された作業

をいかに着実に行わせるかも重要な業務である｡作業者にべテランが多く標準作業を括導

する手間がかからないA社とは,状況が大きく異なっている｡

1同じA社のタイ現地法人,自動車部晶メーカーC社でも同様の調査を実施した｡この結

果も必要に応じて紹介する｡

2第2章第1節(2)の予備調査で情報を得た｡

3自動車部晶メーカーC社については, ①B社にはない機械加工部門を持っているため,

同部門の状況を把握する, ②C社の従業員数はB社の4分の1に満たない｡企業規模によ

る違いを捉えるために,調査対象とした｡

4 C社でも,同時期に調査を行った｡

質問票A ｢職長の生産管理能力習得に関する調査｣ : 5名に質問票回答を依頼し,全員から

回答を得た｡

質問票B ｢直接部門における方針管理の実際に関する調査｣ :日本人工場長に質問票回答を

依頼し,回答を得た｡

質問票C ｢『技能系社員(作業者-職長)』研修プログラムと能力習得への動機づけに関する

調査｣ :教育訓練担当の日本人スタッフを対象としたが,専任の担当者がいなかったため,

質問票Bの回答者に依頼した｡日本人工場長から,部下である日本人マネージャーと協議

の上で回答があった｡

5個々の質問と分析枠組みの構成要素の関連について駄本論文p.79の注3を参照された

い｡

6スーパー/てイザ-(sv)はA社の職長に当たる｡
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7質問票の内容については巻末資料を参照されたい｡

8 C社では, SV3人と日本人工場長に対してヒヤリングを実施した｡実際にはdeputy

head chief, assistant head chiefに回答を依頼したが,本論文ではB社の呼称にならって

SVと呼ぶことにする｡

9調査対象とした｢課(マネージャーの管理範囲)｣の概要は,表4-2を参照されたい｡

10一方C社では,高専卒の従業員が職長職を占めている｡前述の通り,タイの一般的企業

に習って職務階層が非常に細かく分かれている｡高専卒がマネージャーになることはこれ

までないが,今後勤続が長くなると高専卒マネージャーが出てくることは十分考えられる｡

現在は高専入社6人のうち, 4人がassistanthead chief, head chiefに昇進している｡彼

らは平均勤続8年弱で, ｢日本の班長クラスの能力｣ (C社工場長)という｡高校卒は現時点

ではchieflhまりである｡保全工･検査エも高専卒に限られている｡

数年後の職長の処遇は難しくなると心配している｡ 3年しないと上のポストには昇進で

きないことにしているが,企業の規模がそれほど変わらず,現在の職長が会社に残ること

になれば,ポスト不足が生じる｡昇給で色をつけることも難しい｡差をつけるとすぐにそ

のことが広まって,差をつけられた側は意欲が著しく低下する｡こうした状況下では作業

者として入社した高卒の従業員が職長クラスに昇進することは難しい｡ 10年以上の経験と

いう要件があるので,現時点では班長クラスに昇進している例もない｡現在の職長は短大

卒で班長として入社している｡最短5年で職長に昇進できる｡

B社と異なるのは生え抜きの社員が多いことである｡ ｢日本の自動車メーカーの現地法

人といっても,企業規模が町工場レベルであるため,経験者を採用することは難しい｡ B

社とは状況が異なる｣ (C社工場長)という｡

ll C 2段階では,ジグの修正を行う｡タイで新たに採用した従業員は機械設備に関する技

能がないため,こうした作業を行うことができない｡このため, C2までは日本で行う必

要があった｡

12日本企業の場合,何度も新車の試験生産経験があるのだから,設計側にノウハウが蓄積

され,現場の意見を吸い上げる必要は少なくなっているのではないかと疑問を持った｡と

ころが現在でも,現場の視点から見て改善が必要な部分は少なくない｡問題があると分か

っていても,それを設計の形でどのように表現すればよいかは分からず,後でSVの判断

を仰ぐことを前提に設計するケースさえある｡

13これに対してC社で私淑長補佐クラス3泊4日,職長クラス1週間という階層別研修

を行っている｡プリチーフ以上は,帯学6週間プラス実地研修で計3ヶ月間の日本研修に

行っている｡これまで職長･班長クラスはほぼ参加を終えている｡

しかし,基本的な品質管理手法であるQC 7つ道具の習得もまだ終えていない段階であ

る｡ ｢日本でいえば班長レベルにも届かないかもしれない｡ざっとみて日本の2, 3階層下
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の能力水準といえる｣ (C社工場長)｡社外教育は聴長レベル以上を派遣している｡この社

外教育では,直接的な効果を期待しているギけではない｡入手したテキスト類を基にして

マニュアルを作成できないかと考えているという｡企業規模が小さいのでタイ語マニュア

ルの作成にかかる時間とコストは割に合わない｡職長クラスでは英語ベースで作ることも

できるが,タイ語の方が効率がよいためである｡

具体的にはQC 7つ道具,新QC 7つ道具といった管理手法や, NC工作機械のプログラ

ミングの講習に参加させている｡講師はタイ人で,各講座月1回丸1日の講習が数ヶ月間

続く｡随時3名ずつ組にして派遣している｡社長,工場長を含めて3人にすぎない日本人

が教えることは,人手が足りず物理的に不可能であるという｡さらに言葉が通じないので

背景まで説明することができず,効果が上がりにくい｡また,書き物として残らないこと

ち,長期的に見て非常に効率が悪い｡現在,教材としてビデオに注目している｡ 30分で2

万円程度の価格であるが,講習に派遣するよりは安いし,必要なときに何度も繰り返して

みられるので使い勝手の良い点を評価しているという｡

14 ｢原価管理｣は, ｢管理能力｣に関連するため,彰次節でその結果を分析する｡

15各項目群の具体的な項目については,第3幸江16を参照されたい｡

16ここでSVと部下をひとくくりにして考えるのは, SVは部下が担当できる内容なら自

らも担当可能という前提に立っている｡

17続いて日本と同様に, 20項目それぞれについて中心となる担当者に関する回答を分析し

た｡しかし,だれが中心的な担当者かについて意見が分かれたため, A社のように結果を

提示することができなかった｡

18それぞれ管理サイクルのP(plan), D(do), C(check), A(action)に当てはまる｡

19具体的な日常管理項目の内容については,表4-8を参照されたい｡

20 H氏は,ロボット導入に伴うコストを把握していなかった｡ H氏の他の改善事例だけで

なく,他のB社SVからも改善実施によって生じるコスト,利益ともに回答を得られなか

った｡この間題は次節で詳しく述べる｡

21この作業はノーソコン上で行うもので,リーダー以上なら実施することができる｡

22だからといってSVの能力習得に問題があるといえない｡そもそも相手には悟られない

ように配慮しつつ,アイディアが出るように導くのはOJTの手法である｡日本でも職長

や班長が作業者から改善のアイディアを引き出すために,同様の手法をとっている｡意識

しないでアイディアを授かった者は,その過程で改善の考え方を学んだことになる｡

23現場からの改善提案は,例えば｢部品の荷姿にビニール袋をかけているが傷が付かず無

駄なのでやめるべき｣,あるいは｢部品組付にボルトを4本使っているが3本でも十分であ

る｣といった内容である｡また, ｢部品をとりやすくするために棚のレイアウトを変える｣

といった場合には,各製造部門内の改善グループで処理し,生産技術部門は関与しない｡
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これに対して,生産技術では電着塗装の際の電圧を下げて膜厚を減らし,塗料使用量を削

減する,モデル間の部品共通化を進めるといった内容になる｡

24一方,図4-3では, ｢SVが原価管理を中心となって担当する｣という回答がA社と

同様の比率で出ている｡原単位管理やコストテーブルに関しては, 3分の1程度のSVが

自ら中心的役割を果たしていると回答している｡これらの結果は,表4-8とは矛盾する｡

ヒヤリング結果との整合性を考えて,ここでは表4-8の結果によって議論を進めること

にする｡

25 C社でも同様の傾向が見られる｡作業者レベルではコスト意識を高めるために,何か問

題があるとこれは何バーツ分に当たると括摘して注意を喚起している｡それでも身にしみ

て感じていない場合には, ｢あなたの給料の○日分, ○カ月分｣といって説明することもあ

る｡

A社のような方針管理は,まだ行っていない｡しかし, 1999年9月から職長と学卒のマ

ネージャー全員を対象に,品質,納期,原価,安全の4項目について月1回ずつミーティ

ングを開いている｡ 2000年度にはQS9000の取得を目指しており,その準備のために実施

している｡ S Vは毎回monthlyreportを提出し,日本人工場長が内容を検討している｡現

在は,マネジメントの定義やPDCAサイクルの意味といった,ごく基本的な内容を扱って

いる｡ 2000年4月からは,方針管理の考え方を教える計画であるという｡

26　労務管理と同様, SVが時間を費やすのが定常業務の維持である｡それでも,タイの

地場企業と比べると, B社は負担が少ないという発言もある｡

プレス職場SVのH氏は,以下のように述べた｡ ｢以前の会社では仕事に追われている感

じがしていた｡今と一番違っているのは生産計画の作成である｡以前は自分でしかも,辛

書きで生産計画を作らなければならなかった｡さらに一度作った計画を何回も各直す必要

があった｡これに対して,現在は基本的に生産計画の作成は担当していない｡コンピュー

ター上の計画に従って生産を進めればよいので,時間に余裕ができた｡計画に従っている

かの確認は原則としてリーダーが行っている｡こうしてできた時間を,現在は在庫量のチ

ェックに当てている｡以前はストック現品の確認がおろそかになりがちで,結果として部

品が欠品になり,納期遅れにつながることも少なくなかった｣｡

B社では,コンピューターで生産計画を立て,修正が必要になった場合には手書きで直

すことにしている｡コンピューターで生産計画を立てる場合, SVは1日単位で決まった

とおりに生産を進めることが主な業務になる｡手書き作成と比べると,負担は著しく軽い｡

日本のA社と比べると,確かにB社の事例は労務管理･定常作業維持業務の負担が重いと

いえる｡それでも地場企業と比較すると,改善に関わる能力を習得する上で相対的に恵ま

れた環境にあるといってよい｡

27 A社での調査と同様に, B社でもSVの入社時と現在の動機付け要因を調べた(図4-
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立った項目の中では, ｢仕事自体｣と｢作業条件｣が減っていることに注目したい｡仕事自

体は毎日新しい経験ばかりだった入社当時と比べて,仕事に対する慣れが出て興味が薄れ

たことの反映と考えられる｡一方,作業条件からは,外的環境に左右される度合いが少な

くなっているといえる｡現在の動機付け要因をA社と比べると, B社が多かったのは｢昇

進｣ ｢経営ポリシーと管理｣ ｢作業条件｣,少なかったのは｢成長｣という結果が出た｡経営

ポリシーと管理,作業条件は外的環境要因,成長は自己実現に関わる要因といえる｡ここ

に, A社職長とB社SVの動機付け要因に関する違いの一端が表れている｡
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表4-1. B社, C社における調査の概要

調査対象:自動車メーカーB社,自動車部晶メーカーC社(ともにA社のタイ現地法人)

調査期間: 1999年9月

調査方法:質問票調査と回答内容に関する補足ヒヤリング

調査内容:

質問票 ヒヤリング(質問票で触れな

かつた内容めみ)

質問票A ●担当職場概要 ●自らが中心になつて行つ

B 社 : スーパーバイザー23 ●重視する日常管理項目 た改善事例

人､ うち 5 人に ヒヤリング ●管理サイクルの担当状況

(ユニット組立 ､プ レス､車体､ ●生産管理手法と関連帳票

塗装､最終組立の 5 部門対象) 類作成の担当状況

C 社 ‥スーパーバイザー 5 ●社内職務●訓練経験

人､ うち 3 人にヒヤリング ●動機づけ要因

▼個人の属性
質問票 B ●担当職場概要 ●S Ⅴが話した改善事例の

B 社 :各部門日本人エリア ■ ●職位別日常管理項目 水準

ア ドバイザー 3 人､ 全員から ●職長の動機づけ要因 ●日本人駐在員による援助

ヒヤリング の度合い

C 社 : 日本人工場長､ ヒヤリ

ングも実施

●S Ⅴの原価意識

質問票 C

質問票B に同じ

●技能系社員が職長 に昇進 ●日本の研修プログラムと■

す るまでの研修プログラ

ム

●過去のプログラム との相
逮

●職長の動機づけ要因

の相違点 ■

出所:筆者作成
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表4-2. B社, C社において調査対象とした｢課｣の概要

部門名 職長クラス 自動化率 具体的な

の監督者数

(人)

(% ) 担当工程の内容

B 社

プレス

車体

26 99.5

(溶接加工)

部品のプレス加工および車体溶接組立

B 社

塗装 ■ 7 8 塗装(浸潰, 吹付)とシーリング等

B 社

13 0

自動車の最終組立 ●最終検査, ディーゼルエ

ユニット組立 ンジン組立,Frアクスル組立と必要な部品の

最終組立 受取 ●供給業務

C 社

機械加工

ユニット組立

4 . 歯車 ●ケースの機械加工, 熱処理, 組立

出所:質問票Bへの回答を基に作成
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図4ー1. B社塗装部門の組織
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以下, Shiftlに同じ

注:二重枠は日本人駐在員を表す
出所:B社社内資料を基に作成



図4-2. A, B, C3社における直接生産聴埠の職位構造

B社 C社

production

manager
head chief

deputy head chief

二ラ二 supervI$Or

assistant head

chief

i&lftfe
*lH^JサX,TiH1-4-

ft**

出所: A, B, C3社でのヒヤリング調査を基に作成
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表4-3. B社スーパーバイザーの属性

部門 辛 最終 自動車産業での そゐ他製造業の 外資系企業での B社での
名 ft 学歴 勤務鮭漁(辛) %)% ｣ ョ0 } 勤務軽験 ′日本研捗

プレス
35 ■高専 0 9 日系 あり

32 高専 4●5 4 日系 あり

30 高専 4 3 日系他の外資系 あり

車体■■

■32 大学 0 7●5 他の外資系 あり

33 大学 0 7 日系 あり

30 高専 0 6 日系 あり

33 大学 5 5 日系 あり

32 大学 0 8 他の外資系 あり

塗装

29 大学 1 3 日系 あり

35 高専 9 1 なし あり

33 高校 9 2 日系 あり

34 高校 0 9 日系 なし

35 大学 あり あり 他の外資系 -

ユニット

30 高専 ■0 8 他の外資系 なし

34 高専 ll 0 日系 なし

3ー 高専 9 0 日系 なし

組立 33 大学 - - ■■ なし

- - 0 10 他の外資系 なし

32 高専 10 3 日系 なし

30 高専 5 5 日系 あり

最終 28 高専 8 0 なし あり

組立 32 大学 あり ■0 日系 あり

32 高専 0 8 他の外資系 あり

出所:質問票Aへの回答を基に作成
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表4 - 4.タイ日系自動車メーカー従業員の職位別学歴構成

小学卒 中学卒 高校卒 専門学校

●短大卒

大学卒

以上

合 計

管理者 0人 2 2人 2 1人 2 3 人 7 8人 14 4人

(ー)■( 15 .3% ) ( 14 .6 % ) ( 16 .0 % ) ( 54 .2 % ) ( 10 0 .0 % )

事務 ●販売 0 人 7 人■ 17 1人 9 人 3 0人 2 17人

従事者 ( i ) ( 3 .2 % ) ( 7 8 .8% ) ( 4 .1% ) ( 13 .8 % ) ( 10 0 .0 % )

技術者 0 人 10 人 1人 9 人 2 5人■ 4 5人

( - ) ( 2 2 .2 % ) ( 2 .2% ) ( 2 0.0 % ) ( 5 5 .6 % ) ( 10 0 .0 % )

監管者 14 人 2 4 2人 9 5 人 4 6人 2 5人 4 2 2 人

( 3 .3 % ) ( 5 7 .3 % ) ( 2 2 .5 % ) ( 10 .9 % ) ( 5 .9% ) ( 10 0 .0 % )

生産工程 12 8人 1,0 8 2人 9 8人 5 5人 1人 1,3 64 人

従事者 ( 9 .4 % ) ( 79 .3 % ) ( 7 .2 % ) ( 4 .0% ) ( 0 .1% ) ( 10 0 .0 % )

合計 14 2人 1 ,36 3人 3 8 6人 14 2 人 15 9人 2 ,19 2人

( 6 .5 % ) ( 6 2 .2 % ) ( 17⊥6 % ) ( 6 .5 % ) ( 7 .3 % ) ( 10 0 .0 % )

注:現地調査対象の4社分合計｡うち3社は業歴20年以上,残りの1社も14年であった｡

出所:八幡･水野(1988)p.85

表4-5. B牡の部門･聴種別研修実施状況

部門

聴種

日本研修経鹸者数/ 全従業員琴

プレス

車体

塗装 ユニット組立

最終組立

技術 合計

Supe rintendent 3′3 ー′1 3′3 0 7′7

くー0030

ー59

/

ー755

(9●ー%)

Assistant

Superintendent

4′4 ー′ー 3/3 0 8/8

(ーOOX)

Engineer 8′ー6 8′9 7′ー7 6′25 29′67

く43*)

Supe rv isor ー0′22 4′ー0 ー3′26 0 27′58

(4610

Ma intenance 22/43 4′8 4′ー2 3/12 33′75

(00 0

Operator

[sk iIled OP: QC,

reprocess etc.]

25/590

【25′5ー】

ーー′238

[11/34]

19/712

【ー9′56】

0 55′ー540

(哨)

【55′ー41コ

(41X)

出所: B社社内資料を基に作成
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表4 - 6. B社章休職埠スーパーバイザー向け日本研修の
テキストリスト

鼓10 日(テキスト名称) 内容社格

辛

教育計画 教育計育

車体加工区紹介
レイアウト●生産の概要
工程税明
業務目様 ●■活動方針
租ヰ●役割の概要 工場見学

I 産準備業務 JL産化独吟日程 ■
体
S

製造部門の役割

工場管理 ●運用のしくみ

車体辞の業務計画(長期計画)
斗 教育 ●訓練のしくみ
入 安全衛生f 理のしくみ
基 (車体株運用の具体的なしくみをf 理項目●蛾幕 OUT 晶文保征のしくみ
m PUT 墳務別役割 ●兼務事収等で税明する) 生産改♯のしくみ
教 コストf 理のしくみ
育 生産f 理のしくみ

価勤f 理のしくみ
ロールプレイ(役割演習 ‥投計 ●製造 ●検査等, 各自 ピラミッド/ 封筒作成
の役割を決め, チームとして決められた納期 ●コス
ト●晶実のものを造るプロセスを実習する)

(人材朋党部の教材利用)

辛
体
初
エ

スポット溶接 スポット溶接の原理

スポット溶接棲の基本動作
晶J(基準
安全基準
点検 ●保守 実習

スタッド溶接 スポット溶接と同様(実習はなし)
ア■ク溶接(C02-MIG) スポット溶接と同強(実習はなし)

ボディ板金 晶箕基準
区 安全基準
基 板金の基本作業
0
技
舵
敦
育

手直し要鏡 実習 ､■
0 & ボディ板金と同様
ロボット特別教育 (ロボット教育グループの教材利用)
動力プレス特別教育 安全基準他
低圧t 気特別教育 安全基準他
振動工具/ 粉JB作業特別教育 安全基準地

辛
体
初
エ
区
辛
門
技
舵
一致

育

棲準作業 実習先の捷準作業について
進行業務芋版 計画立案/ 東萩把握等の業務手順■■
M M 改善 ムダ発見～牧羊までの芋版
品箕チェック ●淵定 晶文基準/ 合否判定/ 淵定要領
M ーG 溶接 ■仕上げ M 暮G溶接～仕上げの作業要領
溶接条件群準 溶接条件表の見方/ 条件計算
溶接条件投定手峨 溶接条件投定の芋版
溶接梯器点検 ●保守 溶接横器点検 ●保守の手順
ロボット点検 ●保守 ■t]ポット点検 ●保守の手順 L

設備点検 ●保守 投併点検 ●保守の芋版
フォークリフト作業 フォI クリフト作業宰領

i
教産
育 ●
準現
備地

工程図 工程悦明/ タイ雷駅作成
作業ポイント表/ チェックシ●ト 工程図を基に作成
投備操作手順書 捜作政明/ タイ悪訳作成

M ヒS M E S主事項目の内容政明

現地教育計画 現地教育計画の立案(鞍蝿別)

出所: B社社内資料を基に作成

128 -



表4 - 7. B社車体桝スーパーバイザー向け日本研修の
教育内容

敦7F項目 書手 和 耳目

斗入教育 l 車体加工区の枚要
抱擁, エ叫f 理のしくみ

1 . 車体拝の加工内容を理解 :

2 . 抱擁 ●役割を理解
3 . 晶Jtf 理等, エ坤連細b lし< みを卑堺

安全特別教育 車体生産の安全基礎知韓 1 . 長音教育 ●♯聴防止対策ゐ雀蜂

2 ●振動引き金エJtの点検 �"& y凝 '¥め理解-I

3 . 粉J- 教育 ●粉JEによ阜頼草餅止対策¢専欝

4 . 低t 圧t 気の取L} 放い0>m 蝉∴

5 . エルゴノミクスの理解

6 . 動力プレスの安全の理解

7 . A A T 投併の安全評価車& l■

スポット溶接 スポッ ト溶接斗入 1 . 溶接法の分類, 堆器の名称の聾解

2 ●溶接の原理の理塀 J

串接晶文 1 ●溶接の4 大桑件と品牛革準め窄串

2 ●溶接晶文不良の柾琴と■子中黒田の短鹿

溶接作業 1 . 安全作業事糠, ル●ルめ喪解と夷践

2 ●始業点検

3 ●t 極研虐, 交換作業

4 ●溶接作業

5 ●溶接晶文チェック(半枚壌帝政)

溶接梯の保守と故幹診断 1 ●溶接ガンの珍蛎

2 ●キックレスケーブル (劣化, 節操)の診断と交換作業

3 ●補助ケーブル(劣化, 斯様)の診断と交換作衰

アーク溶接 アI ク溶接i* 入 1 . 溶接法の分類, 襟帯の名称の琴解 二

2 ●溶接の原理の理解

溶接晶究 1 ●溶接条件と晶文基準の琴鰐′
2 . 溶接晶文不良の韓簸とその要項の理解

溶接作業 1 ●安全作集事峨, ルールの喪解と集注

2 .J始集点検

3 . チップ ●ノズル交換作業

4 . 溶接作業
5 ●溶接品箕チェック作業

ボディ板金 ボディ板金i* 入 1 . 板金作業の保建具, 器工具
2 ●仕上げ作業の概要, 表面荒さ(晶文事準)...

国有の読み方
加工基準●晶東ランク

1 . 晶図面の凍み方の理解

2 ●辞晶加工基準の稚頬, 妃号の稚類の理解

3 . 晶箕ランク, M E S の工程符号の理解

面晶箕チェック

板金仕上げ ●補修

1 . 外板, 準外板, M I G 辞の面晶箕基準の理解

2 . 外板, 準外板, M I G 部の面晶箕チェック ●判定

3 ●外板, 準外板, M I G 部の面補任作業章鏡

ロボット教育 ロボッ ト教育斗入 1 . p ポット本体, 操作盤の横位の理解

2 ●ロボット取り扱い時の安全

ロボ ットの操作 1 ●ロボット本体, 姓作盤の横能の理解 L

2 ●運転準竹のON,OFF手械

3 . 手動換作

4 . 軌跡とスビ●ドの設定芋鏡

5 - ティ一テンダ作業

6 ●動作 ●各信号碓托の方法

ロボッ トの保守点検 1■●ロボット●溶接ガンの日常点検要領

出所: B社社内資料を基に作成
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表4 - 7. B社章体牧場スーパーJlイザ一向け日本研修の
教育内容(続き)

折 項目 撫 和 頚 日

C 2 トライアル
(工程研修)

工程数育 ー●各工程の加工牧羊の理解 ∴▼

2 ●工程 ●部品 ●投傭名称の理解

3 ●工程図の符号 ●作業内容q)珪酸

4 . 晶文育成状況の把違

投借換作 ●作業 1 . 点検 ●運転準甘の章魚

2 ●作業の安全ポイントの理解

3 . 作業の晶Jtポイントの理解
4 . 作業手収暮の作成要錬¢琴解

投傭 ■作業性評価 1 . 作業性評価と改善 リ■クエス ト舘戒め緒斗
2 ●投竹評価と改善 リクエス■■ト作成¢海事

物流/ 生産計膏

(物流スーパ●バイザ■

? み)

ー●物充システム ●レイアウトの痩廃

2 ●物流作業手桶め作成要領め嘩解

3 ●部品株成の理解

4 . 車種相i[ 点の理解

斗入教育IJ 晶箕改善 1 . I 産品箕牧羊会♯内容の理解

2 . Q C 工程表の内容と妃入要領の理解

3 . 作集ポイント♯の混入要領の理解
4 - 晶箕不良要田解析シー トの活用にういてめ専鍵

生産f 理 ●コス トf 理 1 . ブロードキャス ト運用システムの理解

2 ●製造経文についての理解
3 . エ叫で発生するJE]スについての理解

4 ●ロスの発見/ 改善珪素

改善研修 ムダの発見 ●分析手法 1 . 要素作業分析の理解

2 ●時間扱淵(タイムスタディ)の理解 ●美技

3 ●価価 ●非価値作業基準の理解

4 . 正味 ●付随作業時仰の分析

改善の帳葉類の理解 1 ●作業山gtみ表の作成要領の痩解

2 - 牧羊前後の作業手頬暮の作尽 J-

一3 . 改牛後の作業ポイント表の作成

改善プロセス 1 ●改善プロセスの理解 ■

役割研修 業務日ヰ ●計膏 l . 業務日棟の理解

2 ●I 産準備等の業務役割の理解

3 . 宇JL計両の理解

4 ●パイロット生産計画の理解

5 ●書準時間の理解

6 . 兼猿計車の具体化

エ叫f 理事法 ー●生産計両の立案 (月 ●遇 ●日)

2 ●生産車JLの見秩

出所: B社社内資料を基に作成
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図4-3. B社における生産管理手法の利用,
関連帳票類の作成:中心となる担当者

額準作美　　　　IE　　　　晶井f理　　　原価管理　　納期･ t管理

注: ｢部下｣ ｢上司｣ ｢スタッフ｣の定義は図3-4に同じ

出所:表4-3に同じ
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図4-4. B社における生産管理手法の利用
関連帳票類の作成:中心となる担当者
(日系企業経験者･非経験者の比較)

日系企業経験者　　　　　日系企兼非軽験看

注: r部下｣ ｢上司｣ ｢スタッフ｣の定義は図3-4に同じ

出所:表4-3に同じ
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図4-5. B社における生産管理手法の利用,
関連帳票類の作成:中心となる担当者

(最終学歴別比較)

&33EEE 大学卒

注: ｢部下｣ ｢上司｣ ｢スタッフ｣の定義は図3-4に同じ

出所:表4-3に同じ
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図4-6. B社職場で重視する管理項目:
｢管理サイクル｣各段階の中心となる担当者

1 00%

90%

F3ft3

70%

an?

50%

40%

30%

20%

10%

0%

目横改定　　　データ収* ･整理　　　　評価　　　　　未達時の改善

注: ｢部下｣ ｢上司｣ rスタッフ｣の定義は図3-4に同じ

出所:表4-3に同じ

-134-

ロスタッフ

ロ上司

虫スーパー/くイザー

BサT



表4 - 8. B社スーパーバイザーが重視する管理項目

部門名 ^ z & t=

プレス
全軍 保全3 セット′EI, 部品手直し200個′EIー出勤率 95%
出勤 率 95% 以上 外板生産210枚′時間以上､ 内板生産230枚′時間以上

T P M 計画 , 作美計画

車体

P安全 , 晶箕 .■生産 I
安全 一品箕, 出勤

出勤率 一生産 目標 ー消耗品
生産土 ー安全一品賞

生産 と出荷一部晶受入ー出勤 ■

塗装

サ ブラインに出てくる不良車両 a)貼付標鞍 , 生産台数

出勤率95% 以上 一生産 目標達成

出勤, 晶井 . 故障

出勤率95% , 完 成車在庫30台 以下/ 日

晶算管理, 故 障▼■出勤

ユニット組立

稼 働率ー良品率 ,総合設備効率

トルクレンチ､空 圧機器の重圧制御,工作機械 ■
シーラーアプライングマシンの空圧､ 油■水漏れ

●
-

-

-

最終組立
-I

-
-

注:-は無回答

出所:表4-1に同じ
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図4- 7. B社プレス職場生産ライン:改善実施前のレイアウト

ド

-_i
㊨
仕掛品の
裏返し作業

㊨
コンベア間の
仕掛品移動

■コ

､/
ベ

ア

3

コ

､/

′ベ

ア

1

コンベア 2

注: Al-A6は,プレス機械を表す｡

出所: B社でのヒヤリング調査を基に作成
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国4 - 8. B牡スーパーJlイサーの入社時と現在の勤横付け宇田
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第5章　　結論

本章では,日夕イ両国での現場監督者の養成に関する調査結果とその分析(第3章,第4

章)に基づき,人材育成のための教育訓練プログラムのあり方や過程,手順などについて検

討する｡その前提として, ｢複線型人材育成経路｣仮説を提示することの有効性の検討と同

時に,政策的示唆について考察する｡

第1節　｢複線型人材育成経路｣仮説の検討

はじめに,人材育成経路に関する仮説提示の背景となった第2章での考察内容を要約す

る｡

現場監督者に求められる能力のうち改善活動に関わる能力に注目し,これを改善構想能

力と管理能力の2つに分けて考えることにした1｡ 2つの能力をⅩ軸とy軸において,二次

元の枠組みを考える｡この枠組みで能力の高低の組み合わせを考えると,現場監督者を4

つの類型に分けて考えることができる｡すなわち,改善構想能力と管理能力の両方が高い

場合は｢多能現場監督者｣と呼ぶことができる｡改善構想能力のみ高い場合は｢改善アイ

ディアマン｣,管理能力のみ高い場合は｢改善目標の管理者｣,両方とも低い場合は｢定常

作業現場監督者｣と考える｡

この類型化の枠組みは,現場監督者の類型評価を示すと同時に,入社してから現在まで

の現場監督者の能力養成過程を表す評価図へと進むことができる｡具体的には,日本自動

車メーカーA社に関する先行研究の内容とタイの事例に関する予備調査結果をこの4類型

に当てはめ,現場監督者の能力養成過程の経路として考察した(図2 - 6)｡

日本の自動車メーカーA社の職長は,まず改善構想能力を高めて｢改善アイディアマン｣

となり,その後管理能力の習得が求められ, ｢多能現場監督者｣としての役割を果たすよ

うになっていく(第1章第4節)｡予備調査事例であるタイ日系企業の現場監督者は,日本

と同様に改善構想能力を高める訓練を受けているが,日本の現場監督者の水準には達して

いない｡管理能力に関しては,その訓練をまだ十分には受けておらず,ここでは｢改善ア

イディアマン｣と｢定常作業現場監督者｣の途中当たりに位置づけられると思われる(第

2章第2節)｡このとき2つの事例の現場監督者は,似通った経路上の異なる段階に位置す

ると想定できた2｡

第3章,第4章の調査では,以上の枠組みを用いる分析に必要なデータを収集した3｡調

査の結果は,以下のようにまとめられる｡第3章で取り上げた日本の自動車メーカーA社
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の職長は,全員が高校卒で,昇進までに13-30年の勤続経験を持つ｡前述の2つの能力

を養成する長期研修も経験している｡改善構想能力については,自ら構想を立てる能力を

持っているが,実務上はあまり表に出ないことを旨としている｡通常は,部下に方向を示

し改善策の考案を援助している｡管理能力については,直接労務費に代表される原価ベー

スの改善目標を,品質･稼動率などの物理量ベースの目標に展開し,個別目標に基づいた

計画的な改善活動を進める段階でも中心的な役割を担っている｡

第4章のタイ現地法人B社のスーパーバイザー(sv)は,大学,高専卒が大半を占め,

日本のA社職長よりも高学歴である｡彼らは,他のメーカーで平均9年弱の勤務を経て,

B社にSVとして採用された｡入社後,半数は日本での研修を経験したが,その内容は主

に定常作業関連で, 2つの能力に関するoff-JTはまだ始められていない｡日本人駐在員が

OJ Tによる指導を始めているものの,改善構想能力はまだ低く,改善策の考案に当たっ

て日本人の支援を必要とする｡管理能力は,前述の物理量ベース目標の設定にも関与しな

い水準にとどまっている(表5-1)｡

図5-1では,第3章,第4章の調査結果を基に,日本のA社職長,タイの現地法人B

社SVの能力養成過程を｢現場監督者の4類型｣の枠組みに位置づけた｡ A社職長は｢多

能現場監督者｣の役割を担っている｡それまでの仕事経験と節目での長期研修を通じて,

まず改善構想能力,管理能力を高めていく｡一方, B社SVは操業から日が浅く,上記2

つの能力ともにA社職長の水準に達していない｡ ｢定常作業現場監督者｣から半歩抜け出し

た段階にあると考えられる4｡

ここでは両社の能力養成の経路が異なることに注目したい｡ A社職長は改善構想能力,

管理能力の順序で習得していく｡ B社SVは,改善構想能力と管理能力の両方の能力形成

に取り組み始めている｡この事実から, A社とB社の間で異なった人材育成経路が存在す

ることを確認できた｡

図5-2では,現場監督者候補者が現時点までどのような育成経路をたどっているのか

を検討した｡ A社職長の候補者としては,これまでと同様,多能現場監督者に必要なキャ

リアを積んで能力を伸ばしているケース(A社職長1)と,若手向け長期教育研修経験者が

改善目標の管理に重点を置いて能力を形成し,職長を目指しているケース(A社職長2)の

2つの育成経路が併存していることが観察された｡一方, B社では内部昇進の可能性が日

本と比べて小さいため　svがその職にとどまって現在の延長線上に能力を伸ばしていく

期待がある(B社SV 1)6｡また,業歴が長くなるに従って長期的な視野に立って育成を考

える機運が生まれ,日本のA社職長1 ･職長2の育成経路をたどることも考えられる｡こ

のように, A社, B社では,同一企業内でも複数の育成経路の可能性が想定でき,今回の

調査でその一部の育成経路の存在が確認できた｡

理論上,人材育成経路は多数存在すると理解できる｡考えを整理しやすくするために,

多数の育成経路のうち3つの具体的な例を挙げて考察する｡
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① ｢改善構想能力｣習得を優先させる経路

② ｢管理能力｣習得を優先させる経路

③両方を同時に習得する経路

一般に,実地経験が豊富,低学歴の場合は① ｢改善構想能力｣優先の経路をとると考え

られる｡座学経験が豊富,高学歴の場合は② ｢管理能力｣優先の経路が選択される傾向が

あると考えられる｡平たくいえば,比較的得意な方を先に習得するやり方である｡

③は①, ②とは別の論理で選択されると考えられる｡というのは, ③に当てはまるB社

の場合,事業の立ち上げ期にあり,生産を軌道に乗せるため,きわめて短期間で現場監督

者養成の成果を出す必要があった｡ ③を選んだ背景には,大卒･高専卒が大半を占めると

いう高学歴と他のメーカーで現場管理･監督者経験を持つという被教育訓練者の条件に加

えて,短期間で成果を出す必要があるという企業側の条件による影響があったものと理解

できる｡

このように｢複線型人材育成経路｣仮説は,学歴や経験を考慮し,それぞれ違った教育

訓練プログラムを提供することの必要性を示唆している｡ ①については, A社の事例に見

られるように社内に教育訓練プログラムが既に確立していて,多能現場監督者の養成にお

いて実績を上げているといえよう｡ ②の｢管理能力優先経路｣は, A社でもまだ実際の現

場監督者が誕生していない(図5-2の｢A社職長2｣ )｡ ③の経路上にはB社SVが進ん

でいるが,まだ十分に能力が養成されているとはいえない段階である｡ ②と③については,

今後の養成状況を追跡調査しながら,教育訓練プログラムを検討することが必要となるだ

ろう｡

本研究では, ｢現場監督者の4類型｣の枠組みが現場監督者の能力養成過程の分析に有効

であることが確認できたことに加え,この枠組みを用いて複数の育成経路( ｢複線型人材育

成経路｣ )がありうることを示しえたことが成果といえる｡ ｢複線型人材育成経路｣仮説は,

第3章,第4章の訴査結果の検討から確認できたものであり,さらにこの仮説を他の事例

に適用すれば,多様な育成経路の実証ができ,その有用性が検討できるものと思われる｡

このことから,教育プログラムの目標と複数の育成経路を想定して,適切な人材育成プロ

グラムを策定し,成果を挙げることが期待できる｡

第2節　教育訓練プログラム開発への政策的含意

｢複線型人材育成経路｣仮説は,現場監督者の養成過程だけでなく,一般的な教育訓練

プログラムの開発にも適用可能性を持つと考えられる｡

ここまでの議論は,現場監督者の改善構想能力と管理能力養成に対象を限り,育成経路

の出発点は2つの能力ともに低い状態,目標点は多能型の現場監督者の育成を目指す前提
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に立って進めてきた｡より一般的な教育訓練プログラム開発への政策的含意を考えるに札

より一般的に人材育成過程を分析する必要がある｡

｢複線型人材育成経路｣仮説をより一般的な人材育成過程の検討に適用するに札①育

成経路の出発点,目標点の一般化, ②対象とする能力の拡大, ③対象とする職種の拡大と

いう課題が残されている｡

(1) ｢多能現場監督者｣以外の類型を目標とする場合を対象とした教育訓練プログラム

への拡張

本研究の対象範囲は,同じ出発点から育成を始め,同じ目標を目指すケースに限られて

いた｡一般的には,人材育成経路の出発点と目標点は任意であると考えるべきであろう｡

このうち目標が異なる場合に焦点を当てて考察する｡本研究では, ｢多能現場監督者｣を

長期的な目標にするという前提に立つ場合を想定してきた｡このとき, ｢多能現場監督者｣

を必要とする｢日本的分業システム｣, ｢日本的生産方式｣,ひいては｢日本的経営｣を実現

することが,企業レベルの目標に位置づけられる7｡

企業は,従業員の潜在的な能力,意欲に加え,業種,生産方法をはじめとする経営側の

条件を勘案して,人材育成の目標を決定すると考えられる｡先行研究の中に,他の目標の

存在を示唆するケースが見られることからも,仮説の一般性を高める余地があることが分

かる｡例えば,英米大量生産方式下の現場監督者の場合,その仕事は労務管理･定常作業

管理に限定され,改善構想能力と(改善目標の)管理能力の習得は求められていない｡本研

究の枠組みの中では,出発点と目標点がともに｢定常作業現場監督者｣にあり,能力養成

は試みられていないことになる｡日本的経営の導入を図っている英米リーン生産方式下の

現場監督者も,ここまで管理能力優先の育成経路をたどってきたと考えられる｡今後,改

善構想能力を高めて｢多能現場監督者｣を目標とするのではなく,現状の｢改善目標の管

理者｣を目標とするケースが存在する可能性を否定することはできない｡

日系企業が海外進出先で日本的経営の移転を試みる場合,現場監督者の育成目標は｢多

能現場監督者｣になる｡しかし,それが現実的でなければ,目標を変更する必要があるか

もしれない｡目標が変われば,教育訓練プログラムの内容にも影響が及ぶ｡この点で, ｢多

能現場監督者｣以外の目標の存在を想定することには意義があると考える｡

②と③に関連して,分析枠組みで用いた｢現場監督者の4類型｣は,任意の職種につい

て重要な能力を選び出して座標軸に取り,それらの段階的な養成経路を平面上で表してい

る点で方法としての応用可能性を持っていることに注目したい｡

(2)分析枠組みとは異なる能力を対象とした教育訓練プログラムへの拡張

まず,職種を現場監督者に限定して,分析対象とする能力範囲の拡大を検討する｡先行

研究の検討に基づくと,現場監督者の能力形成は4段藤からなるといえる｡すなわち,第
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1段階:近代産業で働くための基本的能力,第2段階:業務遂行能力,第3段階:問題解

決能力,第4段階:人間関係能力という過程を辿ると考えられる(第2章第1節)｡本研究

で取り上げた｢改善構想能力｣と｢管理能力｣は問題解決能力の一部にすぎない｡日系企

業における技術移転の課題を念頭に置いて,重要と考えられる能力を選び出した結果では

あるが,現場監督者に求められる能力全般に関する養成過程の一側面のみを観察したもの

と位置づけるべきである｡今後,能力全般を分析対象とするには,問題解決能力以外につ

いても内容を体系的に整理することと同時に,能力間の関係を考察する必要があると考え

る｡現場監督者に求められる能力全般を視角に収めてはじめて,その教育訓練プログラム

開発を包括的に考えることができる｡能力間の関係を考察することは,本研究で取り上げ

た2つの能力の位置づけを明らかにするという効果も期待できる｡

(3)現場監督者とは異なる職種等の教育プログラムへの拡張

｢複線型人材育成経路｣仮説は,現場監督者を対象とした研究で有効性があると考えられ

る｡というのは,現場監督者は｢現場のことが一通り何でもわかる｣ところに能力面での

特徴がある｡保全については保全エより劣るし,検査については検査工に劣るかもしれな

い｡しかし,保全や検査,労務管理,部下の教育,さらに担当職場の前後工程の作業内容

まで,広い範囲の業務に対応できる(第1章第3節)｡広い範囲の業務を担当することは,

質の異なる複数の能力を併せ持つ必要があることを意味する｡ ｢改善構想能力｣と｢管理能

力｣も,現場の問題解決に関するこうした側面を反映した能力の一例として取り上げたも

のである｡

現場監督者ほどではないにしろ,他の職種でも質の異なる複数の能力を養成する必要が

あると考えられる｡例えば,技術者は技術的な知識だけでなく,プロジェクト管理能力を

要求される,営業マンは客先の動向だけでなく取扱商品の知識も必要であるといった具合

である｡質の異なる複数の能力を養成する場合には,必ず習得の順序が問題になる｡この

とき, ｢複線型人材育成経路｣仮説が分析の方法として参考になると考えられる｡

また,企業が本質的に従業員間で分業を行う(職種ごとに担当する仕事を分担する)性格

を持つことから,ある職種の人材育成の状況は,必然的に他の職種の育成経路にも影響を

及ばす｡現場監督者の養成過程をより詳細に分析するという観点からち,他の職種の研究

成果による貢献が期待できる｡この意味でも,現場監督者だけでなくより多くの職種を対

象とした人材育成過程の研究と教育プログラム開発が意味を持つと考えられ　本研究の仮

説の適用が有効性を持つと考える｡

これらの検討を踏まえて,さらに条件の異なる企業の調査を重ねることが必要である｡

発展途上国における人材育成に焦点を当てるという本研究の目的を考えると,欧米企業や

その海外進出先での人材育成の考え方や実践を調査することにより,研究の内容と幅を広

げていく必要があると思われる｡
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以上のように｢複線型人材育成経路｣仮説の応用や適用範囲を広げていくことが可能で

あり,様々な教育訓練プログラムの開発に利用できると考えられる｡

第3節　おわりに

本研究で検討してきた｢複線型人材育成経路｣仮説は,一般的な教育訓練プログラム開

発についても,それが適用可能性を持つことを示唆しており,違った育成経路ごとにそれ

ぞれのプログラム策定が必要なことを暗示している｡本研究は人材育成経路が複数存在す

ることを示したことに加えて,その適用範囲を広げていくことで,発展途上国における人

材育成政策に新たな視角を提供できる可能性を持つことも示唆している｡

しかし,本研究はあくまでも日本の親会社A社を基準にしてその現地子会社B社を比較

分析した事例研究に基づいており,この限界や政策的含意の制約を認識しなければならな

い｡より一般的な人材育成過程に関して,仮説として提示することの有効性を確かめるに

は,さらに関連の研究を進めることが不可欠である｡具体的には,欧米企業やその海外進

出先での人材育成の実態を調査するなど,条件の異なる企業で調査を実施して研究の幅を

広げ,その過程で｢複線型人材育成経路｣仮説をより一般化する作業に取り組む必要があ

ると考える｡

1改善構想能力とは, ｢品質や稼動率といった物理量ベースの改善目標を達成するために,

標準化を前提として問題点を把握し,改善策を考案する能力｣を指す｡管理能力とは, ｢原

価ベースの改善目標を物理量ベースの目標に展開,それを基に改善計画を作成し,管理す

る能力｣を意味する｡

2この時点では,能力養成過程に複数の経路が存在することは確認できていなかった｡

3日本の自動車メーカーA社に関する先行研究(石田ほか1997)では,現場監督者へのヒヤ

リングは2人にとどまっていた｡タイ日系企業で行った予備調査では,日本人役員へのヒ

ヤリング中心で現場監督者から直接情報を得たわけではない｡このため,本調査では現場

監督者から直接情報を得ることを重視して計画を立てた｡調査の概要については,表3 -

1,表4-1を参照されたい｡

4B社は操業間もないため, A社との単純な比較は危険である点に留意が必要である｡

5 B社塗装部門の日本人エリア･アドバイザーによると,同部門では現時点でSVから昇

進する可能性が小さいため,部門内の各職場で職長のジョブ･ローテーションを行う計画

を立てている｡
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6高学歴保持者として納得できる処遇を受けられないため,離職する恐れも否定できず,

現場監督者経験を持つ高学歴の人材が入れ替わり入社し,結果として現場監督者の能力が

現在と同程度の水準にとどまることも現実にありうるシナリオである(B社SV2)｡

7出発点に関しては,学校教育や職業訓練を受けた場合,あるいは他企業での経験者を採

用する場合に,改善構想能力,管理能力が既に一定の水準まで養成されているかもしれな

い｡このとき, 2つの能力ともに低い水準から出発するという本研究の前提には当てはま

らない｡
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表5-1. A社, B社現串監督者の比較

A 社(日本親会社) B 社(タイ現地法人)

1最終学歴 高校 高専､ 大学中心

2 昇進前の勤続年数 勤続13- 30年 入社時から監督者
(平均9 年弔の製造業勤務経験)

3研修経験 全員が4 ､ 5 関連の長期研修 半数が定常椎葉関連中心の日本研

を経験 修経験

4 改善策の構想 部下に方向性を示し､ 考案を

援助

日本人の支寧が必要

5 改善目標の管理 原価ベースの目標に基づく計 物理量ベース目標(品質､稼働率等)

画的改善 の設定にも非関与

出所:質問票A, B, Cへの回答,ヒヤリング結果を基に作成
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図5- 1. A社, B社現場監督者の能力養成過程:現状分析
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図5 - 2.複線型人材育成の経路
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補静　　｢知的熟練｣の分業システム:
マレーシア日系部品メーカーを事例として

本補論では,マレーシア日系部品メーカーを事例として,分業体制の実際とその決定過

程について考察することを目的とする｡ここで分析対象とするのは,小池和男の｢知的熟

練｣ (小池1991)を必要とする作業である.本論で取り上げたタイとは異なる国を事例とし

た研究ではあるが,本論での議論と関連する部分が少なくないため補論として加えること

にした｡

調査札1996年未から1997年初めにかけて在マレーシア日系部品メーカー5社を対象に

行った1｡最大の関心は, ｢知的熟練｣が職種･職位ごとに,どのような形で蓄積されてい

るかにある｡具体的に札小池に始まる｢知的熟練｣論を巡る議論の成果を踏まえて,対

象企業の①直接生産部門におけるキャリア形成と②知的熟練を必要とする作業(以下知的

熟練作業)の職位･職種別分業システムの2点を中心に明らかにする｡ ②の分業システムに

ついては, ①の結果に基づいて｢作業者担当方式｣ ｢内部昇進者担当方式｣ ｢ライン未経験

者担当方式｣の3類型に分類する｡調査結果によると,作業者の技能が不十分であるため,

日系企業は実質的に後2者のどちらかを選んでいる｡その際,技能的要件が満たされる限

り｢内部昇進者担当方式｣を選好する傾向がある｡終節で札制約の中でもまず内部昇進

者担当方式の採用を検討する原因について,若干の考察を行う｡

第1節　｢知的熟練｣研究の再検討

(1)分業システムの呼称

｢知的熟練｣を巡る議論について札既に第1章,第2章で詳しく説明した｡表補-1

は,その概要をまとめたものである｡ここでは野村(1993b)と村松(1996)の見解の相違に注

目したい｡すなわち,現場監督者が知的熟練作業を担当する場合について評価が異なって

いることである｡

野村は,作業者から現場監督者への昇進可能性の低さに着目する｡一般的な作業者にと

って,現場監督者になることは専門工になることと同様に容易ではない｡この点を重く見

ると･確かに分離方式と考えることができる｡一方,村松が主事するように知的熟練の形

成過程に重きを置くと,硫合方式が部分的に採用されていると解釈できる｡このとき,作

業者と作業者経験を持つ内部昇進者の全てが知的熟練作業を行う場合を,完全な統合方式
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とする｡一方内部昇進者のみが同作業を担当する場合札部分的な統合方式と考えられる

ということである2｡ここでは,現場監督者が作業者としての経験を持っていることを,専

門工との最も強調すべき相違点であるとしている｡

これまで見てきたように,部分的統合方式は分離方式と統合方式の両者の特徴を持って

いるといえる｡部分的統合方式という呼称は,その実態について誤解を招く危険が否定で

きない｡このため本稿では表補- 2のように,他の分業システムを含めて作業者経験の有

無を明確にした呼称を用いることにした｡すなわち, ｢作業者担当方式(村松の統合方式に

相当)｣, ｢内部昇進者担当方式(同,部分的統合方式に相当)｣, ｢ライン未経験者担当方式(同,

分離方式に相当)｣の3つである｡

(2)研究対象への応用可能性

ここまでみてきた知的熟練を巡る議論は,主に日本の大企業の生産現場を念頭に置いた

ものである｡一方,実証研究部分では,マレーシア日系部品メーカーを事例として取り上

げる｡中小規模の企業も事例に含まれる｡これら企業間では様々な面で条件が異なってい

る｡このため,その違いについて整理しておく必要がある｡

例えば小池は,大企業が｢生産労働者(作業者層)の主要部分はほぼ同質である｣のに対

して, ｢中小企業では(a)幅広い技能を持つ基幹エ,仲)経験10年ほどで技能が横ばいになる

経験工. (c)技能が上昇しない不熟練労働者に分かれている｡大企業並みの技能を持つもの

は全作業者の1割ほどを占める(a)だけである｣と指摘する｡ただし. (a)仲)は採用時には

分かれているわけではなく,数年の間に選別が行われるとしている(小池1991, pp.126-

127)｡こうした事例を統合方式と評価するか,あるいは分離方式とみなすかについては述

べられていない｡

前述した分業システムの類型に即していえば,以下のように考えられる｡まずパートタ

イマー,季節工,一般の作業者(小池の｢経験工｣ ),ベテラン作業者(同｢基幹工｣ )が作業

者層を構成するとおく｡作業者層で知的熟練を持つ従業員の比率が小さければ,作業者担

当方式とは呼べず,むしろ内部昇進者担当方式に分類した方が適当である｡ベテラン作業

者として過されているか,現場管理･監督職まで昇進しているかは問題としない｡生産性

への影響を考えるという目的に即していえば,一般作業者の中から選ばれた少数が知的熟

練作業を行うという共通点が,より重要であるためである｡作業者担当方式はあくまでも

直接部門内の多数が知的熟練作業に携わることを持すものとすべきであろう｡

また小池は,タイとマレーシアの地場企業(大企業と中小企業が混在)について,統合方

式への萌芽が見られるとしている｡知的熟練作業を担当するのは生産労働者の1割程度で

ある｡調査時点で統合方式が浸透していない原因としては,各企業の業歴が浅いことや国

全体が経済の発展段階初期にあることを挙げている(小池･猪木編1987,第2章(pp.23-
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36))s｡こうした要因は確かに影響を及ぼすであろう｡企業が業歴を積み,国全体としての

経済発展が進めば,統合方式に適した条件が整ってくる可能性はある｡しかし,記述内容

を見る限り,統合方式であるとされる日本とタイ,マレーシアの違いが今後狭まってくる

かどうかについての判断は困難である｡

日系企業について札鈴木が1996年に実施した在タイ日系企業51社への調査結果を紹介

したい｡回答からは,多能工制(小池の｢幅広い経験｣と｢知的熟練｣の両方を指すと考

えられる)の採用比率が8 %という結果が得られた(鈴木1996, p.187)｡ ｢作業者担当方式｣

の採用企業は限られていることが分かる｡ただし,この調査では知的熟練作業が作業者以

外のどの職種に割り振られているのかについて言及がない｡このため, ｢内部昇進者担当方

式｣と｢ライン未経験者担当方式｣のどちらが主流であるかについては不明である｡

人事管理面でも,こうした分業システムの存在を裏付ける研究がある｡例えば,マレー

シア日系企業の人事管理を研究した林は,その方法を｢階層別二重経営システム｣と名づ

けている(林1996, pp.1-26)｡その内容を敷延すると,日本ではキャリアとノンキャリア

の2つの職務階層が存在するのに対し,マレーシアではキャリア,ノンキャリア,作業者

層に分かれているというものである｡マレーシアの直接部門の昇進システムは,日本より

作業者のキャリアの上限が低く,作業者経験のない現場監督者が存在している点が特徴と

いえる｡すなわち日本の場合,現場監督者が知的熟練作業を担当していれば,まず内部昇

進者担当方式とみてよい｡しかし林に従えば,マレーシアの場合,現場監督者が同作業を

担当していてもライン未経験者担当方式である可能性が考えられる｡このため,分業シス

テムの評価にあたっては,直接部門の管理･現場監督者等が内部昇進かどうか確かめる必

要がある｡

産業別には,必ずしも際立った違いが指摘されているわけではない｡むしろ個別企業が

(少品種)大量生産と多品種少量生産のいずれの特徴を持っているかが注目されている｡な

ぜなら,大量生産の場合は変化や異常への対応の機会が少ないため,作業者が知的熟練作

業を習得することのメリットが比較的小さい｡逆に多品種少量生産の場合は,変化や異常

への対応の機会が多いため,作業者が知的熟練作業を習得することによる生産性向上の効

果がより期待できるためである4｡部品産業一般に当てはめてみると,大量生産と多品種少

量生産のどちらの候向が強いと一概にはいえない｡このため,企業レベルの事例研究で明

らかにされるべき問題であろう｡

第2節　現地調査

(1)調査の方法
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今回の調査札電機･自動車メーカーに部品を供給する企業5社に協力を依頼した｡調

査先の選定にあたっては以下の条件をおいた.すなわち,業績が伸長あるいは安定し,同

産業としては比較的業歴が長く,従業員200人以上の規模を持つことである｡なぜなら,

こうした業績･業歴･規模についての条件は,長期的な視点で企業内人材育成を進めるう

えで前提になると考えたためである｡

条件をおいた結果･事例企業はマレーシア政府の定義する｢中小企業｣の規模を超える

ケースばかりになった5｡既にクアラルンプール証券取引所の二部市場に上場している企業

もあり･この例など日本で使われる用帯に当てはめればむしろ｢中堅企業｣という表現が

適当であろう｡企業概要は表補-3の通りである｡

当初,名企業の生産工程の中で,最も従業員数の多い工程を調査対象にする計画を立て

ていた｡ところがこの場合,人手のみに頼る工程が鼓当する例が出る｡前述のように人手

のみに頼る工程では,知的熟練作業が存在しないため, ｢知的熟練｣の分析枠組みを用いる

ことが困難である6｡このため,機械設備を用いる工程を各社から1つずつ取り上げて,令

計5工程を分析することにした｡

(2)調査結果の概要

以下では,調査から得られた結果について述べたい7｡まず,事例とする各工程について

①作業者から上位の職位への昇進はどのように行われているか, ②知的熟練作業をどの職

位･職種が担当しているかの2点について,調査結果を提示する｡その結果を踏まえて,

知的熟練作業の分業システムを表補- 2で示した3つの類型に分ける｡

作業者からの昇進に関して最も注目すべき内容駄作業者から現場監督者に昇進するま

での過程に,専門工的職種が存在していることであった｡企業ごとの職位構成の詳細は表

捕-4の通りである｡直接部門の直線的ヒエラルキー内に専門工(以下,直接部門専門工)

に類する職種が存在していることは,きわめて特徴的な事実である｡日本国内で札専門

工とはあくまでも保全職場に代表される準直接部門の従業員に用いられる呼称である｡実

態として,直接部門内の作業者の一部が専門工的技能を習得し知的熟練作業に携わるよう

になるという点では両国のケースに共通している｡にもかかわらず,マレーシアでのみこ

うした処遇方法が採用されるのは,直接部門内で知的熟練作業を担当する従業員の比率が

日本に比べて小さいためであろう｡

事例の中でも日本に似た分業体制を探っているD社では,直接部門にテクニシャンに類

する名称の職種を持たない｡ただし後述するように, ｢スキルド･オペレーター｣が原則と

して段取り替え等のセットアップに専念している｡彼らは全作業者の2割を占め,他社よ

りその比率が高いため｢作業者｣と呼ばれていると考えられる｡

この他,注目すべき点を2つ挙げたい｡まず,作業者の昇進可能性は企業によって異な
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っている｡この相違は,作業者の最終学歴によるところが大きいと考えられる｡表祐一4

の太線は作業者の昇進上限を示しているが,比較的低学歴のA, B, C 3社にはス-ルー

バイザ-以下の職位に階層が存在し,高学歴のD, E社には存在しない8｡もう1点は,作

業者に分類される複数の職位の間には,実質的な担当作業の違いは存在しないことである｡

(3)職務階層の編成と昇進の実態

以下,企業ごとに職務階層の編成と作業者からの昇進の実態,関連する範囲で作業者層

の技能について述べたい｡

【A社】オペレーター(以下OP)札ラインリーダー(以下LL)に昇進することができる｡

ただし,このLLも主な仕事はOPと同様のライン作業である｡人の管理を担当するもの

の,淑位としてはテクニシャンの下に置かれているため,作業者職種に分類すべきであろ

う｡ OPからテクニシャンへの昇進はない｡ LLへの昇進の可能性でさえきわめて限られ

ている｡ 3年以上の職務経験が必要条件であると同時に,毎年行う勤務評定(A, B, Cの

3ランク)で常にAランクでなければならない｡この開門をくぐってOPからLLへ昇進し

た従業員は,創業からの7年間で6人に過ぎない｡現在OPが200人在籍している｡ 1日

で辞めた者も含めるとO Pの延べ人数はおよそ2000人,定着したOPを母数にしても1000

人くらいになるから,きわめて限られた存在である｡

OPの中にも, OPlからOP4までのランクがあるが,新人でもベテランでも担当す

る仕事に違いはない｡ ｢OPはいつまでたってもOP｣というのが一般的である｡入社後1

年間は仕事をこなす量が増えていくが,それ以降目立った進歩はない｡こうした処遇の格

差は,昇進のチャンスがあると意識させれば仕事の励みになるという考えから設けられた｡

【B社】テクニシャンまでの職位は内部昇進が多い｡ OP入社の場合, 3年でテクニシ

ャンになる者が10人近くいる｡決して少ないわけではない｡ただし, 5年以上の経験があ

っても,スーパーバイザーに昇進することはできない｡平均的なところでは3-5年でゼ

ネラルワーカー(以下GW)になる｡ごく少数のOPは昇進しないままであるが,ほぼ自動

的に昇進するといっていい｡日本人MDは, ｢今の昇進基準は,技能の高さとは関係なく下

が詰まるから上に上げるという感じが否めない｣としている｡

OPとGWの間に技能格差は存在しない｡ GWは, OPの仕事以外に梱包資材の準備,

欠勤が出たときの穴埋めなどにも回る｡梱包資材の準備などは,むしろOPより単純な作

業にあたるといえるかもしれない｡しかし,複数の作業をこなすという意味では負担が大

きいと考えられるので,貸金にもその差を反映させている｡そもそもマレーシアセこの種

の職位編成が一般的で,その慣行に従った方が労務管理上得策であるというのが,採用し

た最大の理由であった｡

【C社】中学卒または高校卒がOPとして,専門学校(Diplomaレベル)卒はテクニシヤ
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ン･大学卒はスーパーバイザーとして入社する｡ただし, OP入社の従業員のうち中卒者

も職業訓練校に通っていたケースが大半であるので,実質高校卒といっていい｡専門学校

卒の従業員も,昇進の可能性は大学卒とはっきりとした区別をつけられていない｡将来は

マネージャーになる可能性を持っている｡

入社から2年で,ほぼ全員がOP2からOP lへの昇進を果たしている9｡その際,月給

もおよそ1割(30-40リンギ)上がる｡ OP lはOP2をリードするほか,簡単な記録をと

ったり,鋳造職場では温度測定も担当する｡ OP2は荷物運びなどの｢雑用係｣も兼ねる｡

OPlに昇進すると,こうした作業を担当しなくてもよくなる｡

OP2からLLへの昇進は,OP入社したマレーシア人従業員のうち2割を超えるほどで

ある｡男性だけに限るとこの比率は4割くらいまで上がる｡テクニシャンまで昇進した従

業員がいる一方で, OPのまま残っている例も少なくない｡

【D社】内部昇進を優先している｡入社時には学歴によってポストが固定的に決めてあ

るが,入社後の昇進については学歴!こよる区別はしていない｡ ｢キャリア組｣を特別扱いす

ることはなく,長期的に職務の遂行状況を見ながら従業員の昇進を決めていく｡

大卒者は通常,アシスタント･エンジニアで入社してエンジニアへと昇進していく｡Form

6(大学準備コース)を出たところで入社した者は,ス-/㍗-パイザーからキャリアを始める｡

一方,高卒都ま原則として　OP,テクニシャン,品質管理縦査員(QC Inspector)のいず

れかで入社する｡能力次第でLLから出発する例もある｡ OPで入社すると6カ月の研修

を終えた後,スキルドOP-LL-アシスタント･ス一汁ーパイザー-スーパーバイザー

へと昇進の道は開けている10｡

【E社】日本国内の一括採用とは異なり,マレーシアではOP採用,テクニシャン･フ

ォアマン採用の2つの階層に分けている｡自動化横械による組立工程でオペレーションを

担当するのはテクニシャン,マシンOPで,手作業工程のフォアマンと同様に専門学校の

新卒者が採用されている1l｡彼らにはス一汁-パイザー以上への昇進の可能性があり,い

わゆるキャリア採用にあたる｡ただし,キャリア採用3職種のうち,テクニシャンはエリ

ート組とはいえない｡管理者への昇進は,職務内容の共通性もあってフォアマンからの方

が有利であるという｡テクニシャンクラス採用の従業員は,入社時に全員ゼネラリストと

して扱われる｡ 3カ月の研修期間中に個人の適性を見て,フォアマン,テクニシャン,エ

ンジニア12という　3つの職種のうち,どこに配属されるかが決まる｡

OPからテクニシャンクラスに上がってくる道を閉ざしているわけではないが, ｢現実

問題として,なかなかそんな人材は出てきそうにない｣ (日本人MD)｡したがって,表補

-4でいうと,実際には作業者の下にキャリアの--断層--が存在していることになる13｡

(4)知的熟練作業の分業システム
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続いて,知的熟練作業をどの職位･職種が担当しているかについての調査結果を述べた

い｡具体的に分析対象とした作業札以下の4種類である｡まず,変化への対応として｢機

械設備の金型や治工具の取り替え｣を指標とする｡また,異常への対応軌｢不良の発見｣

｢不良の原因推定｣ ｢不具合の復旧をはじめとする機械設備の保全｣の3種類を取り上げる｡

一般的に前者より後者がより難易度の高い内容であるといえる｡

以上の4種類を選んだ結果, ①生産技術者等が担当する高度な内容ではなく,･ ②かつ｢広

義のオペレーション｣とは異なる作業であることを条件として絞り込むことになった｡ ①

は日本国内でも作業者に担当させることが困難である作業,例えば中村(1996)が挙げた製

品開発や生産管理業務への関与14iま分析の対象外とすることを意味する｡ ②は5 Sや2ド

アと4ドアの混流生産への対応といった内容は,知的熟練作業とみなさないことになる｡

4種類の作業が具体的にどのような内容を持し,どのように分業されているのか｡一例

として, B社の射出成型工程について説明する｡まず, ｢金型の取り付け,設定｣はテクニ

シャンが行う｡これは,コンピューター上のシミュレーションを経て,すでに最適である

とされた条件を再現する作業である｡摂氏280度で射出したプラスチック素材が176度にな

るまで待って取り出すなど,細かい条件を満たすことが求められる｡このため,必要に応

じて成型機に付属するパネルのスイッチ,数値等を変化させなければならない｡二百数十

型の基本条件は全てデータベースに入っていて,そのデータに基づいて材料の種類,温度,

スクリューの回転速度,圧力,金型開閉の速度など20近い項目を調整する｡実際に出てく

る製品の質が好ましくない場合は,多少裁量で変化させてもよいことにしているが,担当

者であるテクニシャンが原理的なところまで分かっているわけではない｡成型の原理まで

理解しているのはマネージャー層に限られる｡

｢不良の発見｣は品質管理部門のパトロール･チェッカーが担当する｡ OP4人に1人

の割合で配置しており,通常3時間ごとに工場内考巡回する｡その際,担当する成型機か

ら出てくる製品にキズ等の不良がないかを目視で確認する｡不良を見つけたら直接の上司

であるQAマネージャーに報告する｡ QAマネージャーは,直接部門の管理者であるプロ

ダクト･マネージャーに,不良が発見されたことを知らせる｡それを受けて,プロダクト･

マネージャーまたはスーパーバイザーが現場に赴いて,不良原因を推定する｡通常,不良

が発見された時点で成型機は止められる｡当座は急ぎでない製品の生産を後回しにして,

他の機械を使って生産を続ける｡成型が一工程生産でありライン生産とは異なるので,こ

うした方法をとることができる｡ 80%の稼働率を維持できればコスト上問題ないという｡

復旧作業は, 1週間分を土曜の午後にまとめて行っている｡このとき,金型製造職場の専

門工が中心となって作業を進める｡直接部門の専門工(作業者経験者)の仕事は補助的な役

割にとどまる｡

他の企業を含めた調査結果の概要は,表補-5の通りになった｡全般にみると,直接部

門が比較的難易度の低い作業を,非直接部門が難易度の高い作業を担当するという分業が
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行われていることが分かる｡

また,直接部門の中で｢作業者｣, ｢直接部門専門工｣ 15 r現場監督者｣のいずれが知的

熟練作業を担当しているかという点に焦点を当てると, ｢直接部門専門工｣ ｢現場監督者｣

が分担して携わる例が多い｡唯一, ｢作業者｣が担当するE社のケースは,作業者の学歴が

高等専門学校卒であるという事情によるところが大きい｡前述のように,彼らは手作業組

立工程のフォアマンと同待遇とされていることからも,例外的事例であるといえる｡

第1節で提示した枠組みに基づいて,分業システムを分類すると表補- 6のようになる｡

まず既に定義したように,知的熟練作業を作業者が担当する場合は｢作業者担当方式｣,作

業者から直接部門専門工,現場監督者等に内部昇進した従業員が担当する場合は｢内部昇

進者方式｣,現在の聴位･職種にかかわらず,作業者経験のない従業員が担当する場合は｢ラ

イン未経験者担当方式｣とする｡

前述のように作業者一般の技能に対する評価は厳しい｡作業者の能力が比較的高いD社

でも,係内全工程のセット･アップがで草る場合に札スキルドOPに昇進する｡この職

位の従業員は原則としてライン作業には携わらないため,直接部門専門工とみなせる｡し

たがって,分業システムも内部昇進者担当方式といえる｡ ｢作業者｣が現場監督者待遇のE

社を別として,作業者担当方式という選択肢は事実上存在しないといってよいだろう｡

作業者担当方式を実施できない理由としては,能力不足,意欲不足が挙げられている｡

｢応用がきかない｣という言葉に象徴される｡ B社では,セットアップや保全を少しでも

作業者層に任せようとすると, ｢高価な機械であるにも問わらず,まるでおもちゃのように

扱うため,危かしくてとても続けられなかった｣ (日本人MD)｡例えば, ｢何を思ってか,

キーボードの中に薬品を入れてみるといった具合に,日本の認識では思い及ばないことを

悪気なくやってしまう｣ (同)｡それ以来,オペレーターの仕事はできるだけ狭い範囲に限

ることになった｡

｢キーボードの中に薬品｣の例は極端としても, A社でもLL(本稿の分類では作業者層

の最高位)への昇進決定の際には, †リーダーシップ｣, ｢人間関係｣, ｢日常の仕事能力｣の

傾に重視している｡知的熟練作業をこなす能力を期待していないためである｡ C社でも,

OPの職務は基本的にワークのローディング,アンローディングのみに限られる｡ 2, 3

カ月もあれば｢1人前｣にできる程度の作業である｡その後はできるだけ1つの作業に固

定させておくことにしているという1¢｡

B社の日本人MDは以下のように述べている｡

｢工業高校を卒業してからモノ作り一筋で35年間仕事をしてきた経験からいうと,当地

での技術移転は非常に難しい｡日本の親会社に頼ろうと思っても依存しようがない｡なぜ

なら,効率的な生産体制のあり方が全く異なるからだ｡確かに,ピラミッドでいうとすそ

野の部分に技能が蓄積され, 1人の作業者が様々な仕事を柔軟にこなせる体制は理想的で

ある｡しかし,こうした日本型の技能蓄積の方法はこちらではとても採用できない｡その
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結果,作業者の技能には頼らない体制を作ることになった｣｡

A社でも日本人MDは, ｢日本のようにOPが保全をできればいいとは思うが,不可能な

のでOP以外に担当させる方法をとっている｣と強調する｡こうした発言は,日本では程

度の差こそあれ｢作業者担当方式｣を採用し,それが難しいマレーシアでは次善策として

他の2つの方式をとっている`ことを示唆するものである｡

作業者担当方式以外の2つの方式からの選択については,企業によって,内部昇進者担

当方式が主である場合と,ライン未経験者担当方式が主である場合に分かれている｡企業

が内部昇進者担当方式とライン未経験者担当方式のいずれを採用するかは∴技能的に担当

可能である場合は内部昇進者担当方式を,それが困難であればライン未経験者担当方式を

選んでいるといえよう｡すなわち,比較的低い技能が求められる作業から可能な範囲で内

部昇進者に委ねられているといえる｡この事実は,野村の日本製造業に関する観察結果と

同様である｡

第3節　分業システムの決定過程に関する考察

事例研究の結果は以下のようにまとめられる｡日本企業では程度の差こそあれ,作業者

担当方式が採用される｡これに対して在マレーシア日系企業では,作業者クラスの技能形

成が進んでいないため,内部昇進者やライン未経験者が知的熟練作業を担当する｡第1節

の最後に想定していた内容に沿う結果が得られたといえよう｡

さらに,この事実を先行研究の検討内容に即して分析すると,日本企業,在マレーシア

日系企業による分業システムの決定過程を整理することができる｡すなわも,日本企業,

あるいは日系企業は,知的熟練作業の分業を編成する際に,まず作業者担当方式の実現可

能性を検討する｡続いて内部昇進者担当方式を検討し,それが不可能な場合にライン未経

験者担当方式を採用する｡以上のような過程を踏むものと考えられる｡

作業者担当方式は以下の3点について,他の2方式より優れている｡すなわち, ①少数

の現場監督者･専門工でなく,多数の作業者が担当することによる対応スピードの向上効

果, ②現場監督者･専門工の数を減らす効果, ③現場監督者･専門工がより高度な作業に

専念できる効果がある｡内部昇進者担当方式がライン未経験者担当方式に勝っている点は,

｢知的熟練｣だけを分析対象にしていると理解できない｡なぜなら,現場監督者の能力は,

保全については保全工より劣るし,検査については検査工に劣るかもしれない｡しかし,

保全や検査,改善活動,労務管理,部下の教育,さらに担当職場の前後工程の作業内容ま

で,広い範蹄の業務に対応できるところに優位性があるためである｡
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l部品産業を事例として選んだの札マレーシアの産業発展過程における同産業の重要性

を認識していたためである｡同国は, 1980年代未までにAV機器をはじめ電機製品の一大

輸出基地となった｡しかし,中間財･資本財を輸入に頼り,その基盤は必ずしも強固では

なかった｡このため,部品産業毎はじめサボ-ティングインダストリーの育成が,より,

実質町な産業発展を実現するために,重要な課題の一つと目されてきた｡ El系部品メーカ

ーは,その課題を解決する有力な担い手として期待されている｡

2村松は前掲論文の中で,分業システムの違いが生産性にもたらす影響については触れて

いない｡

3知的熟練作業担当者の割合が,日本の中小企業の事例と変わらないことは興味深い｡

4野村は｢量産型｣と｢非量産型｣の比較を行っている(野村1993,第4, 5章(pp.12卜

161))｡

5製造業の場合,資本金250万リンギ未満,かつ従業員75人未満の企業が中小企業と定義さ

れる｡こうした企業はIndustrial Coordination Act 1975のライセンス取得を免除されて

いる｡

6 A社の検査工程, E社の手作業組立工程が薮当する｡こうした工程の分析は,分業シス

テムの違いに基づく類型化になじまない｡ただし,作業者や内部昇進者の熟練の実態を考

えると,ライン未経験者担当方式の場合と同様の水準であると評価できる｡

知的熟練に関する先行研究は｢職場研究｣の方法をとる例が多いため,企業全体の動向

を見誤る危険性を抱えている｡知的熟練論の枠組みは技能集約型工程の分析で効果的であ

るが,そもそも知的熟練が必要とされない単純労働集約型工程の分析にはそぐわない｡し

かし企業によっては,単純労働集約型の工程が大きな位置を占める例もある｡この場合,

直接部門全体のうち知的熟練作業担当者の比率は非常に小さいと判断できる｡

1996年11月から12月にかけて5社全てを訪問し,現地駐在の経営費住着へのヒアリング

と生産現場の見学を実施すると同時に,現場管理･現場監督者の経験者を対象とした質問

票の配布を待った｡第1回の訪問終了後,回答内容の検討を行って企業別に追加質問票を

作成し,それぞれ改めて回答を依頼した｡ 5社中4社については2回目の訪問について柔

諾を受け, 1997年2月末までにヒアリングを通じて回答を得た｡残りの1社については電

話で回答を得た｡

8ただし後述するように, E社の作業都ま手作業工程のフォアマンと同待遇であり,従業

員全体の中ではキャリア組に位置づけられる｡

9 op2の約半数を占めるバングラデシュ人を除く｡

10キャリアは直接部門内だけにとどまらない｡他の部門との間の人事交流にも実績がある｡

例えばQC部門に欠員が出た際,まずは内部で希望者を募ってQCの職務に関係する試験

を受けさせている｡
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‖テクニシャン･フォアマン採用はクアラルンプール,イボーなどの工業技術学校(日本

の専門学校レベル)新卒者を対象にしている｡大卒者の採用はない｡ ｢専門学校新卒者の能

力には満足していない｡日本でなら平均的な工業高校卒業生ができる内容を理解できない

のが実情である｡例えば採用時に物理の試験を行うと,日本の工業高校卒の平均が70-80

点をとるくらいの問題に50点くらいしか取れない｡マレーシアの技術系教育機関の質につ

いては常々疑問を抱いている｣ (日本人MD)｡

テクニシャンとマシンOPの差は英語を話せるかどうかの1点である｡ ｢上位階層｣採用

組は日本人スタッフと英語で意思疎通できることを要件の1つとしていた｡しかし,十分

な人手が集まらないためこうした職位を設けることになった｡

12聴務内容は日本の保全職場の保全工に相当する｡

】3また,上位階層はほとんどが中国系で占められて比り,マレー系,インド系はそれぞれ

1人ずつしかいないという｡

14本論文第2章第2節(4)を参照されたい｡

]5具体的には,作業者経験のない直接部門専門工,現場監督者,管理者,非直接部門の専

門工･技術者を指す｡

16この他技術部では,日本で確立した生産工程をマレーシアの状況に合わせるべく改良し

ている｡端的に言うと,日本より技能水準の低いOPに合わせるのだという｡日本ならO

Pでも不良の出現をある程度予期できる｡例えば工作機械から出てくる品物を見れば,加

工用のバイトが切れなくなっていて,そろそろ交換が必要だといった内容が分かる｡これ

に対してマレーシアのOPは,バイトが折れた後でも不具合が起きたことが分からない｡

このため,異常が起こるとセンサーが動作して,発生がだれにでも分かるようにしている｡

表中の｢不良の発見｣は,センサーが感知しない不良を見つけることを指している｡ ｢とに

かく不良を出すとは大変なことだという意識がないので,非常にやりにくい｣ (中国系マレ

ーシア人MD)｡
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表祥一1 ,主な｢知的熟練｣研究の分業システム評価

研究者名 知的熟練作業の担当者 : 日本製近業が
分業システムの評価 採用する方式

小池和男 作業者 :統合方式
技術者 :分鞍方式

程度の差はあるが統合方式

野村正* 作業者 :統合方式
現場監督者 ‥分轄方式
専門工 :分軽方式

分社方式

村松久良光 作業者 :統合方式 企業,塀頓によつて 3 方式が混
現場監督者 :部分的統合方
式
専門工 ‥分社方式

衣

出所:筆者作成

表補- 2.知的熟練作業に即する分業システムの頬型化
知的熟練作業の担当者 担当者致 熟練形成め鳩 方式名 ■

作業者 多数 直接部門 作業者担当方式

作業者からの内部昇進者 少数 直接部門 内部昇進者担当方式

作業者未経填の従業且 少数 非直接部門 ライン東経族者担当方式

出所:表祥一1に同じ

表輔-3.現生対象企業の概要
A 社 B 社 C 社 D 社 ､ E 社

操業開始年月 1990SE 1988*5 1990& ー988年 ■ー9" 辛

主要生産品目 コンデンサ

封止ゴム

CRT向け
プラスチック

成型部品

H D D 部品 手桶用

エアコン
ホース

H D D 部品

組立

製造工程の概略

ゴムコンパウ 金型機械加 工 アル ミニウム 部品機械加工 部品洗浄 (半白

ン ド製 造→型 →金型 を成 型 鋳造→横械加 →メ ッキなど 動)→部品組立
抜 き (以 上 禎 頓 に据 え付 け エ 表面処理→溶 (手作業 ●自動

械 ) →検査 (辛

■作業)

射出成形 接 (口ウ付け) 化繊械併用)

従業負数 290A 290A 7丁0人 ぢOO人 2日人
外国人労働者致 ー00人 ー00人 130A なし なし

笹m ≠皿asm事EJPT]i^as
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表祥一4.直接部門の聴位構成(スーパーJiイザー以下)
A 社 ■ B 社 C 社 D 社 ーE 社

コン八●ウンド製造 , 射出成形工程 アルミ鋳造品の パイプの機械 自動化糠械に
型抜 き工程 機械加工工程 加工工程 よる

組立工程

現場

現 場 監 督

看

ス●∧●ー∧●イサ●-

y i!7SV

ス-∧●■八●イサ●ー ス■八●ー∧●イサ●● ス-∧●一∧●イサ●-

ラインU-* -

ス-∧●●∧◆イサ●-

直接部門

専門工

シ:7.テクニシ†ン

テクニシ†ン

テクニシ†ン テクニシ†ン

ラインll-f -

ス紬ト●●れ●トタ●

作業者 ラインII-A-. で ネラh .ワーカー か●トクー1 マシン●れ●トクー テクこシ†ン

れ●レター4

れ●レター3

れ●トタ●2

れ●トクーー

れ●トタ● か●トクー2 マシン●れ●レター

(手作業工程フオ

アマンと岡持退)

作業者の

最終学歴

中学 中学 高校 または

中卒後

鞍薫別練校卒

高校中心

一部中卒後
鞍薫別練校卒

高等専門学校

注:太線は作業者からみた昇進の上限を表す｡

出所:表祥一3に同じ

表輔- 5.工程別に見た知的熟練作業担当者の帝位･聴種
A 社 B 社 C 牡 D 社 E 社

コン∧●ウンド製造 , 射出成形工程 アルミ鋳造品の パイプの 自動化糠械に
型抜き工程 糠械加工工程L 横械加羊工程 よる組立工程

金型■治工具 直接部門 ◎直接部門 ◎直接部門 ◎直接部門 作業者 ､■
の取り替え 専門工 専門工 専門工 専門工 (テクニシ†ン,

(テクニシ†ン) (テクニシ†ン) (ライ>'j-r -) (スキルトOP)
◎現場監督者 ■

(ラルy-**-)

マシン0P)

不良の発見 現場監督者 非直接部門 非直接部門 ◎直接部門 作業者
(ス●∧●-∧●イサ●-) 専門工 (∧●川- 専門工 専門工 (テクニシ†ン,

A -fn i- (QC担当者) (ス紬ト'OP)

I 部作業者 (OP)

マシン0P)

不良の 現場監督者 現場監督者 現場監督者 (ス ◎直接部門 非直接部 門書■
原因推考 (ス-∧●●∧●イサ●●) (SV,マ%.シ◆†-) ー∧●一∧●げ ■) 書門エ (スキい ●

0P)

門エ (エンシ◆ニア)

不具合か らの 社内では ◎直接部門 フ●E)ク●ラ▲補正 非直接部門 日本人技術者
復旧など糠械 で書ない 書門エ は現場監督者 書門エ
設備の保全 (テクニシ†./) (SV

電気電子関係
は生産技術者

(メ.jfナ./ス部門)

注:直接部門の帝位名は表輔-2の分類に従った｡ ( )内は社内呼称

出所:表補-3に同じ
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表補- 6.各工程の作業別分業システムの評価
A 社 B 社 C 杜 D 杜 E 社

コン∧●ウンド製造, 射出成形工程 アhミ鋳造品の パイプの横械 自動化糠械に
型抜き工程､ 機械加工工程 加工工程 よる組立工程

金型●治工具

の取り替え ライ■ン未経填者 内部昇進者 内部昇進者 内部昇進者 作業者

不良の発見

ライン未軽食者 ライン未経政事 ライン東経填者 内部昇進者 作業者

不 良の原 因
推定 ライ./未捷填者 ライン未経填者 ライン未経攻者 内部昇進者 ライン未経挨者

不 具合 か ら

の 復 旧な ど
横 械設備 の

保全

社外 内部昇進者 ライン未経填者 ライン未経検事 日本人

出所:表祥一.3に同じ
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｢職長の生産管理能力習得に関する調査｣

質問票A

調査へのご協力お居い

本調査は,直接部門r他の方々から,生産管理能

力とその習得過程について.うかがうことを目的として

おります｡既に日本の自動車メーカーについても同様の

調査を実施しており,その結果と合わせて国際比較を行

う計画です｡

調査結果は学位論文に反映させていただくほか､学術

雑誌に投稿する予定です｡ご回答後の質問票は, 9月

日までに､質問票回収ご担当者にお渡し下さい｡

お忙しいところ大変恐縮ですが,上記の趣旨をご理解

の上､ご協力いただければ幸いです｡どうぞよろしくお

願い申しあげます｡

1999年8月

広島大学大学院国際協力研究科

博士後期課程･高橋与志

以下( 1)-(49)までの質問にお答え下さい｡

質問(l)-(7)は,現在の聴務の概要についてうかがい

IMl

(1)担当職場

1.プレス　　　2.境枕加工　　　3.塗装

4.ユニット組立　　5.車体　　　　　6.最終組立

( 2 )具体的な担当工程の内容

(

(3)部下の人数

(4)生産品目数

(5)月間生産量

(6)自動化率

(　)人

(　)種類

(　　)

(　　) %

(7 )日常の管理項目倣値化可能な指標)のうち,豊臣重
視するものから3つまで挙げて下さい｡

突問(8)-(ll)は､ (7)で挙げた管理項目の管理サイク

ル各段階について､主な担当者をお答えいただきます｡

(8)部門方針から管理項目目標へのブレイクダウン

(plan:計画)

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

(9)管理項目データの収集･整理(do:実施)

1.主に部下が担当　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

(10)実績の評価(check:評価)

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

(1 1)計画未達時の改善(act ion:対発作成と実施)

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

巽問(12)-(36)は､生産菅野こ関連する手法の利用,ま

たは鮭某類の作成について､主な担当者をお答えいただ

r^5i｣

<標準作業>

(12)標準作業(慕)

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6,わからない

(1 3)標準作業組み合わせ(票)

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(14)部品別能力(票)

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(15)作業委鏡(香)

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

<IE>

(16)ライン･バランシング

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない
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2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない



(17)動作研究

1.主に部下が担当

3.主に上司か担当

5.利用していない

(18)時間研究

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

(1 9)製品工程分析(物型工程分析)

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

5.利用していない　　　6.わからない

(20)人の稼働分析(ワークサンプリング)

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

5.利用していない　　　6.わからない

(21)運搬工程分析･活性分析

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3,主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

5.利用していない　　　6.わからない

(22)レイアウト改善(From-To-Chart.アクティビティ相

互関係図)

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

<品質管理>

(23)QC 7つ道具

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(24)薪QC 7つ道具

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

(25)統計的手法(多変主解析等)

1.主に部下が担当　　　2.主に自分が担当

3.主に上司が担当　　　4.主にスタッフが担当

5.利用していない　　　6.わからない

(26)作業榛準

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(27) QC工程表

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

<原価管理>

(28)原単位管理

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(29)コストテーブル

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(30)材料の歩留まり改善

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(31)VA-VE

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(32)予算管理

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

<納期･主管理>

(33)基準日程

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(34)日程計画

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない
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2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない



(35)進度管理

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

(36)現品管理

1.主に部下が担当

3.主に上司が担当

5.利用していない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

2.主に自分が担当

4.主にスタッフが担当

6.わからない

質問(37)-(41)紘,これまでの職務･訓練経験について

うかがいます｡

(37)現在の会社に入る前に,自動車産業で働いた経験が

ありますか｡

1.ある(　)年(　)カ月

2.ない

(38)現在の会社に入る前に､自動車産業以外の製造業で

働いた経験がありますか｡

1.ある(　)年(　)カ月

2.ない

(39)現在の会社に入る前に,外資系企業で働いた経験が

ありますか｡

1.日系企業で働いたことがある

2.日系以外の外米系企業で働いたことがある

3.外資系企業で働いたことはない

(40)現在の会社に入社したのはいつですか｡

19 (　　　年(　)月

(41)現在の会社で.これまでどのような耽務(耽種･耽

位)を経験されましたか｡記入例に従ってご記入下さい｡

<記入例>

期間 職場名 聴位 備考

(内訳､

■長期研修等)
96 年7月 プレス部品 Trainee 日本での研修
～97 年1

月
加工ライン 2カ月

97 年1月 プレス部品 Line
～99 年4

月

加工ライン

1

Leader

99 年4 月

一､■′

プレス部品

加工ライン

1

Foreman

■期間 職場名 職位 備考
(内訳､
長期研修等)

紫問(42)-(45)は現在の｢働きがい｣に関する意識につ

いてうかがいます｡

(42)あなたは,自分自身が仕事に対してどの程度の意欲

を持っていると思いますか｡

1.弱い　　2.どちらかといえば弱い

3.中程度　4.どちらかといえば強い　5.強い

(43)仕事中､時間が知らぬ間にすぎていくという感じを

持ったことが,どの程度ありますか｡

1.まったくない　2.ほとんどない　3.あまりない

4.しばしばある　5.ひんぱんにある

(44)仕事上で困難や問題点･障害に出くわした場合､そ

れらを克服していこうとするあなたの忍耐心や意志の

強さはどの程度だと思いますか｡

一.弱い　　　2.どちらかといえば弱い

3.中程度　　4.どちらかといえば強い　5.強い
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(45)新しい仕事(訓練を含む)を経験する場合,どのよう

な成果が上がると期待できれば,意欲が強まるとお考え

ですか｡ 13項目の中から全称で3つ選び,それらの番号

!∈○をつけて下さい｡

1.ある日榛を達成すること｡一つの仕事を成し遂げる
こと

2.自分のする仕事を上役や同僚､部下が認めてくれる
こと

3.仕事自体が,自分の関心や興味のある仕事であり,

好きな仕事であること

4.昇進すること

5.仕事を通じて自分たちが成長したと思うこと

6.自分の仕事に責任が与えられること

7.会社の政策や組紙,経営のやり方が納得できること

8.上役に能力があり,自分たちに公平で適切な指示を

してくれること

9.給与,貸金,ボーナスが増えること

10.上役(訓練の場合,教師役)との人間関係が良好であ
ること

1l.同僚との人間関係が良好であること

12.部下との人間関係が良好であること

13.仕事量がちょうど良いこと｡設備環境(排気､照明,

工具など)が良いこと｡

質問(46)-(49)は入社当時のr働きがい｣に関する意識

についてうかがいます｡

(46)入社当時､あなたは､自分自身が仕事に対してどの

程度の意欲を持っていたと思いますか｡

1.弱い　　2.どちらかといえl瑚い

3.中程度　4.どちらかといえば強い　5.強い

(47)入社当時,仕事中,時間が知らぬ間にすぎていくと

いう感じを持ったことが,どの程度ありましたか｡

1.まったくない　2.ほとんどない　3.あまりない

4.しばしばある　5.ひんぱんにある

(48)入社当時,仕事上で困難や開態点･障害に出くわし

た場合,それらを克服していこうとするあなたの忍耐心

や意志の強さはどの程度だったと思いますか｡

1.弱い　` 2.どちらかといえば弱い

3.中程度　　4.どちらかといえば強い　5.強い

(49)入社当時､新しい仕事(訓練を含む)を経験する場合､

どのような成果が上がると期待できれば､意欲が強まる

とお考えでしたか｡ 12項目の中から全部で3つ連び.そ

Ej!ヨSE3U頭圏LサJM M5F

1.ある日額を達成すること｡一つの仕事を成し遂げる

こと

2.自分のする仕事を上役や同僚.部下が認めてくれる

こと

3.仕事自体が､自分の関心や興味のある仕事であり,

好きな仕事であること

4.昇進すること

5.仕事を通じて自分たちが成長したと思うこと

6.自分の仕事に責任が与えられること

7.会社の政策や組紙,経営のやり方が納得できること

8.上役に能力があり､自分たちに公平で適切な指示を

してくれること

9.給与､貸金,ボーナスが増えること

10.上役(訓練の場合,教師役)との人間関係が良好であ

ること

1l.同僚との人間関係が良好であること

12.仕事主がちょうど良いこと｡設備環境(排気,照明,

工具など)が良いこと

最後に質何(50)-(52)は､個人的な事柄についてうかが

5T5iコ

(50)年齢　　　(　)才

(51)最終学歴　　　　　　　　･

1.小学卒　　　　　　　2.中学卒
2.高校(工業)卒4.高校(工業以外)卒

5.高専･短大卒6.大学卒以上

(52)性別　　1.男　　　　2.女

質問は以上です｡ご協力有り難うございました｡
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(32) m相7tJ仙仙止効Ⅶ
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■
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■
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｢滅長の生産管理能力習得に関する調査｣

質問票B r直接部門における方針管理の実際に関する調査｣

本調査は,直接生産部門の管理担当者の方々に･ ①職場における方針管理の実際, ②職長の動機づ

け施策に関してうかがうことを目的としております｡既に日本の自動車産業についても同様の調査を

実施しており,結果を分析し国際比較を行う計画です｡ ⊥.⊥ ‥._i.⊥止サー.-fc-**セーー

なお本調査票への

お忙しいところ大変恐締ですが,

よろしくお願い申しあげます｡

1999年8月

上記の趣旨をご理解の上,

以下( 1)-(23)までの質問にお答え下さい｡

(1)担当職場

1.プレス

4.ユニット組立

( 2)具体的な担当工程の内容

(

( 3 )部下である職長の人数

(4)生産品目数

(5)月間生産量

(6)自動化率

莞∴　^Ks

ご協力いただければ幸いです｡どうぞ

広島大学大学院国際協力研究科博士後期課程･高橋与志
〒737-0001呉市阿賀北3-4-15

TEL&FAX (0823)72-5663

2.機械加工

(　)人

(　)種類

(　)

(　)%
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(7)日常の管理項目(数値化可能な指標)のうち,特に重視するものを最大3つまで挙げて下さい｡関

連する主要な生産管理手串･帳票類も併せてお教え下さい｡また,それぞれの管理項目について,各

職位･職種の従業員はどのような下位管理項目を担当していますか｡同様に手法･帳票類も併せてご
回答下さい｡

職位 ●職種 日常管理項目(数値化可熊な掃標) 関連する主要な生産管琴手法｢帳票類
ご回答者

Production
M anager
F oreman

Leader

O perator

Staff

職位 ●職種 日常管理項目(数値化可能な指標) 関連する主要な生産管理手法 ●■■儀衰類

ご回答者

Production
M anager

F oreman

Leader

O perator

…ーStaff

職位 ●職種 日常管理項目(数値化可能な指標) 関連する主要な生産管理手法●帳票類
ご回答者

Production
M anager
F oreman

Leader

O perator

Staff
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( 8)下記の各項目は,仕事意欲を高めるための動機づけ要因を挙げたものです｡職長の動機づけ要因

として重視されるものを3つ選び,それぞれの番号に○をつけて下さい｡また, ○をつけた項目に関

連立三実施されている具体的な施策があれば,お教え下さい｡

1.ある目標を達成すること｡一つの仕事を成し遂げること

(

2.自分のする仕事を上役や同僚,部下が認めてくれること

(

3.仕事自体が,自分の関心や興味のある仕事であり,好きな仕事であること

(

4.昇進すること

(

5.仕事を通じて自分たちが成長したと思うこと

(

6.自分の仕事に責任が与えられること

(

7.会社の政策や組織,経営のやり方が納得できること

(

8.上役に能力があり,自分たちに公平で適切な指示をしてくれること

(

9.給与,貸金,ボーナスが増えること

(

10.上役との人間関係が良好であること

(

ll.同僚との人間関係が良好であること

(

12.部下との人間関係が良好であること

(

13.仕事量がちょうど良いこと｡設備環境(排気,照明,工具など)が良いこと

(

質問は以上です｡ご協力有り難うございました｡
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｢職長の生産管理能力習得に関する調査｣

質問票C ｢職長･同候補者向け教育訓練に関する調査｣

本調査札技能系社員の教育訓練担当者の方に, ①職長･同候補者向け教育訓練の内容, ②職長の

動機づけ要因, ③生産管理･人的資源管理方式の特徴に関してうかがうことを目的としております｡

既に日本の自動車産業についても同様の調査を実施しており,結果を分析し国際比較を行う計画です｡

なお本訴章票へのご回答臥後日ヒヤリングの際に,直接うかがわせていただきます｡

お忙しいところ大変恐縮ですが,上記の趣旨をご理解の上,ご協力いただければ幸いです｡どうぞ

よろしくお願い申しあげます｡

1999年8月

広島大学大学院国際協力研究科博士後期課程･高橋与志

〒737-0001呉市阿賀北3-4-15

TEL&FAX (0823)72-5663

( 1 )現在実施されている｢職長･職長候補者向け教育訓練｣の内容についてお教え下さい｡
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(2)下記の各項目は,仕事意欲を高めるための動機づけ要因を挙げたものです｡職長の動機づけ要因と

して重視されるものを3つ選び,それぞれの番号に○をつけて下さい｡また, ○牢つけた項目に関連

して現場管理者として実施されている具体的な施策があれば,お教え下さい｡

1.ある目標を達成すること｡一つの仕事を成し遂げること

(

2.自分のする仕事を上役や同僚,部下が認めてくれること

(

3.仕事自体が,自分の関心や興味のある仕事であり,好きな仕事であること

(

4.昇進すること

(

5.仕事を通じて自分たちが成長したと思うこと

(

6.自分の仕事に責任が与えられること

(

7.会社の政策や組織,経営のやり方が納得できること

(

8.上役に能力があり,自分たちに公平で適切な指示をしてくれること

(

9.給与,貸金,ボーナスが増えること

(

10.上役との人間関係が良好であること

(

ll.同僚との人間関係が良好であること

(

12.部下との人間関係が良好であること

(

13.仕事量がちょうど良いこと｡設備環境(排気,照明,工具など)が良いこと

(

質問は以上です｡ご協力有り難うございました｡
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